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第 1章  序論 

1.1 本研究の背景と目的 

 建築・土木分野においてセメントは古くから使用され，そのほとんどが，構造物を構成す

るコンクリート中の骨材を繋ぐ接着剤として使用されている。1824 年にイギリスの Joseph 

Aspdin によって発明されたポルトランドセメントは，19 世紀中ごろにヨーロッパやアメリ

カにおいて工業化され，1848 年には日本でも製造が可能となり，需要の増加とともに安価

で丈夫な構造材料として現在もなお全世界で不動の地位を築いている。ポルトランドセメ

ントに端を発したセメントの種類は日本工業規格(JIS)で品質規定がなされ，ポルトランド

セメント，混合セメント，エコセメント，それ以外のセメントに分類され，これらのセメン

トを目的に応じて使い分けている 1),2),3),4),5)。 

セメントは水と接触して固まる性質を持っており，セメントと水だけを混ぜてペースト

状にしたものがセメントペーストである。構造材料として使用される場合，セメントペース

トに骨材を混ぜた状態で使用される。セメントに細骨材を混ぜた状態のものをモルタルと

いい，性能や性質，経済性から比較的寸法の薄いものに使用される。このモルタルに，さら

に粗骨材を混ぜた状態のものをコンクリートといい，経済性の高い構造材料として，建築物，

橋梁，道路，河川護岸，トンネル，ダム，港湾，空港など社会生活に必要な構造物の建設に

必要不可欠な材料となっており，セメントの多くはこの構造物の建設に使用するレディー

ミックスドコンクリートに使用される。構造物の性能を決めるレディーミックスドコンク

リートは，セメントと同様に日本工業規格(JIS)において，使用するセメントや骨材等の原

料，製造配合の品質規定が詳細に決められており 6)，はっきりした使用目的や用途の上で成

熟した産業となっている。 

セメントの使用量から見て少ないが，コンクリートよりも古い歴史を持つモルタルは，セ

メントの起源とされる BC2600 年頃のエジプトで，気硬性セメントを接着剤としてピラミ

ッドの建設に使用され，その後も石，レンガ，瓦の接着や漆喰等の壁塗り材として古くから

幅広い用途に使用されてきた。現在もモルタルはコンクリートでは対応できない様々な用

途に使用されており，1755～1759 年にはイギリス海峡の三代目エディストン灯台の建設に

おいて潮の満潮干潮の 12 時間の間に硬化が必要とされるなど，その当時から現在に至って

もモルタルに対して高度な性能が求められている 7),8)。 

コンクリートやモルタルの性能を決定する原料として，セメントと骨材の他に，もう一つ

重要な材料として混和材料があり，その性能を向上させたり，機能を付与させたりしている。

混和材料はそれぞれについて，発明，発見，開発，および製品化等の過程があるが，大きく

見ると，コンクリートやモルタルの質的変化，ニーズ，技術レベルの上昇，時代的背景等に

よって多様な混和材料が開発され，製品化されてきた。混和材料は大別して混和材と混和剤

に区別される。混和材は高炉スラグ，フライアッシュ，セメント膨張剤のように多量に使用

されるもので，「比較的多量に用いるフライアッシュなどのような混和材料」と定義されて

おり，一般に無機系微粉末を指している。混和剤は薬品的に用いるもので「薬品的に少量用
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いるもので，主として，その界面活性作用によって，コンクリートやモルタルの諸性質を改

善するために用いる AE 剤などの混和剤」と定義されており，一般に液体または粉末の有機

系化学混和剤を指している。古代ローマ時代「獣の血や脂」「乳」等をモルタルに混和した

のが起源とされる有機系混和剤は，1932 年アメリカで松ヤニを主成分とした化学混和剤へ

と発展し，1950 年代には日本に化学混和剤がアメリカから導入された 9)。 

化学混和剤は JIS A 6204 でその品質が規定され，AE 剤，減水剤，AE 減水剤および高性

能 AE 減水剤に分類されている。AE 剤は，安定した微細な独立気泡を導入でき，起泡性が

優れている樹脂酸塩系や非イオン系界面活性剤が，ワーカビリティーや凍結融解性の向上

を目的として使用される。減水剤や AE 減水剤は，セメント粒子表面に吸着し，高分子の立

体障害効果や静電的反発力により，それを分散させるリグニンスルホン酸塩やその誘導体，

オキシカルボン酸塩，ポリオール誘導体などが，同様にワーカビリティーや凍結融解性の向

上を目的として使用される。また，これらより分散性能の優れているナフタレンスルホン酸

塩ホルムアルデヒド縮合物(ナフタレン系)やメラミン樹脂スルホン酸塩(メラミン系)が流動

化剤や高性能減水剤に利用され，さらに，セメント粒子に吸着し，主にその立体障害効果に

よりセメントを分散させるポリカルボン酸系と総称される櫛形高分子が高性能 AE 減水剤

として利用されている。 

高性能 AE 減水剤は高い減水性能とスランプ保持性能を兼ね備えた剤であり，1986 年に

ナフタリン系の高性能減水剤に反応性高分子(徐放性分散剤)を併用した高性能AE減水剤が

市販されたことに始まり，ポリカルボン酸系へと至っている。その技術的なポイントは優れ

たスランプ保持性にあり，反応性高分子の配合量を制御することにより夏季であっても長

時間のスランプ保持が可能である。また，コンクリートの高耐久化や高強度コンクリート，

高流動コンクリートの製造にも，高性能 AE 減水剤が有効であることが認められ，セメント

の分散機構に関する基礎研究の急速な進展を背景とし，混和剤業界のみならず，大学，セメ

ント会社，建設会社を巻き込んでの研究開発が盛んに行われ，基礎から応用に至る数多くの

研究成果が発表され，高性能 AE 減水剤は急速に普及した 10),11),12)。 

ポリカルボン酸系は，カルボキシル基を有する吸着部位と種々のポリエチレンオキシド

を有する側鎖(グラフト鎖)の櫛型高分子であり，それらの種類，量，長さ，組み合わせなど

を自由に変えられることから，理論を検証する分子構造を系統的に合成することができる。

また，従来の静電反発力による分散機構に加えて，立体反発力やディプレッション効果など

による分散機構の研究も進み，電荷付与による分散剤の構造にとらわれない新しい分散剤

の構造を有し，さらに，分散剤の吸着部位と側鎖との組み合わせにより，吸着速度を自由に

制御することが可能である。様々な分子構造を有するポリカルボン酸系の特徴は，低使用量

で大きな減水効果や流動性が得られ，良好なスランプ保持性や流動保持性が得られ，新たな

機能を付与できる化学構造を有しているため，所要の流動性や流動保持性をコントロール

することが可能となるが，多くの異なる分子構造を持つため，安定的な使用方法や品質管理

手法の確立には整理が必要とされている 13),14),15),16),17),18)。 
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セメント，細骨材，混和材料からなるモルタルは，コンクリートに比べ比較的薄い施工が

可能なことから，コンクリートでは対応できない様々な箇所に使用されるとともに，コンク

リート構造体の補強や補修，着色による美観材料としても使用される 19)。このように，モ

ルタルの用途や目的は多種多様であり，目的に応じた性能を達成するためには，各種混和材

料を使用した複雑な配合設計が必要となるため，現在では，プレミックスタイプが主流(液

体以外の全ての材料を予め混合製造)となりつつあり，現場では誰でも安定した高性能モル

タルが得られるようになっている。また，フレッシュ性状を決定する化学混和剤は，モルタ

ルの配合設計において重要な役割を担っており，様々なフレッシュ性状を有するプレミッ

クスモルタルの配合設計を可能としている。粉末のポリカルボン酸系をはじめとした化学

混和剤の発展により，モルタルの配合設計において，様々な化学混和剤を組み合わせること

で，任意にフレッシュ性状がコントロールできるようになった結果，フレッシュ性状の中で

も，流動性を有するモルタルの性能が飛躍的に向上し，さらに目的や用途は拡大していき，

要求性能も難しさを増して，さらなる多様化の方向と，プレミックスモルタルの必要性，重

要性が明確となってきている。土木分野において流動性を有するモルタルは大小空隙，間隙，

密閉空間への充填を目的としたグラウトモルタル(充填材)として利用されている 20)。インフ

ラ整備の技術や機械の進歩により，土木分野では，施工の新技術，特殊化，時間短縮，簡略

化，環境配慮等の新たな性能が求められようになり，対応するためにはグラウトモルタルが

重要な手段となる 21),22),23)。よって，目的や使用部位によって要求性能は異なり，様々な要

求性能を満足する流動性を有するグラウトモルタルを開発する必要がある。 

また，実現場では規格では表せない，現場ならではの要求性能が存在するため，新たに開

発したグラウトモルタルの性能評価や適用性の検討を行い実証する必要がある。 

モルタルの要求性能のひとつにワーカビリティー（作業性）が上げられ，この作業性は流

動性の高低により大きく 2 つ大別される。比較的流動性を必要としないモルタルの作業性

評価は，コテ作業性，吹付性，ポンプ圧送性，チキソトロピー性で判断されるが，最終的に

は施工者の感覚に委ねるところが多いのが現状である 24),25)。逆に比較的高い流動性を必要

とするモルタルの作業性評価は，評価方法の規格値が作業性に直結しており，性状を評価す

る方法が目的ごとに確立している。また，作業性の中でも空隙への充填性は施工時における

目視確認が難しく，現状では簡易的な流動性試験から充填性を判断して施工を行っている

26),27),28),29)。しかしながら，求められる充填性を達成する流動性は多様化しており，今まで

の流動性評価方法が充填性を適切に評価しているか検証する必要が生じている 30),31)。 

また，充填性の確認では，実際の施工を模した試験が必要であるとされているが，施工を

模した試験体は実施工の再現性が難しく，そのため，常に同一条件での試験の実施は困難で

ある。よって，同一条件で充填性確認が可能な簡便な方法が求められている。 



4 

 

1.2 本研究の範囲 

第 1 章の序論では，モルタルにおける各種要求性能の多様化と，関連する混和材料の開

発状況より，現状のモルタルにおける問題点と研究の目的を示した。 

第 2 章では，研究の背景とグラウトモルタルのフレッシュ性状に関する既往の研究につ

いて述べ，本研究の位置づけを示した。 

第 3 章では，①比較的大きな空隙に充填する超速硬無収縮グラウト材②地下空洞に充填

する軽量充填材③水中不分離軽量充填材④半たわみ性舗装用充填材について，それぞれの

要求性能と流動性の関係に着目して配合設計を行い，新規の材料開発に結び付けている。 

第 4 章では，環境負荷低減に着目した材料設計，特に半たわみ性舗装のセメント系充填

材の配合設計を行った。現状においては環境負荷低減を目的としたセメント系材料は少な

く，セメントの CO2 原単位は高い。よって，CO2 原単位の低減，資源循環型社会，都市部

のヒートアイランド抑制に貢献できる充填材の配合設計を行った。 

第 5 章では，半たわみ性舗装用に開発した高流動型 1 時間開放タイプが，特殊箇所であ

る高機能舗装の狭小空隙に充填され，早期の交通解放が可能かを検証した。その中で，充填

性評価から高温時の充填が可能であり，その時の硬化反応は正常に行われ，今まで以上の早

期解放が可能である事を実証した。 

第 6 章では，半たわみ性舗装用充填材の充填性と種々の流動性評価試験について相関性

を明らかにし，最適な流動性評価方法を提案した。充填材の流動性評価は各機関により規格

化され，主流は P 漏斗による流動化時間を用いて 9～14 秒と決められている。舗装の性能

を左右する最大の因子である確実な充填性が，P 漏斗の流下時間による流動性評価で適正に

評価されているかを検討するとともに，他の流動性評価方法についても検討を行った。実験

結果をもとに評価の妥当性をレオロジー的にビンガム流体でモデル化して検証し，降伏値

が大きく影響することを明らかとした。 

第 7 章では，半たわみ性舗装用充填材の新たな充填性評価が可能な装置を提案し検討を

行った。充填性確認は，実際のポーラスアスファルト混合物をその都度作成して行うため，

1 枚に対して 1 回であり，空隙率や空隙径の統一が難しく同一条件での評価ができない。よ

って，繰り返しの試験が可能で，常に同一条件となり，簡易性を有する充填装置を考案した。

装置は，六方細密充填の理論をもとに，アクリル製正三角錐に鋼製球体をつめ，空隙率を

26％に統一し，球体径により空隙径の変化を模擬している。この装置に各種充填材を充填

し，流動性評価を行いながらポーラスアスファルト混合物への充填性と比較する形で検討

を進め，レオロジー的な考えをもとに球径による空隙径と流動性評価による降伏値の相関

性を導き出した。 

 第 8 章では，本研究の成果を総括し，高い要求性状を満足するグラウトモルタルを開発

された事，および充填性について適切に評価できる方法が得られたことを述べると共に，今

後の課題を示した。 
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図-1.1 本研究の構成 

序論 背景，目的，範囲 

既存技術との関連性 

グラウトモルタル、フレッシュ性状評価の現状と問題点を把握 

グラウトモルタルの開発 

①超速硬無収縮グラウト材 

②軽量充填材 

③水中不分離軽量充填材 

④半たわみ性舗装用充填材 

について，要求性能と流動性

の関係に着目して配合設計

を行い新規の材料開発に結

び付けている 

環境負荷低減が可能なグ

ラウトモルタルの開発 

環境負荷低減に着目した半

たわみ性舗装用充填材の配

合設計を行い新規の材料開

発に結び付けている 

半たわみ性舗装用充填材の特殊箇所への適用評価 

半たわみ性舗装用に開発した高流動型 1h 硬化タイプが高機能舗装の

狭小空隙に充填され，早期の交通解放が可能かを検証している 

半たわみ性舗装用充填材の充填性評価 

半たわみ性舗装用充填材の充填性と種々の流動性評価試験について相関性

を明らかにし，最適な流動性評価方法を提案している 

新しい充填性確認試験方法の検討実験 

半たわみ性舗装用充填材の新たな充填性評価が可能な装置を提案し検討と

理論付けを行っている 

総括 

第 1 章 

第 2 章 

第 3 章 第 4 章 

第 5 章 

第 6 章 

第 7 章 

第 8 章 
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第 2章  本研究と既往の研究の関連性 

2.1 グラウトモルタルの役割 

モルタルの流動性は，施工箇所により二つの作業性を決定する。オープンな水平面の流動

性は，レベリング性やコテ作業性を決定し，密閉空間や空隙への充填（グラウト）の流動性

は，充填性を決定する。土木分野ではコンクリートジョイントの充填，耐震等各種補強，半

たわみ性舗装，コンクリート構造物周辺や地下空洞の充填のように各種充填により構造物

の建設やインフラを保護している。充填に使用するグラウトモルタルの役割は，確実な充填

であり，現在では，更に目的や用途の多様化により充填性を含む様々な要求性能が付加され

るようになってきている。ゆえに，グラウトモルタルの役割を達成させるため既存技術をも

とに新たにグラウトモルタルを開発する必要がある。 

 

2.1.1 無収縮グラウト材の超速硬技術 

無収縮グラウト材の概念は，充填可能な流動性を有し，密閉状態において材齢 7 日で元

の体積を下回らないことである 1),2)。また，一般的なモルタルの超速硬技術は，超速硬セメ

ント(ジェットセメント)やアルミナセメントと凝結遅延剤で可能である 3),4),5)。しかし，流動

性や硬化時間が不安定であり，凝結遅延剤を現場で添加し，硬化時間をコントロールする場

合もあるため，施工者が限定される場合がある。また，プレミックスとした場合は，在庫期

間によるセメントの風化が原因で，凝結時間が設定した目標値より延長し要求性能が達成

できなくなったり，超速硬セメントを使用した場合は，無収縮モルタルとして重要な初期膨

張のコントロールが難しい 6)。 

 

2.1.2 軽量充填材の起泡技術 

地下空洞の充填には気泡を利用した軽量モルタルにて充填を行っている。現在は，現場で

起泡剤により予め気泡をつくりモルタルと混合して施工するプレフォーム方式が多く採用

されている 7),8),9)。しかし，大規模なプラントや計量が必要で小規模充填や緊急な場合には

向いていない。また，プレミックスとした場合の起泡混入は，発泡剤による練り混ぜ後の発

泡 10)か，起泡剤による練り混ぜ時の起泡となる。しかし，発泡剤は安定した気泡量の調整

が難しく，起泡剤は，流動性との両立と，普通ポルトランドセメントを使用した場合やセメ

ントのアルカリによる気泡の保持が難しい 11),12)。 

 

2.1.3 水中不分離型充填材の軽量化技術 

水中不分離コンクリートは様々な研究がなされ研究発表や各種開発が行われ，技術的に

確立されている 13),14)。モルタルも同様であり，水中不分離性は，高粘度増粘剤の添加や低

水/粉体比により付与されるのが一般的である 15),16)。しかし，これらを軽量化する技術は乏

しく，確実に水中不分離性を有して，高い流動性を付与するのは難しい。また，軽量充填材

で最も重要とされる要求性能はコストであり，研究されている軽量骨材等では粉体のコス
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トが高くなり，実現が難しい 17)。さらに，水と置換しながら充填するため水よりやや重い

密度が必要であるため，練り混ぜ時のミキサーの回転で起泡させる気泡混入技術では，ミキ

サーの能力や練り混ぜ時間，量，投入方法が影響し，目標とする単位容積質量を現場で常に

実現させるのは難しい 18),19)。 

 

2.1.4 半たわみ性舗装用充填材の特殊箇所対応技術 

半たわみ性舗装は，ポーラスアスファルト混合物にセメント系充填材を充填させた表層

舗装材であり，塑性変形を防止する舗装として広く普及し，充填材も規格化されている

20),21),22),23)。半たわみ性舗装の性能は確実な充填があげられ，充填材の性能に左右される。

近年では，適用箇所が多様化しており，今までにはなかった特殊な箇所や条件での施工が増

えている 24),25),26)。このような場合は，規格に合わせて開発された充填材では，充填不足と

なる可能性や耐久性の面で対応が難しい。 

 

2.2 グラウトモルタルの環境負荷低減 

セメント会社の環境マネージメントは積極的に取り組まれている 27),28)。セメントを使用

した配合設計を行うモルタルも同様に取り組まなければならない。しかし，要求性能を達成

しながら環境負荷低減を可能とする配合設計は難しいため，環境負荷低減を目的としたモ

ルタルは少ない。よって，原料のセメントから見つめなおし，グラウトモルタルの特徴を生

かした環境負荷低減を考える必要がある。具体的な方策として，原料であるセメントの CO2

原単位は「692CO2kg/t(2015 年)」29)と非常に大きいため，セメントを使ったモルタルの CO2

原単位を低減する検討や，資源循環，ヒートアイランド抑制による環境負荷低減に貢献でき

るモルタルの検討が可能であると考えられる。 

 

2.2.1 半たわみ性舗装の CO2原単位低減技術 

CO2 原単位が大きいセメントは，様々な取り組みにより低減をはかっているが決して少

なくなったとは言えず，世界規模で見れば増加傾向にあり，将来的にも傾向は変わらない 30)。 

一方，コンクリートでは，反応性を有する高炉スラグやフライアッシュ等の副産物を利用

して CO2 排出量を低減させる研究が行われ，技術は確立されている 31),32),33),34)。国交省で

は，公共工事におけるポルトランドセメントの使用量を減らし， CO2 発生を抑制するため，

高炉スラグを使用したセメントをグリーン購入法の特定調達品目に指定している 35)。また，

バイオマス燃料による発電で焼成されたセメントもコンクリートやモルタルに利用される

ようになってきている 36),37)。しかし，反応性の副産物をセメントと置き換えた場合，強度

発現性は長期を対象としており，また凝結促進には高温養生が必要とされ，モルタルの要求

性能を達成するのは難しくなる 38),39),40),41)。特に舗装分野では，早期交通開放が重要とされ

ており，凝結促進が必要となる。また，バイオマス燃料を使用したセメントの利用技術は，

メーカーや製造工場が限定されており，一般には入手が難しい。
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2.2.2 半たわみ性舗装の資源循環技術 

セメントは原料として天然の石灰石を主原料としているが，あらゆる産業から排出され

る廃棄物や副産物をはじめとして，家庭から排出される廃棄物までセメントの製造設備で

安全かつ大量にセメントへとリサイクルされている 42),43)。その中で，日常生活から多量に

発生する都市ゴミの焼却灰や下水汚泥等が石灰石や粘土の成分と類似していることに着目

して開発されたのがエコセメントであり，JIS 化により一般的なセメントとして拡販が期待

されている 44),45)。「JIS R 5214 エコセメント」には凝結時間の異なる普通と速硬の 2 種類

が規格化されているが 46)，市場は普通のみとなっているため，早い硬化時間の要求に対応

することは難しい 47)。また，塩化物イオン量が普通ポルトランドセメントと比べ高いこと

から，無筋コンクリートや一部の鉄筋コンクリートに限定されているため，使用箇所は限定

される 48)。 

 

2.2.3 保水性舗装用の充填材技術 

保水性舗装は，高機能舗装の空隙に保水性を有するセメント充填材を充填した舗装であ

り，雨や散水により水を保水して，その気化熱により路面温度を低減し，ヒートアイランド

抑制に貢献が可能である 49)。充填材の保水機能を付与させる保水材は，シルト，高炉スラ

グ粉，珪藻土，多孔質炭酸カルシウム，セピオライト，吸水性樹脂が使用される。保水性舗

装は，舗装体中に雨水を吸収・浸透させることから，一部は路盤などを通って土壌中に流出

する。したがって，環境に対する安全性の観点から，有害な重金属が，環境基準を超えて溶

出してはならない 50)。充填材は保水力が重要とされるため，一般の半たわみ性舗装用充填

材より低い強度設計となっており，セメント中の重金属が溶出しやすい環境にある。特に六

価クロムの溶出を防ぐことは難しく，保水材として高炉スラグ粉を使用することで，還元作

用による不溶出化は一般的技術として可能であるが，新たな技術が求められる 51)。また，

保水材は吸水性の非常に大きな材料であり，流動性付与が難しく，施工はヒートアイランド

現象に悩まされる大都市部で行われるため，夜間のみの規制で開放可能な速硬性が求めら

れる。 

 

2.3 半たわみ性舗装用充填材の特殊箇所対応の評価試験  

高速道路では，橋梁部ジョイントに接する高機能舗装の段差抑制(伸縮装置前後 1m 区間)

として充填材注入工(新設・修繕)が組み入れられている 52)。使用する充填材は現行の半たわ

み性舗装用のプレミックスタイプや場合によっては混和剤等を添加したもので対応してい

るが，半たわみ性舗装用の充填材の充填性等の性状は，規格をもとに空隙率 21～25%のア

スファルト混合物に対して充填するように配合設計がなされている 53)。一方，高速道路に

おける高機能舗装の空隙率は概ね 17～20%であり 54)，このような空隙率のアスファルト混

合物にも容易で確実に充填するものが望まれる。また，充填は，アスファルト舗装工(改良

含む)完了後，後日別途交通規制し施工する路面表示工に併せて行うことになっている。し
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かし，交通規制の都合や作業時間，工程短縮等の工事に関わる時間的(社会的)損失の最小化

を考えた場合，アスファルト舗装工事当日に充填材注入工が行える材料が望ましい。一般的

な半たわみ性舗装の充填材の充填作業はアスファルト混合物の温度が 40℃程度になって

からであり 55)，例えば温度が 80℃付近で充填可能であれば一連の施工時間の短縮につなが

る。また，既往の充填材の強度発現は超速硬タイプでも 3 時間程度であり 56)，交通規制に

関わる時間を短縮するため，より短時間で強度が発現する充填材が望まれる。 

よって，前章で開発した高流動型半たわみ性舗装用充填材 1 時間開放タイプが，このよ

うな現場における特殊な要求性能に適応可能かを評価，検討する必要がある。 

 

2.4 流動性の評価方法と充填性 

流動性を有するモルタルの流動性評価方法は，その簡易性から漏斗の流下時間 57),58),59)や，

円柱コーンによる広がり 60)，粘度 61)で評価して判断される。土木分野では，流動性が充填

性に直結しており流動性評価は重要な充填性の指標となる 62)。流動性の評価方法は，適用

部位によって評価方法や規格が違い，様々な規格が存在し，統一性が無いのが現状である 63)。 

ここで問題とするのは，化学混和剤をはじめとする混和材料が時代とともに変化してお

り，現在のモルタル流動性も同時に変化していることである。流動性の変化は，従来の評価

方法では判断できない可能性があり，規格値を逸脱しても十分に充填が行われる場合もあ

る。逆に，様々な理由により，流動性が規格値内であっても十分に充填されない場合がある

64)。十分に充填されていない構造体は性能を発揮することができない。 

よって，流動性評価方法と規格値が作業性や充填性等の重要な要求性能と合致している

かを検証する必要がある。また，確実な充填や作業性の評価が可能な流動性評価方法を見い

だし，レオロジー的に関連させ実証する必要がある。 

 写真‐2.1，2.2，2.3に流動性評価試験器の種類，表‐2.1に一般的な規格を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真‐2.1 各種漏斗試験器

P 漏斗         J14漏斗 

JP 漏斗        測定状況 



12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真‐2.2 各種テーブルフロー試験機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真‐2.3 B型粘度計 

 

表‐2.1 一般的なモルタルの流動性規格の例 

材料の種類 評価方法 主な規格値 

半たわみ性舗装用充填材 P 漏斗による流下時間(土木学会) 
10～14 秒(国交省) 

9～13 秒(NEXCO) 

無収縮グラウト材 
J14漏斗による流下時間(土木学会) 8±2 秒(NEXCO) 
φ50×100mm 円柱シリンダー 

による広がり(JASS 15) ‐ 

狭小部充填グラウト材(PC 等) JA 漏斗による流下時間(土木学会) 

高粘度型 14 秒以上 

低粘度型 6~14 秒 

超低粘度型 3.5~6 秒 

(NEXCO) 

セルフレベリング材 
φ50×51mm シリンダー 

による広がり(JASS 15) 

190mm 以上 

(JASS 15) 

φ50×51mm      φ50×100mm 

φ80×80mm        測定状況 
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2.4.1 半たわみ性舗装用充填材の流動性と充填性評価 

現在，半たわみ性舗装に使用される充填材の規格は NEXCO を始めとする各機関で性能

を規定している。流動性は「プレパックドコンクリートにおける注入モルタルのコンシステ

ンシー試験方法(P 漏斗)」にて試験を行い，各種規格値内に収まる充填材が施工に用いられ

る。 

 しかしながら，充填材の多様化に伴い，実施工において P 漏斗の流下時間が下限値に近

い 10 秒でもポーラスアスファルト母体に確実に充填されない場合や 65)，上限値を超えた充

填材が実際に母体に充填される場合も見られる。特に高強度領域の充填材においては上限

値を大幅に超えた P 漏斗の流下時間にも関わらず，十分な充填性を示す場合がある 66)。そ

のため，P 漏斗による流動性評価が実際の母体への充填性の評価方法としての妥当性を評価

すると共に，P 漏斗ではない他の流動性試験にて充填性が評価できるのか検討が必要とされ

る。 

 

2.4.2 半たわみ性舗装用充填材の新たな充填性評価装置の提案 

半たわみ性舗装用充填材の充填性については，実際のポーラスアスファルト混合物で実

母体を作成し，これに充填材を流し込み，充填率で評価する方法がとられている 67)。しか

し，試験体の作成方法が統一しておらず，空隙率等にばらつきも多く，試験体は再利用する

ことが不可能である。そこで実際のポーラスアスファルト母体を模擬し，実母体に近い空隙

率を有し，再利用が可能な，簡便で均一な充填性評価ができる，新たな試験装置が望まれて

いる。また，その評価を実際のポーラスアスファルト混合物を用いて比較検討し，相関性を

実証するとともに，レオロジー的に相関性を検証する必要がある。 
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第 3章  グラウトモルタルの開発 

3.1 開発の方向性 

近年，カルボキシル基を有する吸着部位と種々のポリエチレンオキシドを有する側鎖(グ

ラフト鎖)の櫛型高分子であるポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤が，高強度コンクリート

や高流動コンクリートなどのハイパフォーマンスセメントに利用されるようになっている。

高性能 AE 減水剤の種類には，ポリカルボン酸系，ナフタレン系，アミノスルホン酸系及び

メラミン系に大別される。その中でも現在最も使用されているのがポリカルボン酸系の高

性能 AE 減水剤である。その背景には，所要のスランプを得るための添加量が少なく，分子

構造も容易に変えることができ，他の高性能 AE 減水剤に比べ水和反応を阻害しないため

である 1)。 

高性能 AE 減水剤はセメント粒子の表面に吸着することによって分散効果が得られる。 

その分散効果は主に静電反発力による DLVO理論や立体障害効果による立体効果理論で説

明される。また，セメント粒子に未吸着の高性能 AE 減水剤でも，分散・凝集作用を示すデ

ィプレッション効果理論も考えられている。DLVO 理論では，高性能 AE 減水剤がセメン

ト粒子の表面に吸着することによってセメント粒子の表面がマイナスの電荷を帯び， セメ

ント粒子同士が互いに静電反発力によって分散する 2)。立体障害効果理論では，高性能 AE 

減水剤の吸着した粒子同士が近づき，側鎖同士が互いに接触すると，粒子間の高性能 AE 減

水剤濃度が高くなったり，側鎖の構造が歪んだりする。前者はバルク濃度と粒子間の高性能

AE 減水剤濃度を均一にするため，接触部に水の浸入を促して浸透圧効果による反発力を生

み出す。これは混合効果と呼ばれている。また後者は，歪んだ構造を元に戻そうとするため，

エントロピー反発と呼ばれる反発力が発生する。これは弾性効果と呼ばれており，これら両

者の作用によって粒子の分散が可能となる 3)。ディプレッション分散効果は，粒子同士が近

づくと，その間に存在する未吸着の高性能AE減水剤が粒子間の外 (バルク中)に排出され，

粒子間とバルク中に生じた濃度差を均一にするために粒子間に斥力が発生する現象とされ

ている 4)。 

ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤の分散機構は，ポリマーが水に溶けるとカルボキシ

ル基の解離によってアニオンの部分が現れ，セメント粒子表面の陽イオンと結合してセメ

ント粒子表面に負の電荷を与える。側鎖のエチレンオキシドは，立体障害効果理論によって

セメント粒子を分散させ，また凝集を抑制している 5)。 

このように，ポリカルボン酸系 AE 減水剤は，その他の高性能 AE 減水剤と分散機構が異

なり，また，櫛型高分子であるため，吸着部位と側鎖との組み合わせにより，吸着速度を自

由に制御することが可能である。そのため，作用時間や作用保持時間が異なる，多くの種類

のポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤が開発され商品化されている。 

モルタルの流動性の向上は，加水量の要因を排除した場合，化学混和剤に委ねられ，減水

剤や AE 減水剤，高性能 AE 減水剤は非常に有効に作用する。すなわち，商品化された多く

の種類のポリカルボン酸系 AE 減水剤を組み合わせることで，多種多様な流動性を有する



19 

 

モルタルの配合設計が可能となり，土木分野において，十分な充填性を有する高性能なグラ

ウトモルタルが得られることとなる。さらに，無機系混和材料 6)やその他の化学混和剤 7)を

併用して，新たな観点から既往の技術では開発することができなかった，新しいグラウトモ

ルタルの開発が可能となる。 

これらの考えのもと，配合設計を検討し，開発に繋げていった。 

 

3.2 超速硬無収縮グラウト材の開発 

3.2.1 超速硬無収縮グラウト材の必要性 

スクラップアンドビルドから長寿命化への時代へ移行する社会情勢の中で，日本の建設

市場における維持修繕費は，年々増大し現在 20％強を占めるようになり，今後も，維持管

理対策が必要なコンクリート構造物はさらに増加すると予想される。その中で，鉄筋コンク

リート構造物の維持管理分野において行われる耐震補強工事では，鋼板あるいは鉄骨ブレ

ースおよびコンクリートの間隙に無収縮グラウト材を充填する工法が多く採用されている

8)。無収縮グラウト材は，阪神淡路大震災以降に急速に需要が伸び，耐震補強技術の成熟と

ともに無収縮グラウト材の技術や種類は充実している。 

無収縮グラウト材の耐震補強以外の使用箇所では，機械台座隙間の充填や，マンホール鉄

蓋交換時の高さ調整や周囲に充填する場合もある。 

ここで，マンホール蓋交換時に使用する無収縮グラウト材に着目すると，上下水道，電

気，通信，ガス等のマンホール鉄蓋は全国に約 1300 万個もあると言われている 9)。推

定 40 年以上経過しているマンホール蓋は，たわみ・残留たわみ・耐荷重において基準を満

たしておらず， 30 年以上経過している平受け構造の蓋については，がたつきのリスクも高

く， 優先的に対応が必要であることが判明している 10)。(社)日本下水道協会では「下水道

用鋳鉄マンホールふた JSWAS G-4 2005 参考資料 3 高さ調整部材および無収縮流動性モ

ルタル」で無収縮グラウト材の規格を明確にしており 11)，性能を以下の 3 項目で示してい

る。また規格値を表‐3.1に示す。 

無収縮流動性モルタルの性能 

(1)無収縮性で，モルタル硬化後も収縮による隙間が発生しない。 

(2)高流動性で，流し込み工法により，枠と斜壁間にすき間なくモルタルが充填できる。 

(3)超早強性で，ふた据付け後短時間での道路復旧が可能である。 

 

表‐3.1 無収縮流動性モルタルの物性目標値 

項目 目標値 

J14漏斗流下時間(秒) 6±2 

圧縮強度(N/mm2) 9.8 以上(温度 20℃，養生時間 1.5 時間) 

収縮・膨張性 収縮しないこと 
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 性能規定と物性目標値から無収縮グラウト材の要求性能は明らかである。道路表層に位

置するマンホール蓋は，取り換え時に交通規制を行うため，短時間で工事を行い，速やかな

交通開放が望まれる。よって，超速硬性と無収縮性を有する超速硬無収縮グラウト材が必要

とされる。図‐3.1 に神戸市のマンホール蓋高さ調整特記仕様書(20.12.22)のマンホール側

面図を示す。 

 

 

図‐3.1 マンホール側面図 

 

3.2.2 無収縮グラウト材の超速硬化技術の現状 

  モルタルの超速硬技術は一般的であり，汎用的な技術は，ジェットセメントと称される超

速硬セメントを使用して凝結を促進し，凝結遅延剤で凝結時間を制御する方法である 12)。

その他として，アルミナセメント系，C12A7 系，C4AS̅ (S̅：SO3)系，C4A3F̅2(F̅：F)系の急結

剤を添加する方法などがある 13)。安定した強度発現性や耐久性を考慮すると，コンクリー

トとして多くの実績がある超速硬セメントが，無収縮グラウト材の配合設計に向いている

と考えられる。超速硬化技術はエトリンガイドによるものであり，図‐3.2に代表的なアウ

イン系超速硬セメントの水和反応式を示す。また，化学成分と鉱物組成を早強ポルトランド

セメント，普通ポルトランドセメントと比較して表‐3.2に示す 14)。  

 

      3CaO・3Al2O3・CaSO4＋8CaSO4＋6Ca(OH)2＋90H2O 

          アウイン   →3(3CaO・Al2O3・3CaSO4・32H2O) 

      2(3CaO・SiO2)＋6H2O→3CaO・2SiO2・ 3H2O＋3Ca(OH)2 

          C3S                C-S-H 

      2(2CaO・SiO2)＋4H2O→3CaO・2SiO2・ 3H2O＋3Ca(OH)2 

          C2S                C-S-H 

図‐3.2 超速硬セメントの主要水和反応 
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表‐3.2 化学成分および鉱物組成 

セメントの種類 

化学成分(%) 

強熱 

減量 

不揮発 

残分 
SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O.eq Total 

超速硬セメント 0.99 0.21 14.56 14.09 2.25 54.12 1.27 11.43 0.52 99.58 

早強セメント 1.18 0.11 20.53 4.89 2.59 65.12 1.31 3.01 0.56 99.50 

普通セメント 1.34 0.22 21.53 5.22 2.94 64.01 1.43 2.03 0.62 99.50 

セメントの種類 
鉱物組成(%) 

C3S C2S C3A C4AF C3A3CaSO4 

超速硬セメント 27 21 4 6 23 

早強セメント 64 11 9 8 ― 

普通セメント 52 23 9 9 ― 

 

3.2.3 既存の技術 

前述したように，複雑な配合設計となったモルタルはプレミックス化により施工者に届

けられる。そのため，プレミックス後に倉庫貯蔵される。貯蔵期間は様々だが，数か月貯蔵

される場合もあり，この貯蔵期間中にセメントは徐々に風化していく。特に超速硬セメント

は早い反応性を有しているため風化による凝結時間への影響は大きい 15)。 

風化現象は，セメントが大気中の H2O や CO2 を吸収し，化学作用をうけることであり，

セメント微粒子の回りに大気中の H2O や CO2 を吸収化合してできた Ca(OH)2，CaCO2，

セメントバケルス，その他の異粒子やセメントの水和物が集まり，強熱減量を増し，比重を

減少させ，セメントの水和作用を妨げる。特に，夏季の高温多湿では，セメントは容易に風

化が進み，この作用は，水分と炭酸ガスとの割合でその作用も異なる 16)。下記に風化の段

階を示す。 

(1)セメント+H2O→Ca(OH)2+水和物 

(2)Ca(OH)2+CO2→CaCO2+H2O 

(3)C3S，C2S，C3A，C4AF 等クリンカー鉱物の水和作用 

 

超速硬セメント等を使用して超速硬無収縮グラウト材の配合設計を行う場合，凝結遅延

剤にて硬化時間を設定する。セメントと水が接触して凝結が完了するまでの期間は，C3S，

C3A，石膏の加水分解および水和反応の段階であり，セメント成分は，水に溶解して飽和な

いし過飽和状態に達したのちに，水和生成物を生成し析出してくる水和過程をたどる。この

時期に液相中のカルシウムイオン(Ca2＋)濃度が最高になることが認められ，Ca2＋濃度がピ

ークになるまでの時間を遅らせ，Ca2＋濃度そのものを低く抑えることで，セメントの凝結

を遅延させることができる。超速硬セメントに使用する凝結遅延剤は，オキシカルボン酸塩

であり，これは，強力なイオン封鎖作用を持ち，Ca2＋とも錯化合物を形成して，水和反応

に必要な Ca2＋を封鎖する働きにより凝結を遅延させている 17)。 

このように，超速硬化セメントの凝結時間を凝結遅延剤にて調整されたプレミックス製
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造品は，倉庫貯蔵中に超速硬セメントの風化により凝結遅延となった場合，凝結遅延剤によ

る過剰なイオン封鎖作用となり配合設計とは全く違う性状を示し，目標値を達成すること

ができなくなる。これは，交通開放の遅延につながると同時に，減水剤の分散効果が過剰と

なる場合もあり，材料分離にもつながる。 

また，無収縮グラウト材は，初期膨張により無収縮としており，初期膨張には一般的にア

ルミ粉末による発泡が利用される 18),19)。石灰系や石膏系の膨張剤も使用されるが，ある程

度の初期膨張を確保するための必要量を添加した場合，硬化後の膨張が大きくなり，特に水

中で崩壊する恐れがある 20)。アルミ粉末の発泡は液相中の Ca イオンと反応して H(水素ガ

ス)が生じることを利用している。反応式を下記に示す。 

 

2Al＋3Ca(OH)2→ 3CaO・Al2O3・32H2O＋3H2 

 

しかし，超速硬セメントを使用したモルタルではアルミ粉末による膨張が期待できない。

これは，超速硬セメントは，鉱物組成で分かるように，CaO・3Al2O3・CaSO4(アウイン)が

多く，C2S や C3S は普通や早強ポルトランドセメントに比べて少ない。また，反応式で分

かるように，CaO・3Al2O3・CaSO4(アウイン)は Ca(OH)2を使って 3CaO・Al2O3・3CaSO4・

32H2O となる。よって液相中の Ca(OH)2(フリーライム)も普通や早強ポルトランドセメン

トに比べて非常に少なくなるのが原因と考えられる。また，凝結遅延剤により，Ca イオン

(Ca2＋)は初期に封鎖されるため，さらに少なくなる。そのため，アルミ粉末は反応すること

ができないと考えられる。 

 

以上から，超速硬セメントを使用した超速硬無収縮グラウト材を開発するうえで，風化対

策，初期膨張を解決することが課題となる。 

 

3.2.4 配合設計 

 一般的に，無収縮グラウト材は，セメントと骨材の割合が 1：1 で配合設計を行う。水/試

料比は約 18%である。これをもとに，配合設計では，流動性と風化対策，初期膨張を付与し

ていく。 

 風化対策として用いた処方は，無機塩系混和剤によるセメントの水和促進である。これは，

フレッシュな状態のセメントの水和を促進するのはもちろんだが，風化したセメントにも

有効に働くことが分かった。しかし，流動性が極端に低減するため，ポリカルボン酸系高性

能 AE 減水剤の標準型と遅延型を組み合わせることで解決できる。 

 また，初期膨張の付与に用いた処方は，Ca(OH)2の微量添加である。アルミ粉末の反応に

よる発泡にのみ使われる量を決定するには時間を要したが，適切な量を把握することがで

きた。少量では反応量が少なくなり，過剰に添加した場合は，Ca イオンの封鎖が崩れ瞬結

するとともに，セメントの反応が正しく行われない。 
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 このような検討のもと，貯蔵期間が長くても安定した凝結時間，流動性，初期膨張を有す

る超速硬無収縮グラウト材の配合設計が可能となった。無機塩系混和剤や Ca(OH)2 の考え

が基本となっているが，2 種類のポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤が 2 つの混和剤添加に

よる弊害である流動性や流動性保持時間の低下を改善しており，大きな役割を果たしてい

る。表‐3.3に代表配合の範囲を示す。 

 

表‐3.3 超速硬無収縮グラウト材の代表配合範囲 

成 分 名 割 合(wt%) 

ジェットセメント 40.0～50.0 

Ca(OH)2 0.1～1.0 

アルミ粉末 0.01～0.1 

カルボン酸系減水剤標準型 0.05～0.1 

カルボン酸系減水剤遅延型 0.05～0.1 

凝結遅延剤 0.1～0.3 

収縮低減剤 0.1.～0.4 

硬化促進剤 0.1～0.5 

その他混和剤 0.2.～0.5 

珪砂 50.0～60.0 

合   計 100.0 

 

3.2.5 評価方法 

 配合設計を行った超速硬無収縮グラウト材の性状・物性確認を行い，目標値を達成してい

るか，また，耐風化性を有しているかを確認する。 

 対象とする規格は，(社)日本下水道協会 下水道用鋳鉄製マンホールふた［参考資料 3］

高さ調整部材及び無収縮流動性モルタルであり，目標値は表‐3.2に示している。 

 

・流動性の評価：JSCE-F541 に準じ，Ｊ14漏斗による流下時間を測定する。 

・強 度：JIS A 1108 に準じ，φ50×100mm の圧縮強度を測定する。 

・膨張性：JSCE-F542 に準じ，測定はレーザー変位計にて測定する。 

・耐風化性：製造直後の製品と温度 30℃湿度 80%の恒温恒湿室に 3 か月放置した製品の性

状，物性を比較する。 

 荷姿：厚手のポリ１層クラフト２層クラフト袋とする。 

風化対策と初期膨張を付与しない現行タイプも同時に行い比較検討する。 
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3.2.6 性状・物性値 

 試験結果を表‐3.4，図‐3.3に示す。 

 

表‐3.4 超速硬無収縮グラウト材の試験結果 

試験項目 
既存タイプ 開発タイプ 

試験方法 プレミックス
直後 

３か月保存 
プレミックス

直後 
３か月保存 

練混ぜ 

配合 

粉体(kg) 25.0 25.0 25.0 25.0 
‐ 

水(kg) 4.5 4.5 4.5 4.5 

Ｊ14漏斗流下時間(秒) 6.6 5.2 7.2 7.0 JSCE-F541 

初期膨張量(％) －0.01 測定不能 0.5～0.9 0.5～0.9 JSCE-F542 

ブリーディング率(％) 0.0 0.5 0.0 0.0 JIS A 1123 

凝結時間 

(時間-分) 

始発 00-10 00-44 00-11 00-13 
JIS R 5201 

終結 00-28 01-24 00-20 00-22 

圧縮強度 

(N/mm2) 

1.5h 23.3 未硬化 21.4 22.6 

JIS A 1108 

3h 25.8 10.4 23.0 24.7 

24h 35.2 21.8 32.2 30.6 

7day 44.6 38.6 43.7 45.0 

28day 50.2 42.8 46.9 47.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐3.3 各温度におけるレーザー変位計による初期膨張率 

 

試験結果より，開発タイプは，プレミックス直後の流下時間，1.5 時間強度，初期膨張と

も目標を達成していた。また，温度 30℃，湿度 80%に 3 か月間貯蔵した場合でも，プレミ

ックス直後と同様な結果となった。一方，既存タイプは，プレミックス直後の流下時間と 1.5

時間の圧縮強度は目標を達成しているものの，初期膨張はマイナスであり目標を達成して

いなかった。また，温度 30℃，湿度 80%に 3 か月間貯蔵した場合では，風化により流下時

間は早くなり，凝結時間は遅くなった。

経過時間(時間：分：秒) 

膨張量(%) 
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3.2.7 まとめ 

超速硬無収縮グラウト材の開発を行った結果，以下の結論に至った。 

1)風化時の水和反応を無機系混和剤により促進することで，温度 30℃湿度 80%の恒温恒湿

室内に 3 か月貯蔵してもプレミックス直後と変わらない性状を示しており，耐風化を実

証した。 

2)Ca(OH)2の適切量添加によりアルミ粉末が反応させることで，初期膨張が確認でき，初期

膨張付与を実証した。 

3)促進による流動性の低下をポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤で改善していることを実

証した。 

 

以上から風化による性状変化と凝結遅延を起こさず安定した初期膨張性を有する超速硬

無収縮グラウト材の開発に至った。また，下水道用鋳鉄製マンホールふた高さ調整部材及び

無収縮流動性モルタル(日本下水道協会)の目標を達成していたため，適用が可能であると判

断できる。 
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3.3 地下空洞に充填する気泡型軽量充填材の開発 

3.3.1 軽量充填材の必要性 

平成 23 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震では，震源地に最も近い政令指定都市で

あった仙台市の道路においても，多くの路面下空洞や道路陥没等の路面変状が発生した。災

害時における道路陥没等の路面変状は，避難，救出，復旧活動などにおいて重大な障害とな

ることが懸念されるため，速やかな充填等の対策が必要である。仙台市では，地震発生後の

平成 23 年 7 月から平成 24 年 3 月までに，地中レーダ搭載の空洞探査車による路面下空洞

調査を行っている。調査した道路の路線延長は約 90km，測定延長約 370km であり，空洞

と推測される異常信号を検出した箇所が約 350 箇所であった。このうち，約 250 箇所につ

いては詳細調査を行っており，約 210 箇所の空洞が実際に確認されている 21)。 

 地下空洞の発生原因は，地下構造物等の人工空洞と水や振動により発生する自然空洞に

大別できる。原因は，振動(地震，地下鉄，交通車両)，水の影響(漏水，雨水，地下水)，地下

埋設物の破損(老朽化，不当沈下)，地盤のゆるみ(経年での圧密沈下)，水みち等の存在(仮設

の H 鋼脇，地下構造物脇)があげられる 22)。 

 

3.3.2 軽量充填材の現状 

 軽量充填材の市場は成熟しており，様々な材料や工法により，地下空洞以外でも様々な空

隙・間隙に充填されている。特にシールド工事やトンネル工事の裏込め材としてエアーモル

タルが使用されている 23)。地下空洞に充填する充填材の種類は大きく3種類に大別される。

最も多く使用されているエアーモルタルは，予め起泡剤により製造した気泡(プレフォーム)

とセメントを現場混合するもので 24),25),26)，大型の設備を必要とするため，大規模空洞の充

填に適している。セメントとベントナイト，水を合わせたセメント・ベントナイトモルタル

は小規模充填用にプレミックス化もされているが，ブリーディングや乾燥による体積収縮

が大きい 27)。現場発生土と固化材をプラントで混合する流動化処理土は，発生土の種類に

より粘性や強度にばらつきが生じ，その都度配合設計が必要となる 28),29),30)。また，プラン

トを使用するためエアーモルタルと同様に大規模空洞の充填に適している。 

 これらは，空洞探査によって発見された小規模な地下空洞を速やかに確実に充填するに

は不向きである。そこで，空洞探査により発見されるような小規模地下空洞を速やかに確実

に充填できる材料が求められる。 

必要性能をまとめると以下のとおりである。 

(1)簡易性：プレミックス，小型ミキサー練混ぜ可能 

(2)体積安定性：ノンブリーディング，材料分離抵抗性 

(3)充填性：高流動化による作業性向上，細部充填可能 

(4)コスト 
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3.3.3 既存の技術 

大規模充填に使用されるエアーモルタルは，プレフォームによるものが多い。これは予め

起泡装置やミキサーによって起泡剤と水とを混合して丈夫で微細な気泡を造り，その気泡

をモルタルに混入する方法である。しかし，専用の装置や細かな液体の計量が伴うため簡易

性は損なわれる。小規模充填を対象とした場合，セメントと粉末起泡剤を含む各種混和材料

をプレミックスした充填材が最も適していると考えられる。このプレミックスした充填材

を小型高速回転ミキサーにより起泡させる方法である。しかし，プレフォームと違いセメン

ト粒子が存在し，高アルカリ下でもあることから，均一な微細な気泡を作ることは難しい。 

起泡剤の種類として以下のものがある。 

(1)ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸エステル塩等の炭化水素系界面活性剤主成

分とし，気泡安定剤として各種セルロース誘導体やポリビニルアルコール，脂肪族アル

コール，水溶性高分子等を併用 

(2)ケラチン加水分解蛋白質等の蛋白質系界面活性剤を主成分として，これに鉄塩や水溶

性高分子等を併用 

 (3)ラウリル硫酸ナトリウム 

 (4)高級アルコール硫酸ナトリウム 

 (5)α‐オレフィンスルホン酸ナトリウム塩 

 (6)その他 

 

また，流動性を有する充填材中で，非常に軽い気泡を保持させるのは難しく，超速硬セメ

ントの速硬性を利用する場合もある 31)。しかし，コストが高くなり一般的な充填には不向

きと考えられる。そのため，安価なポルトランドセメントを用いて配合設計を行う必要があ

り，気泡の分離防止が重要となる。分離防止の一般的な処方はセルロース系の増粘力を利用

するものだが，温度依存性が大きいため低温において増粘力が低下や，撹拌力が増粘に影響

するためミキサーが限定され，加水量の影響を受けやすいため，現場において気泡を安定さ

せるのは難しい。 

よって，小規模地下空洞対応が可能のプレミックスされた，微細で均一な気泡を有し，気

泡保持力が安定した安価な起泡型軽量充填材が望まれている。 

 

3.3.4 配合設計 

 配合設計を行う上で，目標となる単位容積質量の基準を水/試料比＝100%において 1.0 ㎏

/L と決め，水量変化により単位容積質量がコントロール可能な流動性を有する充填材を目

標として検討を行った。最も重要な起泡剤の選定では，ラウリル硫酸ナトリウムもしくはα

‐オレフィンスルホン酸ナトリウム塩にて，微細な気泡が混入可能となる。気泡の保持では，

無機系微粒子混和材料による増粘と Ca(OH)2 と無機塩系混和材料によるセメントの偽凝結

を利用して，気泡が保持され，ブリーディングが無く体積変化がほとんどない硬化体を造る
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ことができる。また，水/試料比が多いため強度発現性が非常に遅くなるため，早強セメン

トを利用している。充填性はポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤遅延型を添加し，適切な流

動性を付与している。起泡剤も重要な役割を担っているが，無機系微粒子混和材料と無機塩

系混和材料による気泡の安定が重要である。表‐3.5に代表配合の範囲を示す。 

 

表‐3.5 気泡型軽量充填材の代表配合の範囲 

成 分 名 割 合(wt%) 

早強ポルトランドセメント 50.0～90.0 

Ca(OH)2 5.0～30.0 

無機微粒子粉末 1.0～20.0 

カルボン酸系 標準型 0.0 

カルボン酸系 遅延型 0.05～0.1 

硬化促進剤 0.1～1.0 

その他混和剤 0.01～1.0 

炭酸カルシウム 10.0～50.0 

合   計 100 

 

 

3.3.5 評価方法 

起泡型軽量充填材は練り混ぜ水量や練り混ぜ時間によって気泡の分離や体積変化がない

ことを特徴とするため，水/粉体比を中心である 100%から前後に変化させて，気泡の安定性

を評価した。試験方法を以下に示す。 

・流動性の評価：JAS15 M-103 に準じ，内径φ50×高さ 51mm コーンによるテーブルフロ

ー値で判断する。 

 充填にはポンプ圧送の他に自重による自然充填も考慮し，空洞内の横への長距離充填も

必要となるため，「流動性の評価＝充填性評価」であると判断した。 

・起泡力の評価：単位容積質量(500mL 容器)にて測定する。 

・気泡の安定性：硬化体の質量ばらつきと練り混ぜ水量や練り混ぜ時間の変化による単位容

積質量と物性を確認する。 

・強 度：JIS A 1108 に準じ，φ50×100mm の圧縮強度を測定する。 

・気泡分離，安定性の評価：内径φ56mm 高さ 1m の塩化ビニルパイプを縦にしてモルタ

ルを流し込み，硬化後に下から 100mm 毎に切断し質量を測定する。 

試験体寸法を図‐3.4に示す。 
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図‐3.4 気泡分離・安定性評価の試験体寸法 

 

 

3.3.6 性状・物性値 

水/試料比の変化による流動性とブリーディング，圧縮強度を表‐3.6 に示す。水/試料比

の変化と練り混ぜ時間の変化による単位容積質量と圧縮強度を表‐3.7に示す。気泡分離・

気泡安定性の評価結果を表‐3.8，写真‐3.1に示す 

 

表‐3.6 水/試料比と性状・物性値 

水／試料比(％) 125 100 95 90 85 

テーブルフロー値(mm) 162 140 134 132 130 

ブリーディング率(％) 
3h 0 0 0 0 0 

24h 0 0 0 0 0 

圧縮強度 

(N/mm2) 

1day 0.18 0.61 0.86 1.06 1.47 

3day 0.40 1.04 1.17 1.34 1.97 

7day 0.91 1.57 1.78 2.13 2.66 

28day 1.51 2.38 2.70 3.51 3.20 

 

⑩残り 

⑨100mm 

⑧100mm 

⑦100mm 

⑥100mm 

⑤100mm 

④100mm 

③100mm 

②100mm 

①100mm 

1m 

内径φ56mm 

切 断 

切 断 

切 断 

切 断 

切 断 

切 断 

切 断 

切 断 

切 断 
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表‐3.7 水/試料比の変化と単位容積質量・物性 

水／試料比(％) 125 100 

練り混ぜ時間(分) 1 2 3 1 2 3 

単位容積質量(kg/L) 0.89 0.86 0.72 1.04 1.01 0.97 

圧縮強度 

（N/mm2） 

1day 0.02 0.02 0.01 0.21 0.21 0.20 

3day 0.18 0.17 0.16 0.81 0.72 0.71 

7day 0.44 0.41 0.41 1.09 1.06 1.02 

28day 1.32 1.30 1.26 2.30 2.24 2.20 

 

 

表‐3.8 気泡分離・安定性評価試験結果 

水/試料比 
(％) 

切断位置 
直径 
(mm) 

高さ 
(mm) 

塩ビ質量 
(g) 

試験体質量
(g) 

試験体単位
容積質量 

(kg/L) 
MAX MIN 

100 

① 56 67.4 34.7 206.4 1.03 

1.03 0.99 

② 56 101.0 52.0 245.5 0.99 

③ 56 101.0 52.0 245.9 0.99 

④ 56 101.2 52.1 249.5 1.00 

⑤ 56 101.0 52.0 245.7 0.99 

⑥ 56 101.0 52.0 250.3 1.01 

⑦ 56 100.6 51.8 247.8 1.00 

⑧ 56 101.2 52.1 245.7 0.99 

⑨ 56 101.1 52.1 247.4 0.99 

⑩ 56 98.0 50.5 249.1 1.03 

125 

① 56 65.7 33.9 187.7 0.95 

0.98 0.94 

② 56 100.7 51.9 290.7 0.96 

③ 56 101.3 52.2 288.4 0.95 

④ 56 101.0 52.0 288.1 0.95 

⑤ 56 101.1 52.1 290.7 0.96 

⑥ 56 101.0 52.0 295.3 0.98 

⑦ 56 101.3 52.2 294.5 0.97 

⑧ 56 101.3 52.2 290.1 0.95 

⑨ 56 101.1 52.1 286.5 0.94 

⑩ 56 100.0 51.5 282.4 0.94 
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水/試料比＝100%              水/試料比＝125% 

写真‐3.1 気泡分離・安定性試験の試験体写真 

 

 

練り混ぜ水量による影響として，水/試料比を，100%を中心に 85%から 125%まで変化さ

せて性状と物性を確認した結果，テーブルフロー値は水/試料比=85%において 130mm であ

ったが，十分な充填性を有していると判断できる。水/試料比=125%では 162mm とセルフ

レベリング材に近い値であった。ブリーディングは全てにおいて発生しなかった。圧縮強度

については規格がなく判断が難しいが，水/試料比=125％では最低の 1.51N/mm2 だった。

土壌の強度を考えれば十分な強度と推定できる。 

次に，練り混ぜ時間の影響を 1 分～3 分まで確認した結果，中心の水/試料比=100%では，

単位容積質量にほとんど変化はなく，圧縮強度も一定であった。水/試料比=125%では，練

り混ぜ時間とともに単位容積質量は減少していく傾向となった。しかし，圧縮強度試験で破

壊された試験体を観察すると気泡の分離は確認できなかった。圧縮強度が 1.51N/mm2であ

るため，前試験同様に土壌の強度を考えれば十分な強度と推定できる。 

気泡分離・安定性試験では，水/試料比=100%，125%ともに，1m の高さまで充填しても，

ほぼ一定の単位容積質量であり，気泡の分離は全く確認できなかった。切断面からも明らか

であった。 
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3.3.7 まとめ 

地下空洞に充填する起泡型軽量充填材の開発を行った結果，以下の結論となった。 

1)起泡剤，無機系微粒子混和材料，無機塩系混和材料により気泡を安定化させることで，練

り混ぜ水量や練り混ぜ条件の変化にも対応可能な，安定した起泡力と気泡保持性を有し

ていることを実証した。 

2)練り混ぜ水量によって，単位容積質量や圧縮強度が選択可能である。 

3)高さ 1mまで打設可能であることを実証し，大規模充填にも対応可能であることが示唆さ

れた。 

4)ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤遅延型により流動性はコントロールされ，充填性は良

好であると実証した。 

 

 以上より，プレミックスによる簡易性を有し，安定した起泡力，気泡安定性を有し，小規

模地下空洞に充填可能な流動性を有する起泡型軽量充填材の開発に至った。さらに，大規模

充填も可能であることが示唆された。 
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3.4 地下空洞に充填する水中不分離型軽量充填材の開発 

3.4.1 水中不分離の必要性 

地下空洞は先に述べたように，地下構造物や埋設物と水が原因としてあげられる。空洞調

査では，ほとんどの空洞および陥没の直下・周辺には埋設構造物の存在が確認されており，

空洞および陥没の要因は埋設構造物（下水，水道，電気，ガス，鉄道，地下街）であると推

定されている。また大型地下構造物が空洞発生原因となっている箇所については，躯体縁直

上から外側 1ｍ程度以内に大多数の空洞が発生している。空洞の発生には，その発生の元と

なる空隙が発生し，その後空洞として成長すると考えられている。空洞が成長するケースは

大きく 2 つにわけられ，最初から空洞がある場合は，掘削工事時の転圧不足等で埋戻しが

不十分なためであり，後から空洞が発生する場合は，埋設管の損傷により，埋設管内部へ土

砂（埋戻し土）を伴った地下水が流入するためであると考えられている 32)。 

 このように，埋設構造物沿いの空洞と地下水は密接な関係にあり，空洞内は滞水している

と考えられる。滞水している空洞への充填を目的とした専用の充填材が必要であり，水中不

分離性，水との置換性，体積安定性，高流動性を有する軽量充填材が必要とされる。 

 

3.4.2 水中不分離軽量充填材の現状     

 水中不分離技術の最先端はコンクリートの水中打設技術であり，研究も進み，工法，材料

も多く存在する。水中不分離材として使用しているのは，セルロース系やアクリル系による

増粘剤や練り混ぜ水量の低減を利用している 33),34),35)。モルタルも同様であり，シールド工

事やトンネルの裏込め材として多く用いられており，同様の増粘剤やベントナイトにより

水中不分離性を付与し，可塑性が必要な場合は，水ガラス等の無機塩系混和材料を用いてい

る 36),37),38)。また，軽量化では起泡剤や発泡剤を用いて気泡を混入する場合や，パーライト

等の人工軽量骨材を用いている 39),40),41),42)。これらより，水中不分離技術はコンクリートや

モルタルでは盛んに用いられているが，安価な軽量充填材となると気泡の利用で留まって

いる 43)。 

 そのため，水中不分離性，水との置換性，体積安定性，高流動性を有する安価な軽量充填

材が必要とされる。 

 

3.4.3 既存技術 

滞水した空洞への充填で最も重要とされるのは，空洞中の水との置換である。水より軽い

場合は，水の上に浮遊してしまい水と置換することができない。そのため，水より重い単位

容積質量が要求される。また，コスト面からも軽量化は重要であり，水の密度よりわずかに

重い単位容積質量を目指す必要がある。先に開発した起泡型軽量充填材の技術では，練り混

ぜ水や練り混ぜ方法により僅かではあるが変化が生じるため，目標としたピンポイントの

単位容積質量を得るのは難しい 44)。一般的に用いられている起泡剤は，さらに顕著となる

と考えられ，軽量骨材では，コスト面で折り合いがつかないことは明白である 45)。 
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3.4.4 配合設計 

配合設計において，水中不分離性と安定した軽量化，コストを両立する考え方で検討を行

った。どのような条件においても，軽量であるとともに，水の密度より重くなる必要がある

ため，コストを最優先として現地の水をセメントで固める方策をとった。エアーモルタルは，

気泡が軽量化と安価な増量材を兼ねており，水中不分離型充填材は安価な水を利用して軽

量化と増量材とすれば，必ず水の密度より軽くならないという理論である。しかし，水中不

分離性を付与や体積安定性，流動性を両立するのは非常に難しい。 

 このような考えのもと検討を行った結果，セルロース系高粘度増粘剤による増粘と

Ca(OH)2 とセメントによる偽凝結で水中不分離性と材料分離をある程度抑え，微小な水の

濁りをポリアクリル酸系で補うことで水の利用が可能となった。また，ブリーディングと体

積安定化は無機系微粉末の吸水効果とアルミ粉末の初期発泡で無収縮化を実現することが

でき，ポリアクリル酸系により，施工時の水への六価クロムの溶出はない。 

 以上から，高水/試料比と水中不分離性，六価クロム無溶出を両立し，水/試料比＝150%か

ら 200%まで可能な，単位容積質量が 1.2～1.5kg/L の安価な水中不分離型軽量充填材が可

能となる。水中不分離型軽量充填材の代表配合の範囲を表‐3.9に示す。 

 

表‐3.9 水中不分離型軽量充填材の代表配合範囲 

成 分 名 割 合(wt%) 

早強ポルトランドセメント 60.0～98.0 

凝集剤 0.01～0.1 

無機粉末 0.0～20.0 

増粘剤 0.5～2.0 

Ca(OH)2 0.0～15.0 

消泡剤 0.05～0.2 

その他混和剤 0.0～1.0 

炭酸カルシウム 0.0～10.0 

合   計 100 

 

 

3.4.5 評価方法 

水中不分離型軽量充填材は，水/試料比＝150%から 200%において必ず水の密度より重く

なり水中不分離性を有することを特徴とするため，水/粉体比を 150%と 200%で流動性と体

積安定性，単位容積質量，圧縮強度を測定して評価した。また，模擬試験装置を使い，水中

不分離性と充填性を評価した。試験方法を以下に示す。 

・流動性の評価：JAS15 M-103 に準じ，内径φ50×高さ 51mm コーンによるテーブルフロ

ー値で判断する。 

充填にはポンプ圧送の他に自重による自然充填も考慮し，空洞内の横への長距離充填も

必要となるため，「流動性の評価＝充填性評価」であると判断した。 
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・軽量の評価：単位容積質量    体積の安定性：初期膨張率 

・強 度：JIS A 5201 に準じ，φ50×100mm の試験体は水中採取して圧縮強度を測定する。 

・水中不分離性：模擬試験装置を使用した充填性・水中不分離性確認試験を行った。 

注入口と排出口を設けた内径 150mm×長さ 1078mm のアクリルパイプ中に水を適量投

入し，約 1mの高さから自重にて充填させ，水と置換されながら充填を行い，充填性と

排出口から出る置換された水の濁りを判断した。図‐3.5に試験装置図を示す。 

 

図‐3.5 模擬試験装置 

 

3.4.6 性状・物性値 

 試験 No.１に水/試料比＝150%，試験 No.2 に水/試料比＝200%の試験結果を表‐3.10 に

示す。また写真‐3.2に水中打設模擬の試験状況，写真‐3.3に試験結果を示す。 

 

表‐3.10 水中不分離軽量充填材の水/試料比と性状・物性値 

試験項目 測定値 試験方法 

練り混ぜ配合 

試験 No. 1 2 

‐ 粉体(kg) 20.0 20.0 

水(kg) 30.0 40.0 

単位容積質量(kg/L) 1.34 1.20  

テーブルフロー値(秒) 156 182 
JASS 15 

M103(φ50×51) 

ブリーディング率(％) 0.0 0.0 JIS A 1123 

初期膨張率(％) 0.2～1.5 0.0～0.3 JSCE-F542 

圧縮強度(N/mm2) 

24h ‐ ‐ 

JIS A 1108 

2day 0.25 0.03 

3day 0.39 0.05 

7day 0.88 0.15 

28day 2.16 0.51 

水 
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写真‐3.2 試験装置による試験状況 

 

 

 

写真‐3.3 試験装置の充填後の結果 
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 練り混ぜ水の変化による影響を確認するため，水/試料比が 150%と 200%の 2 種類につい

て性状・物性の確認を行った結果，以下のことが判明した。単位容積質量は，150%が 1.34

㎏/L，200%が 1.20 ㎏/L となりどちらも水の密度より重く，かつ軽量化を両立していた。テ

ーブルフロー値はどちらも大きく，十分な充填性を有しているといえる。どちらも，ブリー

ディング率は 0%であり，初期膨張性を有しているため体積安定性は十分有しているといえ

る。圧縮強度は，水/試料比が 150%のものが 0.51N/mm2と低いが，土壌の強度を考えれば

十分な強度である。 

 

3.4.7 まとめ 

地下空洞に充填する水中不分離型軽量充填材の開発を行った結果，以下の結論となった。 

1)セルロース系高粘度増粘剤，ポリアクリル酸塩，Ca(OH)2により，練り混ぜ水量や練り混

ぜ条件の変化にも対応可能な，軽量化と水中不分離化を有していることを実証した。 

2)無機粉末，アルミ粉末により無収縮性を有し体積安定性に優れていることを実証した。 

3)水中充填の模擬試験から水中不分離性と充填性を有していることを実証した。 

  

以上から安価であり，高水/試料比と水中不分離性を両立しノンブリーディング，無収縮

性を有する水中不分離型軽量充填材の開発に至った。 
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3.5 特殊箇所対応型半たわみ性舗装用充填材の開発 

3.5.1 半たわみ性舗装について 

半たわみ性舗装は昭和 29 年にフランスで開発されたサルビアシム工法が発祥であり，日

本への技術導入は昭和 36 年末と長い歴史を有する舗装工法である。昭和 50 年代中期より

急速に多くの類似工法が開発され，日本の道路でも実際に施工されるようになり，現在に至

っている。半たわみ性舗装は空隙率 20～25%のポーラスアスファルト混合物に浸透用セメ

ント系充填材を充填させたものである。構成は，追従性やたわみ性を有するアスファルト混

合物と剛性を有する充填材からなっており，アスファルト舗装の路盤追従性を利用し，表面

にクラックを発生せずに，剛性舗装を製造する事が可能となる。そのため半たわみ性舗装や

半剛性舗装と呼ばれている 46)。断面写真を写真‐3.4に示す。特徴はアスファルト舗装が有

する荷重や温度による塑性変形からの流動を抑制する事が可能であり，重交通路の交差点

手前，駅前ロータリー，バス停，サービスエリア駐車場等の流動防止策として使用されてい

る。最近では民間の工場や倉庫の外溝や港湾施設の舗装にも広く普及している。施工事例を

写真‐3.5に示す。 

 

 

写真‐3.4 半たわみ性舗装の断面 

 

 

 

埠頭                駅前ロータリー 

写真‐3.5 半たわみ性舗装の施工例 

骨材 

アスファルト 

充填材 

未充填箇所 
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3.5.2 半たわみ性舗装用充填材の現状 

 昭和 36 年末に日本に導入された半たわみ性舗装は，その舗装が持つ耐塑性変形性から広

く日本に普及し，現在では一般的な舗装となっている。当時は特殊舗装の位置づけであり，

施工現場において，セメントやフライアッシュ(増量材)，液体エマルション，水をバッチご

とに計量して施工を行っていたため，非常に煩雑な施工となっていた 47)。流動性は水に依

存していたため，流動性不足で充填されなかったり，流動性を向上させる目的で水量を増加

し強度不足となり，舗装本来の性能が発揮できないこともあった。セメント系充填材の各機

関の規格を表‐3.11 に示す。この規格は古くから決められており，P 漏斗の流下時間と圧

縮強度には下限値と上限値が設けられている。推定によるものだが，P 漏斗の流動性に下限

値を設けたのは，練り混ぜ水の過多を防ぐ目的で，高流動性と練り混ぜ水の過多を関連付け，

圧縮強度の上限値を設けたのは，練り混ぜ水が少ないために流動性が不足し充填不足とな

ることを防ぐため，低水/セメント比による高強度と充填性を関連付けていたといわれてい

る 48)。現在は，セメントと各種混和剤，骨材をプレミックスした材料が主流となっており，

現場では，水の計量のみで施工が可能となっている。さらに，ヨーロッパの技術を導入し，

プレミックスされた粉体と水が自動計量されながら運ばれ，その先でスクリューにより混

合されて，出来上がった充填材が排出されるミキサー技術や，大きな現場用として，プラン

トで予め練り混ぜた充填材をトラックアジテータで搬送する技術も存在する 49)。しかし，

最も確実なプレミックスの現場混合が圧倒的に多い。 

今まで，表‐3.11 に規定され一般的に使用される普通タイプ，早強タイプ，超速硬タイ

プの 3 種類を，規格値を達成するよう開発してきた。 

しかし，近年の施工環境は変化し，施工箇所や要求性能が多様化しており，施工箇所に合

った特殊充填材が必要となっている。 

 

表‐3.11 半たわみ性舗装用充填材の規格値 

機関名 
NEXCO 

設計要領第一集舗装編 

国土交通省 

舗装施工便覧 

東京都 

東京都土木材料仕様書 

タイプ 普通 早強 超速硬 普通 早強 超速硬 普通 早強 超速硬 

流動性 9～13 秒 10～14 秒 10～14 秒 

試験材齢 7day 7day 28day 7day 3day 

曲げ強度 規格無し 2.0N/mm2以上 4.0N/mm2以上 

圧縮強度 15.0～36.0N/mm2 9.8～29.4N/mm2 規格無し 

 

 

3.5.3 特殊箇所対応型充填材の必要性 

1)高流動型充填材の必要性 

 近年，アスファルトバインダーの進歩や排水や吸音機能による安全・快適性から，路面表

層の舗装は，高機能舗装とする場合が増えている 50),51)。高機能舗装は高速道路や都心部の
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幹線道路で広く施工され，施工や改修は夜間行われる。一方，幹線路のバス停は半たわみ性

舗装により塑性変形を防いでいる。そのため，高機能舗装の施工場所にバス停が存在した場

合は，バス停のみを半たわみ性舗装用ポーラスアスファルト混合物として施工しなければ

ならない。このような工事は，非常に効率が悪く，時間を要し，コストも上昇するため，改

善が望まれている 52)。一般的な半たわみ性舗装充填材は空隙率 21～25%のポーラスアスフ

ァルト混合物に充填できるように設計されているため，目標空隙率が 20%であり 53)，実際

は空隙率 15～20%である，空隙率や空隙径の小さい高機能舗装に充填することは難しい。 

同様に，高速道路の走行路表層は，安全性と快適性から高機能舗装が一般的となっている。

しかし，高速道路は高架橋が多いため，伸縮目地が表層まで存在する場合が多く，伸縮目地

前後は転圧が不十分となり表層骨材が飛びやすく対処が必要とされ，対策として前後 1m に

セメント充填材を充填し半たわみ性舗装としている 57)。そのため，同様の理由で，一般的

な半たわみ性舗装充填材では確実な充填が難しい。 

 また，高速道路のサービスエリア(SA)，パーキングエリア(PA)の大型駐車帯では表層

50mm の半たわみ性舗装では耐えられない事例がある。特に大型車の駐車帯で顕著となっ

ている。これは，車から漏れる油の浸透によるアスファルトバイイダーのカットバックと長

時間のアイドリングによる振動と荷重による複合作用であると考えられている 54)。そのた

め，大型車の駐車帯の耐久性向上のために，半たわみ性舗装の表層厚みを通常の 50mm か

ら 100mm とする場合がある。一般的な半たわみ性舗装充填材は 50mm のポーラスアスフ

ァルト混合物に充填できるように設計されているため，100mm のポーラスアスファルト混

合物に充填することは難しい 55)。 

 さらに，半たわみ性舗装の施工では振動ローラーによる振動の充填補助が規定されてい

る 56)。しかし，住宅街や商店街の施工では騒音により振動の付与ができない場合がある。

振動が皆無の場合，一般的な半たわみ性舗装充填材では確実な充填が難しい。 

 

2)高強度型充填材の必要性 

コンテナヤードや飛行場の駐機場の打ち替えやコンクリート舗装のオーバーレイとして，

半たわみ性舗装が有効であると考えられている。しかし，耐久性はコンクリート舗装より劣

るため，更なる耐塑性変形性を向上させる必要がある 58)。海外では高強度型充填材を充填

する事例もあり，充填材の高強度化は荷重に対する耐力の向上に寄与すると考えられる。 

 

3)急勾配対応型充填材の必要性 

山道の登坂車線や高速道路インターチェンジ(IC)取り付け道路等の 10%以上の勾配を有

する道路の耐塑性変形性を目的として半たわみ性舗装とする場合がある。しかし，高流動性

であるがゆえに，一般型では施工時に舗装表面において，勾配の下部へ流れてしまい施工が

難しい。 
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3.5.4 高流動型充填材の開発 

3.5.4.1 既存の技術 

 現状の一般型半たわみ性舗装用充填材は，P 漏斗の流下時間を 10～11 秒とした配合設計

で十分である。しかし，空隙率や空隙径の小さい高機能舗装や 100mm 厚み，無振動下で充

填させるのは難しい。しかし，現状の配合の流動性を向上させた場合は，材料分離が発生し，

舗装体としての性能が得られない。そのため，P 漏斗の流下時間を，9～10 秒を目標とした

専用の配合設計が必要である。 

 

3.5.4.2 配合設計    

配合設計の考え方は，過剰な流動性を充填材に与え，生じるであろう材料の分離を増粘剤

で防止しながら，お互いのバランスを調整することとした。高流動性と材料分離抵抗性の両

立である。このような考えのもと，検討した結果，ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤標準

型と遅延型の組み合わせと，無機系微粒子混和材の添加と量により，流動性を損なうことな

く材料分離抵抗性を付与することが可能となった。同時に硬化時間が異なる 4 種類の高流

動型充填材の配合設計を行った。表‐3.12に種類，表‐3.13に代表配合の範囲を示す。 

 

表‐3.12 高流動型半たわみ性舗装用充填材の種類 

種 類 適用箇所 

1 時間開放タイプ 橋梁部伸縮装置前後 1m 区間 

3 時間開放タイプ 高機能舗装の夜間工事，100 ㎜厚み，無振動 

24 時間開放タイプ 高機能舗装，100 ㎜厚み，無振動 

72 時間開放タイプ 高機能舗装，100 ㎜厚み，無振動 

 

表‐3.13 高流動型半たわみ性舗装用充填材の代表配合と範囲 

成 分 名 

割 合(wt%) 

1時間解放タイプ 
3時間解放タイプ 

（超速硬タイプ） 

24時間解放タイプ 

（早強タイプ） 

72時間解放タイプ 

（普通タイプ） 

普通ポルトランドセメント 0.0～20.0 0.0～40.0 ‐ 50.0～80.0 

早強ポルトランドセメント 0.0～20.0 0.0～40.0 50.0～80.0 ‐ 

超速硬セメント 40.0～70.0 30.0～50.0 ‐ 0.0～10.0 

その他セメント 0.0～10.0 0.0～10.0 ‐ 0.0～10.0 

ポリカルボン酸系 標準型 0.05～0.2 0.0～0.1 0.01～0.1 0.01～0.1 

ポリカルボン酸系 遅延型 0.0～0.1 0.05～0.2 0.01～0.1 0.01～0.1 

無機超微粒子混和材 0.0～3.0 0.1～5.0 0.0～3.0 0.0～3.0 

消泡剤 0.05～0.3 0.05～0.3 0.05～0.3 0.05～0.3 

再乳化型粉末樹脂 1.5～5.0 1.5～5.0 1.5～5.0 1.5～5.0 

その他混和剤 0.02～0.2 0.02～0.5 0.0～0.3 0.0～0.3 

骨材 20.0～40.0 20.0～40.0 20.0～40.0 20.0～40.0 

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 

水/試料比 46％ 46％ 46％ 46％ 
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3.5.4.3 評価方法 

 半たわみ性舗装用充填材の規格に沿って試験を行った。また，充填性確認として厚み

100mm のポーラスアスファルト混合物を作成して，一般型と高流動型の 3 時間開放タイプ

の充填材を実際に充填して確認を行い比較検討した。試験方法を表‐3.14 に示す。また充

填性確認試験の状況を写真‐3.6に示す。 

 

表‐3.14 高流動型半たわみ性舗装用充填材の評価方法 

項 目 試験方法 目標値 

流下時間 P 漏斗により流下時間を測定 初期：9～10 秒 

強 度 
JIS R 5201 に準じ 40×40×160mm 試験体にて 

圧縮・曲げ強度を材齢毎に測定 

1h：5MPa 以上 

7day：15～36MPa 

充填性 

一般型と高流動型 3 時間開放タイプを空隙率 23％ 

縦 150×横 300×厚み 100mm の母体に充填し充填率を測定 

縦 50mm おきに切断し目視観察 

充填率 90%以上 

目視で下部まで充填 

 

 

写真‐3.6 高流動型半たわみ性舗装用充填材の充填状況 

 

3.5.4.4 性状・物性値 

 4 種類の硬化時間が異なる高流動型半たわみ性舗装用充填材の性状・物性値を表‐3.15に

示す。また，3 時間開放タイプの 100mm ポーラスアスファルト混合物への充填試験結果を

表‐3.16と切断断面を表‐3.17に示す。 

 

表‐3.15 高流動型半たわみ性舗装用充填材の性状・物性値 

項 目 1時間解放タイプ 
3時間解放タイプ 

（超速硬タイプ） 

24時間解放タイプ 

（早強タイプ） 

72時間解放タイプ 

（普通タイプ） 

P 漏斗流下時間(秒) 9.2 9.1 9.1 9.3 

曲げ強度 

(N/mm2) 

1h 2.0 - ‐ ‐ 

3h 2.4 2.1 ‐ ‐ 

24h 3.3 3.5 1.4 ‐ 

72h 4.9 4.5 3.7 2.1 

7day 5.8 5.7 4.8 4.2 

圧縮強度 

(N/mm2) 

1h 5.9 ‐ ‐ ‐ 

3h 7.7 6.3 ‐ ‐ 

24h 15.9 14.7 7.4 ‐ 

72h 21.4 19.6 16.0 9.7 

7day 26.2 27.8 23.8 20.1 
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表‐3.16 充填性比較確認結果 

試験項目 
一般型 3 時間開放タイプ 高流動型 3 時間開放タイプ 

1 2 1 2 

P 漏斗流下時間(秒) 10.2 9.3 

充填率(%) 

静置下 63.90 58.78 90.13 92.04 

振動 5 秒 ‐ 72.20 ‐ 93.21 

振動 10 秒 ‐ 80.42 ‐ 93.24 

振動 15 秒 ‐ 90.09 ‐ 93.92 

 

表‐3.17 充填性比較確認結果の断面 

振動時間 一般型３時間開放タイプ 高流動型３時間開放タイプ 

静置下 
  

  

15 秒   

  

 

 

断面 A 断面 A 

断面 B 断面 B 

断面 A 断面 A 

断面 B 断面 B 
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硬化時間の異なる 4 種類の高流動型半たわみ性舗装用充填材について，規格に沿った試

験を行い評価した結果，以下のことが判明した。全てのタイプにおいて，P 漏斗の流下時間

は目標とする 9 秒から 10 秒であった。また，曲げ強度と圧縮強度も規格を達成していた。

充填材の交通解放時間は，NEXCO が規定する圧縮強度 5N/mm2 以上から判断し，目標を

達成していた。 

3 時間開放タイプの一般型と高流動型を 100mm 厚みのポーラスアスファルト混合物へ

実際に充填して評価した結果，一般型は無振動で 63.90%，58.78%と低い充填率であり，振

動付与により充填率は向上し，15 秒の振動で 90%を上回る充填率となった。一方，高流動

型は，無振動でも 90.13%，92.04%と非常に高い充填率となった。また，振動により充填率

はほぼ変わらない結果であり，無振動で充填が完了していたと考えられる。2 か所の断面写

真でも，高流動型は無振動で下まで充填されていることが分かる。 

 

3.5.4.5 まとめ 

半たわみ性舗装用の高流動型充填材の開発を行った結果，以下の結論となった。 

1)ポリカルボン酸系高性能減水剤標準型，遅延型と無機系微粒子混和材の添加と添加量によ

り，流動性を損なうことなく材料分離抵抗性を有する事が実証された。 

2)4 種類の硬化時間が異なる高流動型充填材は，全て目標の時間に開放が可能であることが

実証された。 

3)厚み 100mm のポーラスアスファルト混合物に無振動で最下部まで充填可能であること

が実証された。 

 

以上より，100mm 厚さの半たわみ性舗装用ポーラスアスファルト混合物に充填可能な硬

化時間が異なる 4 種類の高流動型半たわみ性舗装用充填材の開発に至った。充填性試験か

らも現場適用が可能である事を示した。 

 また，高機能舗装への充填性評価は 5 章で行う。 
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3.5.5    高強度型充填材の開発 

3.5.5.1 既存の技術 

 前述のとおり，半たわみ性舗装用充填材には明確な規格が存在し，圧縮強度や P 漏斗の

流下時間において範囲が設けられている。NEXCO では，圧縮強度が 15.0～36.0N/mm2(材

齢 7 日)であり，国土交通省では 9.8～29.4N/mm2(材齢 7 日)である。よって，一般的な半た

わみ性舗装用充填材は，この規格の範囲内で配合設計を行うことが重要であると考えられ

ている。また，高強度化するためには，水/セメント比の低減であるが，流動性は低下し，P

漏斗の流下時間が規格の範囲を外れてしまう。このような理由から，日本において，

40N/mm2(材齢 7 日)の充填材は存在するが，50N/mm2(材齢 7 日)を超える充填材は存在し

ない。海外では，セメントとスラグの組み合わせと，減水剤による低水/セメント比により

高強度化する技術がある。 

 

3.5.5.2 配合設計 

 配合設計の考え方は，材齢 7 日において 50N/mm2以上とし，普通ポルトランドセメント

に絞り，ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤によるセメント粒子分散効果と無機微粒子混

和材料のベアリング効果と細密充填，ポゾラン反応を利用して，高強度化と充填性を確保す

ることとした。このような考えのもと，検討した結果，無機微粒子混和材料とポリカルボン

酸系高性能 AE 減水剤の標準型と遅延型の組み合わせにより，流動性を有し，材齢 7 日で

50N/mm2以上の圧縮強度を有し，材料分離抵抗性を有する高強度型半たわみ性舗装用充填

材の配合設計が可能となった。表‐3.18に配合の範囲を示す。 

 

表‐3.18 高強度型半たわみ性舗装用充填材の配合範囲 

成 分 名 代表割合(wt%) 

普通ポルトランドセメント 40.0～70.0 

ポリカルボン酸系 標準型 0.0～0.3 

ポリカルボン酸系 遅延型 0.1～0.5 

無機微粒子混和材 5.0～20.0 

消泡材 0.1～0.4 

骨材 30.0～60.0 

水/試料比 16～24% 

 

3.5.5.3 評価方法 

 一般型早強タイプと超高強度型半たわみ性充填材の水/試料比を変化させて比較試験で評

価した。試験は，半たわみ性舗装用充填材の規格に沿って行った。また，ポーラスアスファ

ルト混合物に充填材を充填した混合物の曲げ試験，HWT(ハンバーガーホイールトラッキン

グ試験)，曲げクリープ試験も優位性を判断するために行った。また，充填性確認として厚

み 50mm のポーラスアスファルト混合物を作成して，実際に充填して確認を行い比較検討

した。試験方法を表‐3.19に示す。また HWT，曲げクリープ試験を写真‐3.7に示す。 
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表‐3.19 高強度型半たわみ性舗装用充填材の試験方法 

項 目 試験方法 

充填材の評価 

(一般型早強と

比較) 

流下時間 P 漏斗により流下時間を測定 

強 度 JIS R 5201 に準じ 40×40×160mm 試験体にて曲げ強度を測定 

充填性 空隙率 25%縦 3000×横 300×厚み 50mm の母体に充填し充填率を測定(振動) 

半たわみ性 

混合物の評価 

 

(一般型早強と

比較) 

曲げ強度 

NEXCO 試験方法 第 2 編アスファルト舗装試験方法 C043-2007 

半たわみ性舗装混合物の曲げ試験方法に準ずる 

厚み 50mm×幅 50mm×長さ 300mm、スパン 200mm、載荷速度 10mm/min 

材齢 7 日(規格値：曲げ強度 2.5N/mm2以上、破断ひずみ：3×10-3以上) 

塑性変形 

抵抗性 

HWT(ハンバーガーホイールトラッキング)試験 

試験温度 60℃、載荷速度 50 回/分、載荷荷重 705±4.5、走行サイクル 10000、 

試験輪 鉄、養生条件 気中・水中  変形量を測定 

曲げ 

クリープ 

曲げ強度 5N/mm2、発生応力 0.5N/mm2（曲げ強度×10％）、スパン 200mm 

幅 100mm×厚み 50mm、載荷荷重 408.7N、試験温度 20℃ 

破壊までの時間測定 

※ 半たわみ性混合物の評価にはポリマー改質Ⅱ型のアスファルトを使用 

 

 

 

写真‐3.7 HWTと曲げクリープ試験 

ＨＷＴ試験 

曲げクリープ試験 
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3.5.5.4 性状・物性値 

 一般型早強タイプと水/試料比の異なる高強度型半たわみ性舗装用充填材の性状・物性値

と混合物の物性値を表‐3.20に示す。また，図‐3.6に曲げクリープ試験の時間と変位量の

関係，WHT の試験後の表面状態を写真-3.8，曲げクリープの破壊状況を写真‐3.9に示す。 

 

表‐3.20 高強度型半たわみ性舗装用充填材の性状・物性値と混合物の物性値 

項 目 高強度型 一般型早強 

水/試料比 16% 20% 24% 46% 

P 漏斗流下時間(秒) 136.7 19.1 13.6 10.3 

圧縮強度(N/mm2) 
7day 

90.4 74.6 53.3 24.1 

曲げ強度(N/mm2) 14.2 9.1 7.5 5.6 

充填率(%) 33.2 9.09 99.3 93.4 

混合物曲げ試験強度(N/mm2) ‐ 4.13 ‐ 2.63 

HWT 

変形量 

(mm) 

気中 
サイクル数 ‐ 10000 ‐ 10000 

変形量 ‐ 1.12 ‐ 1.42 

水中 
サイクル数 ‐ 10000 ‐ 5548 

変形量 ‐ 1.50 ‐ 3.21 

曲げクリープ破壊時間(時間) ‐ 4.8 ‐ 1.5 

 

 

 

  

図‐3.6 クリープ試験による経過時間と変位量の関係 

 

高強度 

早 強 

経過時間(時間) 

変位量(mm) 
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写真‐3.8 WHT試験後の表面状態 

 

 

写真‐3.9 曲げクリープ試験の破壊状況 

 

 水/試料比を変化させた高強度型半たわみ性舗装用充填材について，規格に沿った試験を

行い評価した結果，以下のことが判明した。P 漏斗の流下時間は，全て規格の範囲から外れ

ていた。しかし，充填率から判断すると水/試料比=20%以上で十分な充填性が確認できた。

圧縮強度は，水/試料比=20%で 74.6N/mm2，最も充填性に優れる水/試料比=24%においても

53.3N/mm2と目標とした 50N/mm2を達成していた。これは一般型早強タイプの 2~3 倍の

強度となる。また，混合物とした場合，曲げ試験においても，規格値以上であり舗装用コン

クリートの曲げ強度に近い値となった。WHT では 10000 サイクルまで気中，水中において

表面に異常はなく，10000 サイクルの変形量は，気中において 1.12mm，水中において

1.50mm であった。一般型早強タイプでは水中において 5548 サイクルで表面異常が激しく

試験を中止した。その時の変形量は 3.21mm と高強度型に比べると 2 倍以上の変形量であ

った。曲げクリープ試験では破壊時間が 4.8 時間であり，一般型と早強タイプの 3 倍となっ

た。 

一般型早強 高強度型 
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3.5.5.5 まとめ 

半たわみ性舗装用の高強度型充填材の開発を行った結果，以下の結論となった。 

1)無機微粒子混和材料の添加と添加量，ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤により P 漏斗

の規格は外れるが十分な充填性を有した充填材であることが実証された。 

2)無機微粒子混和材料の細密充填とポゾラン反応，ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤の分

散能力により，目標とした圧縮強度 50N/mm2以上が可能であることが実証された。 

3)混合物としたときに，充填材の強度を増加させることで，曲げ強度では舗装用コンクリー

トに近い値となり，また，一般型早強タイプと比較して，WHT 試験では変形量が非常に

少なく，曲げクリープ試験では破壊時間が 3 倍となったことから，耐久性や耐塑性変形

性が向上していることが実証された。 

 

以上より，十分な充填性と 50N/mm2以上の強度を有する高強度型半たわみ性舗装用充填

材の開発に至った。WHT 試験や曲げクリープ試験から耐久性が向上しており，過度な荷重

が作用する箇所への適応が可能であることを示した。 
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3.5.6    急勾配型充填材の開発 

3.5.6.1 既存の技術 

一般的に舗装道路では，必ず横断勾配や縦断勾配が存在する。横断勾配は 2％程度である

が，山道や取り付け道路等では縦断勾配が 5~10％の急な勾配となり，このような急勾配の

箇所を半たわみ性舗装とする場合がある。しかし，一般型の充填材は，充填性を優先した配

合設計となっているため，横断勾配の 2%程度であれば問題は生じないが，5%を超えた場

合，施工時に舗装表面やポーラスアスファルト混合物の内部空隙を伝わり充填材が勾配の

上部から下部へ流出する状況となる。 

 

3.5.6.2 配合設計 

配合設計の考え方は，舗装施工時に必ず使用する振動ローラーによる，振動を利用した充

填性の確保を基本とし，無機微粒子混和材料とポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤を組み

合わせることとし，充填材に無機微粒子混和材料による適切なチキソトロピック性を与え

ることで，無振動では充填材を散布した箇所に留まって充填は行われず，振動を付与するこ

とで速やかに充填が行われ，充填後に振動を停止すれば充填箇所に留まるような充填材を

目標として配合設計の検討を行った。その結果，無機微粒子混和材料とポリカルボン酸系高

性能 AE 減水剤の標準型と遅延型の組み合わせにより，適切なチキソトロピック性と振動

による充填性を有する急勾配型半たわみ性舗装用充填材の配合設計が可能となった。同時

に硬化時間が異なる 3 時間，24 時間，72 時間開放タイプの 3 種類の急勾配型充填材の配合

設計を行った。表‐3.21に代表配合の範囲を示す。 

 

表‐3.21 急勾配型半たわみ性舗装用充填材の配合範囲 

成 分 名 
割 合(wt%) 

3h 解放 24h 解放 72h 解放 

普通ポルトランドセメント 0.0～40.0 ‐ 50.0～80.0 

早強ポルトランドセメント 0.0～40.0 50.0～80.0 ‐ 

超速硬セメント 30.0～50.0 ‐ 0.0～10.0 

その他セメント 0.0～10.0 ‐ 0.0～10.0 

ポリカルボン酸系 標準型 0.0～0.1 0.01～0.1 0.01～0.1 

ポリカルボン酸系 遅延型 0.05～0.2 0.01～0.1 0.01～0.1 

無機超微粒子混和材 3.0～10.0 3.0～10.0 3.0～10.0 

消泡剤 0.05～0.3 0.05～0.3 0.05～0.3 

再乳化型粉末樹脂 1.5～5.0 1.5～5.0 1.5～5.0 

その他混和剤 0.02～0.5 0.0～0.3 0.0～0.3 

骨材 20.0～40.0 20.0～40.0 20.0～40.0 

合計 100.0 100.0 100.0 

水/試料比 46% 46% 46% 
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3.5.6.3 評価方法 

 一般型普通タイプと 3 種類の急勾配型半たわみ性充填材を比較試験で評価した。試験は，

半たわみ性舗装用充填材の規格に沿って行った。また，チキソトロピック性の評価として，

テーブルフロー値も評価に加えた。充填性確認は，厚み 50mm のポーラスアスファルト混

合物を作成して，実際に充填して確認を行い比較検討した。試験方法を表‐3.22に示す。 

 

表‐3.22 急勾配型半たわみ性充填材の評価方法 

項 目 試験方法 

充填材 

の評価 

 

流下時間 P 漏斗により流下時間を測定 

テーブル 

フロー値 
JASS 15 M103 に準じφ50×100mm の円柱コーンによる横の広がりを測定 

強 度 JIS R 5201 に準じ 40×40×160mm 試験体にて曲げ強度を測定 

充填性 空隙率 24%縦 300×横 300×厚み 50mm の母体に充填し充填率を測定 

 

3.5.6.4 性状・物性値 

 一般型普通タイプと硬化時間の異なる 3種類の急勾配型半たわみ性舗装用充填材の性状・

物性値と充填率を表‐3.23に示す。 

 

表‐3.23 急勾配型半たわみ性充填材の性状・物性値と充填率 

項 目 

急勾配型 
一般型 

普通タイプ 
3時間解放タイプ 

（超速硬タイプ） 

24時間解放タイプ 

（早強タイプ） 

72時間解放タイプ 

（普通タイプ） 

水/試料比(%) 46 

P 漏斗流下時間(秒) 12.3 12.4 12.7 10.4 

テーブルフロー値(mm) 220 228 225 302 

曲げ強度 

(N/mm2) 

3h 2.1 ‐ ‐ ‐ 

24h 3.2 1.6 ‐ ‐ 

72h 4.7 3.9 2.5 2.1 

7day 5.9 5.1 4.9 4.6 

圧縮強度 

(N/mm2) 

3h 6.8 ‐ ‐ ‐ 

24h 14.0 7.8 ‐ ‐ 

72h 19.1 15.1 9.1 9.6 

7day 29.2 27.2 23.4 22.2 

充填率(%) 

静置下 14.3 10.1 18.3 76.2 

振動 5 秒 79.0 89.8 83.6 88.6 

振動 10 秒 94.6 95.1 94.4 95.8 

 

硬化時間が異なる 3 種類の急勾配型半たわみ性舗装用充填材について，規格に沿った試

験とテーブルフロー試験を行い評価した結果，以下のことが判明した。P 漏斗の流下時間は，

一般型普通タイプと比べ遅いが規格値の範囲内であった。テーブルフロー値では 220～
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228mm と一般型普通タイプと比べ約 80mm 小さな値となった。圧縮強度から目標とする

開放時間は達成しており，材齢 7 日規格値内であった。充填性の確認試験では，一般型普通

タイプは無振動において 76.2%まで充填されていたが，急勾配型はどれも 20%以下とほと

んど充填されていなかった。しかし，振動を 5 秒付与すると，79～89.8%まで充填されお

り，10 秒付与では 90%を超え，一般型普通タイプと同等となった。 

 

3.5.6.5 まとめ 

半たわみ性舗装用の急勾配型充填材の開発を行った結果，以下の結論となった。 

1)無機微粒子混和材料の添加と添加量，ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤により半たわみ

性舗装の規格内であり，目標とする開放強度を達成していることが実証された。 

2)無機微粒子混和材料によるチキソトロピック性付与と，ポリカルボン酸系高性能 AE 減水

剤の分散能力により，テーブルフロー値が小さく，無振動では充填されず，振動により速

やかに充填されることが実証された。 

3)テーブルフロー値から判断すると勾配が 10%程度であれば，下部への流出はないと考え

られる。 

 

以上より，適切なチキソトロピック性と振動による速やかな充填が可能な急勾配型半た

わみ性舗装用充填材の開発に至った。 
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第 4章  環境負荷低減が可能なグラウトモルタルの開発 

4.1 セメント産業の環境負荷低減の現状 

急激に増加した温室効果ガスによる地球温暖化が問題視されるようになり，地球温暖化

対策は地球規模で行われている。  

一方，温室効果ガスの排出量のうち約 80%が CO2であり，CO2を排出する主な産業の一

つとして，セメント産業があげられる。セメント産業では製品を製造する過程で多くのエネ

ルギーを消費することから，化石燃料由来の CO2 を多く排出する。それと同時に，原料で

ある石灰石の熱分解から CO2が排出され，2003 年には全世界で約 1600MtCO2がセメント

産業から排出されており，これは全排出量の約 5%に相当する 1)。 

そのため，セメント産業では，CO2削減を課題とし，温室効果ガスの排出状況公開や長期

定量目標設定，製造工程の安定・効率化，廃熱発電，代替えエネルギー・代替え原料，輸送

等を行っている。また，資源循環の促進として電力会社との資源循環，製鉄会社との資源循

環，建設発生土の資源循環等の産業界との資源循環をはじめ，エコセメントシステム，灰水

洗システム，AK システム等の地域社会との資源循環を行っている。さらに，生物多様性の

保全，水資源の適正利用，環境汚染防止，廃棄物の削減，化学物質の適正管理といった様々

な取り組みも行っている 2)。 

 

4.2 環境負荷低減材料の必要性 

セメントの CO2原単位は，692kgCO2/t(2015 年)であり，セメントを使用するコンクリー

トやモルタルも当然ながら CO2原単位は大きくなる。 

セメントの主用途であるコンクリートは，CO2原単位の大きいセメントを，産業副産物で

ある高炉スラグ微粉末などの混和材に置換することで，コンクリートの低炭素化の取り組

みが盛んに行われ，最大 80%の CO2 を低減することも可能となっている 3)。また，エネル

ギー・CO2ミニマム(ECM)セメント・コンクリートシステムが，地球温暖化防止活動環境大

臣表彰されている 4),5)。このように，建築・土木分野においても，温室効果ガスの低減や資

源の再利用による環境負荷低減が可能な資材や工法が注目を集めており，CO2 原単位や環

境負荷の低減が可能なモルタルの開発を行うべきと考える。 

 

4.3 低 CO2半たわみ性舗装用充填材の開発 

4.3.1 セメントの CO2原単位の現状 

 セメントは 1450℃の高温で焼成され，焼成過程の化学反応により原材料である石灰石が

脱炭酸することから，製造過程で多量 CO2 が発生する。CO2 削減では，燃焼排ガスからの

CO2 を酸化カルシウムにより吸収し，生成した炭酸カルシウムを主要成分とする混合物を

セメント原料として有効利用するセメント製造技術 6)や，セメントの製造方法省エネルギー

設備の導入やキルン運転の安定効率化によるエネルギー消費削減を推進するとともに，さ

らに廃棄物やバイオマス由来のエネルギー使用により化石エネルギーの使用量を減らす対
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策が進められている 7)。 

 

4.3.2 既存の技術    

 半たわみ性舗装用充填材は，セメントを結合剤とするため当然ながら CO2 原単位は多く

なる。CO2 原単位の低減には，低 CO2 原単位のバイオマス燃料により製造されたセメント

を使用するのが近道と考えられるが一般入手は難しい 8)。次に使用するセメントの低減が考

えられる。コンクリート分野では盛んに研究されている反応性の副産物をセメントの一部

と置換して CO2 原単位を低減する方法である 9),10)。しかし，半たわみ性舗装用充填材には

各機関が設けた規格があり，また夜間工事で超速硬性が求められるため，単純な置換では規

格や要求性能を達成できない。 

 

4.3.3 配合設計 

配合設計の考え方は，潜在水硬性を有する CO2 原単位の低い高炉スラグをセメントの一

部と置換して長期強度発現に利用し，高炉スラグにより遅延した凝結時間，硬化時間，初期

強度を，残りのセメントの種類や混和材料により促進させることを目標に配合設計の検討

を行った。その結果，早強ポルトランドセメント，超速硬セメント，高炉スラグの組み合わ

せで，CO2原単位が低減可能な硬化時間が異なる 3 時間，24 時間，72 時間開放タイプの一

般型半たわみ性舗装用充填材の配合設計が可能となった。 

 

4.3.4 代表配合・CO2原単位低減率の比較 

 表‐4.1 に代表配合の範囲と CO2 原単位低減率を示す。セメントの CO2原単位は太平洋

セメント CSR レポート 2016 中の 2015 年の数値を使用し，高炉スラグ，骨材はコンクリ

ートの環境負荷評価(土木学会)11)を参照して行った。 

 

表‐4.1 低 CO2型半たわみ性舗装用充填材の代表配合と CO2原単位低減率 

成 分 名 
CO2原単位 

(kg/t) 

割 合(wt%) 

72 時間開放タイプ 24 時間開放タイプ 3 時間開放タイプ 

現行 
CO2 

低減 
現行 

CO2 

低減 
現行 

CO2 

低減 

普通ポルトランドセメント 

692 75.0 22.0 70.0 33.0 75.0 44.0 早強ポルトランドセメント 

超速硬セメント 

高炉スラグ 24.1 0 43.0 0 32.0 0 24.0 

ポリカルボン酸系他 ‐ 4.0 2.0 4.0 5.0 5.0 5.0 

炭酸カルシウム、珪砂 42.3 21.0 33.0 26.0 30.0 20.0 27.0 

合  計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

CO2原単位合計(kg/t) 528 176 495 243 528 321 

現行に対する CO2原単位の割合(%) ‐ 33.3 ‐ 49.1 ‐ 60.8 

CO2原単位低減率(%) ‐ 66.7 ‐ 50.9 ‐ 39.2 
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低 CO2型半たわみ性舗装用充填材は，CO2原単位が 3 時間開放タイプで現行の 39.2%，

24 時間開放タイプが現行の 50.9%，72 時間開放タイプが現行の 66.7%低減可能である。 

 

4.3.5 評価方法 

 硬化時間の異なる 3 種類の一般型と低 CO2 型半たわみ性充填材を比較試験で評価した。

充填性確認は，P 漏斗の流下時間で判断する。試験方法を表‐4.2に示す。 

 

表‐4.2  CO2型半たわみ性充填材の評価方法 

項 目 試験方法 

充填材 

の評価 

流下時間 P 漏斗により流下時間を測定 

強 度 JIS R 5201 に準じ 40×40×160mm 試験体にて圧縮・曲げ強度を測定 

充填性 P 漏斗の流下時間から判断 

 

 

4.3.6 性状・物性値 

 硬化時間の異なる 3 種類の一般型と低 CO2型半たわみ性充填材の性状・物性値を表‐4.3

に示す。 

 

表‐4.3  CO2型半たわみ性充填材の性状・物性値 

項 目 

72 時間開放タイプ 

(普通タイプ) 

24 時間開放タイプ 

(早強タイプ) 

3 時間開放タイプ 

(超速硬タイプ) 

現行 CO2低減 現行 CO2低減 現行 CO2低減 

P 漏斗流下時間(秒) 10.2 10.1 10.2 10.1 10.1 10.1 

曲げ強度 

(N/mm2) 

3h ‐ ‐ ‐ ‐ 2.3 2.4 

1day 0.7 0.6 2.0 1.7 2.9 2.8 

3day 4.4 3.3 3.9 2.7 4.6 4.4 

7day 6.6 4.2 5.6 4.6 5.1 5.6 

圧縮強度 

(N/mm2) 

3h ‐ ‐ ‐ ‐ 7.0 7.1 

1day 1.2 0.9 7.2 6.4 9.1 9.8 

3day 11.0 8.6 16.4 11.4 15.8 13.4 

7day 19.9 21.0 22.8 21.3 22.3 21.8 

 

 

硬化時間の異なる 3 種類の一般型と低 CO2 型半たわみ性充填材について，規格に沿った

試験を行い評価した結果，以下のことが判明した。P 漏斗の流下時間は，全て 10 秒前半で

あり，十分な充填が可能であり，一般型タイプと比べ流下時間は同等である。圧縮強度では

24 時間開放タイプと 72 時間開放タイプが一般型に比べ材齢 1 日，7 日で低い値となってい

るが，開放に必要な強度は達成されている。材齢 7 日では，ほぼ同じ値となっている。 
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4.3.7 まとめ 

半たわみ性舗装用の低 CO2型充填材の開発を行った結果，以下の結論となった。 

1) CO2 原単位の低い高炉スラグをセメントと置換することで，CO2 原単位が現行に比べ

39.2%～66.7%削減可能であることを実証した。 

2)潜在水硬性を有する高炉スラグのセメント置換により遅延する強度発現性を，早強セメ

ントと超速硬セメントで促進させて初期強度を補うことで，全てのタイプが規格内とな

り，充填性も十分であることを実証した 

3)24 時間開放タイプと 72 時間開放タイプにおいて，現行と比べ初期強度が低い傾向にあ

るが，目標とする開放時間に必要な強度は達成されているため支障はないと考えられる。 

 

以上より，適切な充填性と開放時間を有する低 CO2 型半たわみ性舗装用充填材の開発に

至った。 
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4.4 資源循環型半たわみ性舗装用充填材の開発 

4.4.1 セメントの資源循環 

 環境負荷低減のためセメント産業は，資源循環に取り組んでおり 12)，大きく産業界と地

域社会に分けられる。産業界では副産物の有効活用を電力会社や製鉄会社と行っている。一

方，地域社会では都市ゴミをはじめとする焼却灰の有効活用としてエコセメントシステム

や灰水洗システムによりセメント原料として利用している 13)。 

 膨大な量の都市ゴミは焼却場などで焼却灰として 1/10 程度に減容化され，埋め立て処分

場で廃棄されるが，処分場の枯渇が問題視されている。このような状況下で，焼却灰中に多

量に含まれる塩素分を除いて，セメント原料である石灰石，粘土などとよく似た主成分から

なる焼却灰・下水汚泥などのごみ資源をリサイクル化したのがエコセメントである。また，

エコセメントの製造技術は，焼却灰に含まれるダイオキシン類等の有害な有機物質を

1300℃以上の高温焼成過程で分解するとともに，鉛(Pb)等の有害な重金属類を回収して再

資源化することが可能となるほか，通常のセメントに比べて石灰石原単位が少ないため，

CO2の発生量を抑制できる。エコセメント化技術では 1t のセメント製造に焼却灰を 500kg

が使われる 14)。 

 また，2002 年には「JIS A 5214 エコセメント」として JIS 化されており，汎用性は広

がっているが，塩化物イオン量が普通ポルトランドセメントと比べ高いことから，無筋コン

クリートや一部の鉄筋コンクリートに限定されている。また，海岸地帯での屋外暴露試験に

より，海塩粒子による塩分浸透が確認され，普通コンクリートよりも浸透速度が速いことが

確認されているため，使用箇所は限定されている 15)。 

 

4.4.2 既存の技術 

「JIS R 5214 エコセメント」には凝結時間の異なる普通と速硬の 2 種類が規格化されて

いるが，市場は普通のみとなっているため，低 CO2 型充填材と同様に，早い硬化時間の要

求に対応することは難しい。 

また，重金属類も再生していることから，低材齢における硬化体からの溶出が懸念される。

特に普通ポルトランドセメントでも溶出する場合がある六価クロムの低材齢での溶出防止

は必要である。塩化物イオンの量も 1000ppm 以下と多く，比表面積も 4100cm2/g と大きい

ため混和材料の効果をコントロールするのが難しくなる。 

 

4.4.3 配合設計 

配合設計の考え方は，資源循環型として都市ゴミの焼却灰を原料とするエコセメントを

利用し，高炉スラグにより溶出を防止することを基本とし，硬化促進を超速硬セメントでエ

コセメントを置換して初期強度を補い，ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤で充填性を確

保することを目標に配合設計の検討を行った。その結果，エコセメント，超速硬セメント，

高炉スラグの組み合わせで，エコセメントを使用した，硬化時間が異なる 3 時間，72 時間
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開放タイプの資源循環型半たわみ性舗装用充填材の配合設計が可能となった。 

 

4.4.4 代表配合・資源循環率の比較 

 表‐4.4に代表配合の範囲と資源循環率を示す。資源循環率は単純に JIS R 5214 エコセ

メントに記載されている焼却灰の使用率(製品 1t につき 500kg)から換算し，ポルトランド

セメント等の使用率は 0%とした。 

 

表‐4.4 資源循環型半たわみ性舗装用充填材の代表配合と資源循環率 

成 分 名 
資源 

循環率 

割 合(wt%) 

72 時間開放タイプ 

(普通タイプ) 

3 時間開放タイプ 

(超速硬タイプ) 

現行 資源循環型 現行 資源循環型 

エコセメント 50％ 0 55.0 0 
25.0～

35.0 

普通ポルトランドセメント 

‐ 
75.0 0 75.0 

35.0～

45.0 超速硬セメント 

高炉スラグ 0 10.0 0 0 

ポリカルボン酸塩系 ‐ 4.0 1.5～4.0 5.0 2.0～5.0 

炭酸カルシウム ‐ 21.0 
31.0～

33.5 
20.0 

25.0～

35.0 

合  計 100.0 100.0 100.0 100.0 

資源循環率(％) ‐ 27.5 ‐ 
12.5～

17.5 

 

資源循環型半たわみ性舗装用充填材は，資源循環率が 3 時間開放タイプで 27.5%，72 時

間開放タイプが 12.5~17.5%である。 

 

4.4.5 評価方法 

 硬化時間の異なる 2種類の一般型と資源循環型半たわみ性充填材を比較試験で評価した。

充填性確認は，厚み 50mm のポーラスアスファルト混合物を作成して，実際に充填して確

認を行い比較検討した。エコセメントは一般的ではないため NEXCO 等の施工要領書に記

載がない。よって充填性では高機能舗装を使用した振動下の充填性評価，半たわみ性混合物

の曲げ強度の評価により性能の検証を行う。試験方法を表‐4.5に示す。 

 

  



62 

 

表‐4.5  資源循環型半たわみ性充填材の評価方法 

項 目 試験方法 

充填材 

の評価 

流下時間 P 漏斗により流下時間を測定 

強 度 JIS R 5201 に準じ 40×40×160mm 試験体にて圧縮・曲げ強度を測定 

充填性 
空隙率 24％縦 300×横 300 厚み 50mm の母体に充填し充填率を測定 

(振動 10 秒) 

半たわみ

性混合物

の評価 

曲げ強度 

NEXCO 試験方法 第 2 編アスファルト舗装試験方法 C043-2007 

半たわみ性舗装混合物の曲げ試験方法に準ずる 

厚み 50mm×幅 50mm×長さ 300mm、スパン 200mm、載荷速度 10mm/min 

材齢 7 日(規格値：曲げ強度 2.5N/mm2以上、破断ひずみ：3×10-3以上) 

 

 

4.4.6 性状・物性値 

硬化時間の異なる 2 種類の一般型と資源循環型半たわみ性充填材の性状・物性値を表‐

4.6に示す。 

 

表‐4.6  資源循環型半たわみ性充填材の性状・物性値 

項 目 

72 時間開放タイプ 

(普通硬化タイプ) 

3 時間開放タイプ 

(超速硬タイプ) 

現行 資源循環型 現行 資源循環型 

P 漏斗流下時間(秒) 10.8 11.0 10.1 10.2 

曲げ強度 

(N/mm2) 

3h ‐ ‐ 2.3 2.2 

1day 1.2 1.0 3.4 3.3 

3day 3.4 3.6 5.0 4.8 

7day 5.4 4.7 5.7 5.2 

圧縮強度 

(N/mm2) 

3h ‐ ‐ 5.9 6.0 

1day 2.3 2.2 12.8 13.3 

3day 10.4 9.9 19.5 18.3 

7day 20.6 21.0 22.3 23.6 

充填率(％) 93.9 91.5 92.2 96.1 

混合物 
曲げ強度(N/mm2) 3.17 3.47 3.35 3.61 

破断ひずみ 8.9×10-3 9.2×10-3 10.4×10-3 9.8×10-3 

 

硬化時間の異なる 2 種類の一般型と資源循環型半たわみ性充填材について，規格に沿っ

た試験を行い評価した結果，以下のことが判明した。P 漏斗の流下時間は，72 時間開放タ

イプが 11 秒，3 時間開放タイプは 10.2 秒であり，一般型タイプと比べ流下時間は同等であ

る。圧縮強度では全て同等の値を示し，規格内であり，開放に必要な強度は達成されている。

充填率でも振動により 90%以上であり，十分に充填が行われている。混合物の曲げ試験で

も，全て同等の値を示し，NEXCO の混合物曲げ試験規格を達成している。 
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4.4.7 まとめ 

半たわみ性舗装用の資源循環型充填材の開発を行った結果，以下の結論となった。 

1)エコセメントを使用した 72 時間開放タイプは，27.5%の資源循環率が可能であり，3 時

間開放タイプは，12.5～27.5%の資源循環率が可能であることを実証した。 

2) 3 時間開放タイプは，エコセメントを置換することで遅延する強度発現性を，超速硬セメ

ントで促進させ初期強度を補うことで交通開放が規格内であることを実証した。 

3)P 漏斗の流下時間と充填性から，ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤によりエコセメント

の流動性が改善されていることを実証した。 

4)混合物の曲げ試験により，NEXCO 規格を達成しており，十分使用可能なセメントである

ことを実証した。     

 

以上より，適切な充填性と開放時間を有する 2 種類の資源循環型半たわみ性舗装用充填

材の開発に至った。しかし，コンクリートと比較するのは難しいが，エコセメントを使用し

たコンクリートは普通コンクリートよりも塩分浸透速度が速いことが確認されているため，

使用箇所に注意をはかるとともに，今後の課題としたい。 
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4.5  保水性舗装用充填材の開発 

4.5.1 舗装における環境対策の現状 

温室効果ガスによる地球温暖化が危惧される中，さらに身近な問題とされるのが，都市部

が局地的に高温化するヒートアイランド現象である。ヒートアイランド現象は，人工排熱の

増加，道路舗装体への蓄熱や緑地の減少に伴う地表の蒸発散能力の低下，建築物の密集等に

よる熱のよどみや市街地の外延的拡大という都市化の過剰な進展から生ずる都市型の環境

問題である 16)。アスファルト舗装の夏季の路面温度を低減する方法として，保水性舗装お

よび遮熱性舗装が開発されている。保水性舗装は，ポーラスアスファルト混合物の空隙に保

水材を充填し，舗装体内に保水された水分が蒸発し，水の気化熱により路面の温度上昇を抑

制する舗装である。路面温度が低下することで舗装表面からの輻射熱が減少し，歩行者空間

や沿道の熱環境が緩和されるほか，一般の舗装よりも舗装内部の蓄熱量が低減されるため，

ヒートアイランド現象の抑制が期待できる。一方，遮熱性舗装は，表面に近赤外線を高反射

する特殊な遮熱性塗料を塗布して舗装表面に配置し，舗装表面に到達する日射エネルギー

のうち近赤外線を高効率で反射し，蓄熱を防ぐことによって路面温度の上昇を抑制する舗

装である。このようにヒートアイランド現象の抑制のために舗装業界も環境負荷低減を真

剣に取り組んでいる 17),18)。セメント産業もこの熱環境対策に少しでも貢献できるよう材料

を提供すべきであると考える。 

 

4.5.2 保水性舗装用充填材の必要性    

 一般にアスファルト舗装は，高温・滞水状態で外力が作用し続けると，アスファルトが骨

材より剥離し，破損に至る危険性を有している。このため，常に水の作用を受ける保水性舗

装には，適用箇所に応じて耐久性を確保できるポリマー改質アスファルトを使用する必要

があるとされる 19)。そのため，空隙径は小さく，保水性充填材には，保水機能とともに一

般の半たわみ性舗装用充填材以上の充填性が必要とされる。また，環境を考慮した材料であ

り，環境に対する安全性の観点から，有害な重金属が，環境基準を超えて溶出してはならな

いとされている 20)。前述でもそうだが，セメントには重金属の中でも土壌に由来するクロ

ムが焼成時に酸化され六価クロムとして微量ながら含まれているため，低強度の硬化体は

注意が必要である。図‐4.1に保水性舗装の構造と表面状態を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図‐4.1 保水性舗装の構造 
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4.5.3 既存の技術 

保水性舗装の施工は，ヒートアイランド現象の抑制を一つの目的としているため，大都市

を中心とした人口密集箇所で行われる。よって交通の少ない夜間に道路を規制して，朝には

開放するため，速硬性が求められる。そのため結合剤として，超速硬セメントを使用すべき

だが，保水機能の優先により硬化体の強度は低強度となり，セメント中の重金属が溶出しや

すい環境にある。特に六価クロムの溶出を防ぐことは難しく，保水材として多量の高炉スラ

グ粉末を使用することで，還元作用による不溶出化は一般的技術として可能であるが 21)，

新たな技術が求められる。また，充填材の保水機能を付与させる保水材は，シルト，高炉ス

ラグ粉，珪藻土，多孔質炭酸カルシウム，セピオライト，吸水性樹脂が使用される。よって，

当然ながら吸水性の非常に大きな材料であり，練り混ぜ直後から練り混ぜ水が吸水され，流

動性の制御が難しい。表‐4.7に東京都建設局が定める保水性充填材の規格を示す。 

 

表‐4.7 保水材の標準的な物理性質 

項 目 標準的性状 試験方法 

最大吸水率(％) 40 以上 参照‐1 第 1 方法 

流下時間(秒) 9～13 P 漏斗による流下時間 

曲げ強度(N/mm2) 0.3 以上 JIS R 5201 

 

4.5.4 配合設計 

配合設計の考え方は，最も重要な六価クロムの不溶出化である。超速硬セメントの高炉ス

ラグによる不溶出化には限界がある。そこで以前，太平洋セメント株式会社と保水性歩道用

ブロックを検討した経緯があり 22)，アルミナセメント，白セメント，消石灰，無水石膏の

組み合わせと，流動性の付与をポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤で制御し，硬化促進と初

期強度安定のため炭酸リチウムを微量添加することで，六価クロムが低材齢で溶出しない，

高機能舗装に充填可能な速硬性を有する，最大吸水率が異なる 3 種類の保水性舗装用充填

材の配合設計が可能となった。表‐4.8 に 3 種類の保水性舗装用充填材の代表配合を示す。 

 

表‐4.8 保水性舗装用充填材の代表配合 

成分名 
割 合(wt%) 

タイプ‐1 タイプ‐2 タイプ‐3 

白セメント 
55.0 35.0 30.0 

アルミナセメント 

消石灰、無水石膏他 20.0 20.0 20.0 

炭酸リチウム 

ポリカルボン酸塩系他 
2.2 2.5 2.3 

セピオライト 20.0 20.0 20.0 

炭酸カルシウム 2.8 22.5 27.7 

合 計 100.0 100.0 100.0 
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4.5.5 評価方法 

3 種類の保水性舗装用充填材の P 漏斗の流下時間，強度，最大吸水率を測定して評価し

た。また，保水性舗装の評価として，路面温度上昇抑制委員会が規定している方法にて行っ

た。最後に実現場において施工した保水性舗装の表面温度を測定した。表‐4.9に試験方法

を示す。 

 

表‐4.9 保水性舗装用充填材の試験方法 

項 目 試験方法 

充填材 

の評価 

流下時間 P 漏斗により流下時間を測定 

強 度 JIS R 5201 に準じ 40×40×160mm 試験体にて圧縮・曲げ強度を測定 

充填性 P 漏斗の流下時間から判断 

最大 

吸水率 

路面温度上昇抑制研究会 保水性舗装用技術資料 平成 23 年 7 月 付録‐2 

保水性舗装の保水量試験方法に準じた 

保水性充填材を充填した厚み 50mm の保水性舗装試験体からφ100mm コア

を採取し、24 時間水中浸漬後、60℃の恒温室で乾燥、重量変化で測定 

規格 3.0kg/m2(50mm 厚)以上 

保水性舗

装の評価 

表面温度 

路面温度上昇抑制研究会 保水性舗装用技術資料 平成 23 年 7 月 付録‐2 

保水性舗装室内照射試験方法に準じた 

ビームランプ散光型、BRF110V150W または BRF110V120W、東芝ライテッ

ク㈱製 

試験体 300×300×50mm の保水性舗装(24 時間水浸)と密粒舗装(比較) 

規格 密粒 60℃時に比べ 10℃以上の低減 

実現場 

表面温度 
実現場において散水有無の路面表面温度を測定しサーモグラフィー画像化 

4.5.6 性状・物性値 

3 種類の保水性舗装用充填材の性状・物性値を表‐4.10，経過時間による吸水率を表‐

4.11，表面温度測定結果を表‐4.12，表面温度測定状況を写真‐4.1に示す。 

 

表‐4.10 保水性舗装用充填材の性状・物性値 

項 目 タイプ 1 タイプ 2 タイプ 3 

P 漏斗流下時間(秒) 9.1 9.3 9.4 

曲げ強度 

(N/mm2) 

3h ‐ ‐ ‐ 

1day 1.0 0.8 0.7 

7day 2.5 1.8 1.4 

圧縮強度 

(N/mm2) 

3h 1.0 0.8 0.5 

1day 2.5 2.2 1.5 

7day 12.4 6.1 3.2 
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表‐4.11 経過時間による吸水率 

試験体サイズ 
乾燥時

間 
タイプ 1 タイプ 2 タイプ 3 

保水量 

(kg/m2) 

24h 3.2 3.5 3.9 

48h 3.8 4.3 4.6 

72h 4.2 4.9 5.2 

 

表‐4.12 表面温度測定結果 

表面温度(℃) 
路面低減温度(℃) 

密粒度舗装 保水性舗装 

50 38.5 11.5 

55 41.1 13.9 

60 43.8 16.2 

基準値(対密粒度舗装 60℃) 12℃以上 

 

 

写真‐4.1 表面温度測定状況 

 

実現場 A における表面温度を表‐4.13，サーモグラフィー写真を写真‐4.2に示す。実現

場 B における表面温度を表‐4.14，サーモグラフィー写真を写真‐4.3に示す。 

 

散水有り 散水有り 
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表‐4.13 実現場 Aにおける表面温度 

項 目 測定値 

使用充填材 タイプ 2 

測定箇所(℃) 一般部 

気温(℃) 35.0 

散水有保水性舗装 路面温度(℃) 42.3 

散水無保水性舗装 路面温度(℃) 52.8 

散水による路面温度低減効果(℃) 10.5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真‐4.2 実現場 Aにおけるサーモグラフィー写真 

 

表‐4.14 実現場 Bにおける表面温度 

項 目 測定値 

使用充填材 タイプ 2 

測定箇所(℃) 一般部 

気温(℃) 35.0 

散水有保水性舗装 路面温度(℃) 38.3 

散水無保水性舗装 路面温度(℃) 49.7 

散水による路面温度低減効果(℃) 11.4 

 

 

写真‐4.3 実現場 Bにおけるサーモグラフィー写真 

散水無し 

散水有り 

散水無し 

散水有り 
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最大吸水率の異なる 3 種類の一般型と保水性舗装用充填材について試験を行い評価した

結果，以下のことが判明した。P 漏斗の流下時間は，全てにおいて 9.1～9.4 秒であり充填

性は良好と判断できる。曲げ強度と圧縮強度ともに東京都建設局の規格を達成していた 23)。

3 時間で全て硬化し圧縮強度が 0.7～1.0N/mm2 であり開放強度の規定はないが十分に開放

可能であると判断できる。最大吸水率は 4.2～4.9kg/m2であり路面温度上昇抑制委員会が規

定する 3.0kg/m2以上を達成していた。最大吸水率が中間のタイプ 2 において保水性舗装と

したときの温度低下が 12.0℃であり路面温度上昇抑制委員会が規定する 10℃以上を達成し

ていた。実現場における散水による温度低下はサーモグラフィーから，どちらも 10℃以上

であることを確認した。 

 

4.5.7 まとめ 

保水性舗装用充填材の開発を行った結果，以下の結論となった。 

1)アルミナセメント，白セメント，消石灰，無水石膏，炭酸リチウムの組み合わせで六価ク

ロムが溶出しない最大吸水率が 4.2～4.9kg/m2，3 時間で開放可能な保水性舗装用充填材

となることを実証した。 

2)P 漏斗の流下時間から，ポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤により十分な充填性が付与さ

れていることを実証した。 

3)温度低減効果は規格値以上であり保水効果を有していることを実証した。 

4)実現場において散水による温度低減効果が確認でき保水効果を有していることを実証し

た。 

 

以上より，3 時間で開放可能で，六価クロムの溶出のない，十分に高機能舗装に充填可能

な保水性舗装用充填材の開発に至った。 
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第 5章  半たわみ性舗装用充填材の特殊箇所への適用評価 

5.1 評価試験の概要 

 第 3 章において硬化時間の異なる高流動型半たわみ性舗装用充填材を開発し，3 時間開放

タイプを 100mm のポーラスアスファルト混合物に充填し充填性を確認し，適用可能であ

ることを実証した。第 5 章では開発した 1 時間開放タイプを伸縮装置前後１m の高機能舗

装に適用可能かを評価・検証していく。 

使用する充填材は一般的な半たわみ性舗装用のプレミックスタイプで対応することが多

く，半たわみ性舗装用充填材の充填性等の性状は，空隙率 21～25%1)(20～28%2))のポーラ

スアスファルト混合物に対して充填するように流動性が調整されている 3),4)。一方，高速道

路における高機能舗装の空隙率は概ね 17～20%5),6)であり，このような空隙率のアスファル

ト混合物にも容易に充填するものが望まれる。また，充填材注入工は，アスファルト舗装工

(改良含む)完了後，後日別途交通規制し施工する路面表示工に併せて行うことになっている。

しかし，交通規制の都合や作業時間，工程短縮等の工事に関わる時間的(社会的)損失の最小

化を考えた場合，アスファルト舗装工事当日に充填材注入工が行える材料が望ましい。一般

的な半たわみ性舗装の充填材の充填作業はアスファルト混合物の温度が 40℃以下になって

からであり，温度が高い場合には部分的な凝結が生じたり，浸透が不十分となって構造体と

して強度不足を生じ，ひび割れが発生するとされている 7)。例えば温度 80℃付近で充填可

能であれば一連の施工時間の短縮につながる。また，一般の充填材の強度発現は超速硬タイ

プでは 3 時間であり，交通規制に関わる時間を短縮するため，より短時間で強度が発現す

る充填材が望まれている 8)。  

このような現状を踏まえ，空隙率 17%および混合物温度 80℃のアスファルト混合物に十

分に充填し，硬化状態に悪影響を及ぼさないかを評価し検証する。  

 

5.2 伸縮装置前後 1mの高機能舗装を半たわみ性舗装にする理由 

NEXCO や首都高速では橋梁部ジョイントに接する高機能舗装の段差抑制として，伸縮

装置前後１m の高機能舗装にセメント系充填材を充填し半たわみ性舗装とするよう規格化

されている 9)。 

 

5.3評価方法 

5.3.1充填性 

 充填性は半たわみ性舗装用充填材の規格に沿って，P 漏斗の流下時間による判断と充填性

確認を行った。充填性確認として縦 300mm×横 300mm×厚み 50mm の空隙率 17%の高

機能舗装体を作成して，振動を 10 秒間与えながら一般型超速硬タイプ（3 時間開放タイプ）

と高流動型 1 時間開放タイプを実際に充填して確認を行い比較検討した。試験方法を表‐

5.1に示す。 
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表‐5.1 高流動型半たわみ性舗装用充填材 1時間開放タイプの試験方法 

項 目 試験方法 目標値 

流下時間 P 漏斗により流下時間を測定 

初期： 9～10 秒 

10 分以上の可使時間 

極端な分離、ブリーディングが無い 

充填性 
空隙率 17% 厚み 5cm の母体に充填し充填率を測定 

切断し目視観察 

充填率 90％以上 

目視で下部まで充填 

 

 

5.3.2 開放時間 

 開放時間は，半たわみ性舗装用充填材の規格に沿って，圧縮強度と硬度計による硬度で確

認を行った。硬度による確認は，建設図書：舗装技術の質疑応答，第 7 巻(上）に記載され

ている 10)C 型スプリング式硬度計 11)により試験を行った。この文献によれば硬度 60 の時

に，圧縮強度は開放強度の規定である 5N/mm2であり 12)，現場にて，実際の舗装体の簡易

的な日常管理に使用されている。開放時間の確認試験方法を表‐5.2に示す。 

 

表‐5.2 開放時間の確認試験方法 

項 目 試験方法 目標値 

強 度 
JIS R 5201 に準じ 40×40×160mm 試験体にて圧縮・曲げ強

度を材齢毎に測定 

1h：5N/mm2以上 

7day：15～36N/mm2 

硬 度 
C 型スプリング式硬度計により母体に充填したミルクの表面

硬度を測定し、圧縮強度の関係より圧縮強度を測定 

1h：60 以上 

文献より 

 

 

5.3.3 高温充填性と性能 

 高温での充填性確認は，縦 300mm×横 300mm×厚み 50mm の空隙率 17%の高機能舗装

体を作成して，80℃の恒温室に 24 時間放置し，舗装体温度が 80℃であることを確認して，

一般型超速硬タイプ（3 時間開放タイプ）と高流動型 1 時間開放タイプを，振動を 10 秒与

えながら実際に充填して確認を行い比較検討した。強度は，JIS R 5201 に準じ，20℃と 80℃

の恒温室(20℃は湿度 65%の恒湿室)にて 40×40×160mm の型枠に充填材を採取して 30 分

間そのまま放置し，その後 20℃の恒温恒湿室で密封養生を行い各材齢で試験を行う。混合

物の曲げ強度は，充填試験と同様の条件で試験体を作成し，強度試験と同様の条件で養生を

行った後に，「NEXC 試験方法 C043-2007 半たわみ性舗装混合物の曲げ試験方法」11)に

準じて，厚み 50mm×幅 50mm×長さ 300mm，スパン 200mm，載荷速度 10mm/min，材齢

７日（規格値：曲げ強度 2.5 N/mm2以上，破断ひずみ：3×10-3以上)）にて行う。硬化体の

分析では，強度試験に使用した試験体を使用して，X 線回折と SEM 観察を行う。大まかな

試験方法を表‐5.3に示す。 
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表‐5.3 高温充填性と性能の試験方法 

項 目 試験方法 目標値 

充填性 

80℃の空隙率 17% 厚み 5cm の母体に充填し充

填率を測定 

切断し目視観察 

充填率：90%以上 

目視で下部まで充填 

強 度 

80℃にて 40×40×160mm 試験体を採取し， 

圧縮・曲げ強度を材齢毎に測定 

  養生：80℃30 分その後 20℃密封 

1h：5MPa 以上 

7day：15～36MPa 

20℃採取と比較し強度低下が無い 

混合物 

曲げ強度 

80℃の母体に充填した混合物の曲げ強度の測定 

厚 50mm×幅 50mm×長さ 300mm 

スパン：200mm  載荷速度：10mm/min 

曲げ強度 2.5MPa 以上 

ひずみ 3×10-3以上 

硬化体の分析 
X 線回折、SEM 観察により 80℃にて採取した硬化

体を分析 

反応、生成物の比較検討 

20，80℃の比較 

 

 

5.3.4 使用材料 

 使用した材料は 2 種類である。 

(1)第 3 章にて開発した「高流動型半たわみ性舗装用充填材 1 時間開放タイプ」 

 プレミックス粉体品 

練り混ぜ配合：水／試料比＝46％ 

(2)一般型半たわみ舗装用充填材超速硬タイプ（3 時間開放タイプ）  

プレミックス粉体品 

練り混ぜ配合：水／試料比＝46％ 

 一般型半たわみ舗装用充填材は充填性の確認において比較として使用する。 

 

5.4 試験結果 

5.4.1 P漏斗の流下時間による充填性 

 各温度における，経過時間と P 漏斗の流下時間の関係を図‐5.1 に示す。各温度におい

て，目標とする 9～10 秒の流下時間であり，一般的な半たわみ性舗装用充填材より約 1 秒

早い結果となった。これは，配合設計の段階で，充分な充填性を得るため，各温度において

練り混ぜ直後から 10 分後まで 10 秒以下となるようポリカルボン酸系高性能 AE 減水剤で

調整しているためである。また，9～10 秒の流下時間を維持できる時間は 10 分程度であっ

たため，高温である 30℃においても，充填作業が可能な時間は，約 10 分間といえる。施工

面積を考えると，片側 2 車線の高速道路とし，1 車線の幅員が 4m，目地の前後 1m である

ため面積は 16m2であり，一般的な半たわみ性舗装の面積と比較すると非常に少ない。よっ

て 10 分間の作業時間は十分と考えられる。 
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図‐5.1 経過時間と P漏斗の流下時間の関係 

 

 

5.4.2 高機能舗装への充填率 

 一般型超速硬タイプと高流動型 1 時間開放タイプの充填率と切断した断面写真を表‐5.4

に示す。どちらも高い充填率を示しているが，特に高流動型 1 時間開放タイプのほうが

93.6%と高い充填率であった。切断断面も下まで十分に充填されていた。 

 この結果から，高流動型 1 時間開放タイプは，高機能舗装に充填可能な配合設計であっ

たことを実証している。また，P 漏斗の流下時間は 9～10 秒が最適であることがわかる。 

 

表‐5.4 20℃における充填率と切断した断面写真 
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5.4.3 圧縮強度による開放時間と高温性能 

 高流動型 1 時間開放タイプの各温度における強度発現性と 80℃で採取した試験体の強度

発現性を図‐5.2に示す。1 時間で 5N/mm2以上，7 日で規格内であった。高温採取におい

て強度低下は無かった。 

この結果から，1 時間で解放可能であり，80℃の高温充填において性能低下は無いことを

実証している。 

 

図‐5.2 各温度における強度発現性と 80℃で採取した試験体の強度発現性 

 

5.4.4 硬度による開放時間 

C 型スプリング式硬度計での試験を行う前に，使用する硬度計のキャリブレーションを

兼ねて圧縮強度と硬度の関係を調べた。その結果を図‐5.3に示す。結果から，使用する C

型スプリング式硬度計は，5N/mm2の圧縮強度の場合，硬度は 65 であった。 

 

図‐5.3 圧縮強度と硬度の関係(キャリブレーション) 
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次に，高流動型 1 時間開放タイプを 80℃の高機能舗装へ充填し，表面の硬度を経過時間

とともに C 型スプリング式硬度計により硬度を測定した。試験結果を図‐5.4に示す。経過

時間 30 分で硬度測定値が 60 となり，50 分で 65 を超えた。 

この結果から，1 時間で交通解放が可能であり，80℃の高温充填において性能低下が無い

ことを実証している。 

 

 

 

図‐5.4 経過時間と硬度の測定値 

 

 

5.4.5 混合物曲げ試験による高温性能 

高流動型 1 時間開放タイプを 80℃の高機能舗装へ充填し，養生後の混合物の曲げ試験結

果を表‐5.5に示す。曲げ強度が 3.7N/mm2であり，曲げひずみは 9.6×10-3であった。どち

らも NEXCO の規格値を達成していた。 

この結果から，充填材としても十分な性能を有し，80℃の高温充填において性能低下が無

く，十分な充填がされていたことを実証している。 

 

表‐5.5 混合物の曲げ試験結果 

項 目 曲げ強度 ひずみ 

試験値 3.7N/mm2 9.6×10-3 

規格値 NEXCO 2.5N/mm2以上 3.0×10-3以上 
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5.4.6 高温の高機能舗装への充填率 

一般型超速硬タイプ（3 時間開放タイプ）と高流動型 1 時間開放タイプを 80℃の高機能

舗装へ充填したときの充填率を表‐5.6に示す。また，切断断面を表‐5.7に示す。充填率

は，一般型に比べ高流動型は振動無しで 88.4%，振動有りで 92.4％と高い充填率であった。

切断断面は，一般型には未充填部分が確認できた。高流動型は下部まで充填されていること

が確認できた。 

 この結果から，高流動型 1 時間開放タイプは高温の高機能舗装に充填可能な配合設計と

なっていることを実証した。また，P 漏斗の流下時間は，9~10 秒が最適であることがわか

る。 

 

表‐5.6 80℃の充填率 

項 目 一般型超速硬タイプ 高流動型 1 時間開放タイプ 

振動なし 76.3％ 88.4％ 

振動 10 秒 84.8.％ 92.4％ 

 

 

 

表‐5.7 80℃の切断断面 

 

 

 

項目 一般型超速硬タイプ(3 時間開放タイプ) 高流動型 1 時間開放タイプ 

振動 

無し 

  

振動 

10 秒 
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5.4.7 X線回折による高温性能 

高流動型 1 時間開放タイプを 20℃，80℃で採取し，30 分後に 20℃の恒温室内で密封養

生した材齢 7 日の硬化体を X 線回折にて分析した。結果を図‐5.5 に示す。80℃で採取し

た試験体は，20℃で採取した試験体と同一ピークを示しており，エトリンガイドと CSH が

確認できる。よって，どちらも生成物に違いがみられないことがわかる。この結果から，高

流動型 1 時間開放タイプは，高温において，正常な水和反応をしていることがわかり高温

充填が可能な配合設計となっていることを実証した。 

 

 

 

図‐5.5 80℃で採取した硬化体の X線回折による分析結果 

 

 

5.4.8 SEM観察による高温性能 

X 線回折と同様に，高流動型 1 時間開放タイプを 20℃，80℃で採取し，30 分後に 20℃

の恒温室内で密封養生した材齢 7 日の硬化体を SEM にて観察した。2000 倍と 5000 倍の

観察結果を図‐5.6に示す。80℃で採取した試験体は，20℃で採取した試験体と同じように

未水和セメント粒子の周りを反応物が覆い，空間にエトリンガイドが生成しているのが確

認できる。よって，どちらも生成物に違いがみられないことがわかる。この結果から，前述

と同様に，高流動型 1 時間開放タイプは，高温において，正常な水和反応をしていることが

わかり高温充填が可能な配合設計となっていることを実証した。 
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図‐5.6 20℃，80℃で採取した硬化体の SEM観察の写真 

 

 

5.5 まとめ 

各項目の実験結果を下記に整理する。 

1)フロー値 9～9.5 秒であり，開放時間 1 時間が可能であった。 

2)物性値は規格値を達成していた。 

3)高機能舗装への充填が確実であった。その時の充填率は 90%以上であった。 

4)高温（80℃）への充填が確実であった。その時の充填率は 90%以上であった。 

5)高温（80℃）採取した試験体の材齢 7 日において，強度低下は見られなかった。 

6)高温（80℃）採取した試験体の X 線解析において，生成物に差が見られなかった。 

7)高温（80℃）採取した試験体の SEM 観察において，生成物に差が見られなかった。 

 

開発した高流動型 1 時間開放タイプを伸縮装置前後 1m の高機能舗装に適用可能かを評

価・検証した結果，各項目の結果，考察も含めて以下の結論となった。 

高流動型 1 時間開放タイプは，空隙率 17%の高機能舗装への充填が可能であり，温度 80℃

の領域において，十分に充填が可能であり，1 時間で交通解放可能であることが明らかとな

20℃ 採取 

80℃ 採取 
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り，橋梁部伸縮装置前後 1m 区間における高機能舗装への適用可能性であることが実証さ

れた。これは，一般型と比較して高い充填性を有しているため，舗装としての性能低下を防

止し，舗装温度が 40℃まで下がるのを待たずに，80℃において充填作業が開始でき，なお

かつ 1 時間で交通開放が可能なため，作業効率向上と工期短縮となる事を示している。 
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第 6章  半たわみ性舗装用充填材の充填性評価 

6.1 充填性評価の概要 

現在，半たわみ性舗装に使用される充填材の規格は，前述のように NEXCO1)，国土交通

省 2)，東京都 3)，首都高速道路 4)，広島高速道路 5)等の各機関で流動性の性能を規定してい

る。表‐6.1に規格値を示す。 

 この表‐6.1に示す流動性は「プレパックドコンクリートにおける注入モルタルのコンシ

ステンシー試験方法(P 漏斗)」6)にて試験を行い，各種規格値内に収まる充填材が施工に用

いられる。 

 

表‐6.1 半たわみ性舗装用充填材の規格値 

機関名 
NEXCO 

設計要領第一集舗装編 

国土交通省 

舗装施工便覧 

東京都 

東京都土木材料仕様書 

流動性 9～13 秒 10～14 秒 10～14 秒 

機関名 
首都高速道路 

舗装設計施工要領 

広島高速道路 

舗装設計基準 

流動性 9～14 秒 10～14 秒 

 

NEXCO では，充填材に要求する性能として，全層に十分浸透できる流動性としている

が，強度を大きくして耐久性を良くし，乾燥収縮によるひびわれを防ぐことを重要とし，水

/セメント比を小さくすることを基本に配合設計を行うとしている。また，充填材を構成す

る材料では，セメントと特殊添加物，水を使用するとしており，流動性は水/セメント比の

変化により調整するとなっている。特殊添加物は乾燥収縮の低減を目的としたもので，ゴム

系エマルション，樹脂系エマルション，アスファルト乳剤等である。現在において最も流動

性の調整が可能とされる減水剤は，その他の材料として記されているが，目的は水/セメン

ト比の低減による強度増進である。P 漏斗の流下時間は推奨値として 9～11 秒を設定して

おり，ゴム系(SBR)エマルションを使用して，ポーラスアスファルト母体の空隙率を変えて

充填性を確認した結果，11 秒以下で無振動により全層に充填されたためである。これは，

規格値内である 12～13 秒では無振動で全層に充填されないとも言える。特に国土交通省の

規格として使用している舗装施工便覧や東京都の規格として使用している土木材料仕様書

では，P 漏斗の流下時間の規格値が 10～14 秒であるため，規格値内であっても実施工にお

いて振動が重要な充填手段となる。実際のポーラスアスファルト母体を使用した充填性の

評価は，半たわみ性混合物の単純曲げ試験用試験体作成時に確認を行うものとしているが，

明確な試験方法の記載はなく，通常は振動器を用いて十分な振動を与えて試験体を作成す

るため，充填性の評価として不十分と考えられる 7)。 

 また，実施工において P 漏斗の流下時間が下限値に近い 10 秒でもポーラスアスファルト

母体に確実に充填されない場合や，上限値を超えた充填材が実際にポーラスアスファルト

母体に充填される場合も見られる。特に高強度領域の充填材においては上限値を大幅に超
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えた P 漏斗の流下時間にも関わらず，十分な充填性を示す場合がある 8),9),10),11)。これは，P

漏斗の流下時間の規格と，流動性の調整を水/セメント比の調整に依存した充填材の管理，

プレミックス化が主流となった現在における様々な高性能 AE 減水剤の種類や添加量，その

他混和材料の使用からくるものと考えられる。 

そのため，P 漏斗の流下時間による流動性評価と実際のポーラスアスファルト母体への充

填性を整理する必要がある。よって，P 漏斗の流下時間と実際のポーラスアスファルト母体

への充填性の妥当性を評価するとともに，P 漏斗ではない他の流動性試験にて充填性が評価

できるのか検討を行うこととした。 

 

6.2 流動性試験と充填性の関係確認実験 

6.2.1 実験概要 

 超高強度タイプの充填材において，水/粉体比を変えることにより流動性を変化させ，規

格となる P 漏斗の流下時間およびその他の流動性試験を実施すると共に，ポーラスアスフ

ァルト母体への充填性を評価し，その関係について検討を行った。 

 

6.2.2 充填材の種類と配合 

 表‐6.2に実験に使用した充填材の粉体構成を示す。この充填材はポリカルボン酸系減水

剤を 0.2%添加した超高強度タイプのもので，標準水/粉体比 20%において，圧縮強度

60N/mm2（材齢 28 日）以上を示す性能を有する。この粉体に対して水/粉体比を 18.0%～

24.0%の範囲で 1％刻みとして実験を行った。充填材の練り混ぜは 1300rpm の高速ハンド

ミキサーで 2 分間行った。 

 

表‐6.2 粉体 No.1の粉体構成 

粉体 No. 普通ポルトランドセメント 超微粒子無機混和材 珪砂 有機混和剤 減水剤 

No.1-1 49.8 10.0 39.8 0.3 0.2 

wt% 

 

6.2.3 評価方法 

流動性試験は塑性粘度が支配的要因となる流動性評価の P 漏斗試験と，漏斗とは異なる

試験方法として降伏値が支配的要因となる流動性評価のテーブルフロー試験を行った 12)。

それぞれの試験方法を以下に示す。また，これらに加えてさらに，B 型粘度計にて粘度を測

定した。 

・P 漏斗：プレパックドコンクリートの注入モルタルの流動性試験方法(P 漏斗による方法) 

JSCE-F 521 に従い，P 漏斗を用い，規格量となる 1725mL の流下時間をストップウォ

ッチにて測定する。P 漏斗の形状および寸法を図‐6.1に示す。 
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図‐6.1 P漏斗の形状・寸法 

 

・テーブルフロー：JASS15 M-103 セルフレべリング材の品質基準に従い，内径 50mm×高

さ 100mm の円柱コーン(内容積約 200mL)に充填材を充填し，円柱を引き上げ横の広が

りを測定する 13)。 

・B 型粘度計：JIS Z 8803 液体の粘度測定方法に従い，回転粘度計(B 型粘度計)にて塑性

粘度を測定する 14)。 

また，ポーラスアスファルト母体への充填は写真‐6.1 に示す縦 300mm×横 300mm×高

さ 50mm，空隙率約 24%のポーラスアスファルト母体を 1/4 にカット(約 150mm×150mm

×50mm)したものを使用した。空隙率 24%のポーラスアスファルト母体は，NEXCO で規

定している半たわみ性舗装用のアスファルト混合物の粒度範囲から材料構成を決定してお

り，ストレートアスファルト，6 号砕石，細目砂，石粉で構成されている。材料構成を表‐

6.3 に，6 号砕石，細目砂，石粉の粒度と合成粒度を表‐6.4 に示す。このポーラスアスフ

ァルト母体の下面と側面を漏出しないようにシールしてから，充填材を上面より浸透させ，

質量変化により充填率を求めた。一般的な施工は充填材の散布後に振動ローラーによる振

動付与が施工条件となっているが，全てに均一な振動付与は難しいと考えられる。ゆえに，

充填率は静置下と振動下で測定した。まず，アスファルト母体の上面から徐々に充填材を散

布していき，母体内部への浸透が終わった時点で余剰な充填材を排除して静置下の充填率

を求めた。その後，振動数 2850vpm/50 Hz の小型振動モーター（3 相 200V）を振動源と

76 

192 

38 

φ 13 

セメントミルク 

        上面  

容量 :  1725  mL 

流出口 

[ 単位 : mm ] 



86 

 

するテーブルバイブレーター上で振動を 10 秒間与えながら徐々に充填材を散布していき，

更なる浸透が終わった時点で振動下の充填率を求めた。半たわみ性舗装の性能を有するた

めに必要な充填率は一般的に 80%以上とされているため 15)，静置下で 70%以上，振動下で

80%以上を目標充填率とした。 

 

 

写真‐6.1 ポーラスアスファルト母体 

 

表‐6.3 ポーラスアスファルト母体の材料構成 

ストレートアスファルト 60/80 6 号砕石 細目砂 石粉 

3.5 
86 9 5 

100 

(wt%) 

 

表‐6.4 ポーラスアスファルト母体の骨材粒度・合成粒度 

材料名 6 号砕石 細目砂 石粉 
合成粒度 

粒度範囲 

(NEXCO) 構成割合 86.0 9.0 5.0 

通貨質量 

百分率 

19 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

13.2 98.9 100.0 100.0 99.1 93～100 

4.75 4.2 100.0 100.0 17.8 14～32 

2.36 0.8 81.1 100.0 13.0 9～22 

0.6 ‐ 21.3 100.0 6.9 6～14 

0.3 ‐ 8.0 99.8 5.7 5～12 

0.15 ‐ 1.5 95.2 4.9 4～8 

0.075 ‐ 0.8 80.4 4.1 2～6 

(wt%) 
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6.2.4 試験結果 

 試験結果を表‐6.5に示す。また、図‐6.2に水/粉体比と P 漏斗の流下時間との関係、図

‐6.3 に水/粉体比と塑性粘度の関係、図‐6.4 に水/粉体比とテーブルフロー値との関係を

示す。 

 この結果、テーブルフロー値は水/粉体比の増加に従い、ほぼ直線的に増大し高い寄与率

となった。一方、P 漏斗の流下時間は水/粉体比 21%以上となると減少が緩やかとなり、寄

与率も低下した。塑性粘度の結果も同様の結果となった。 

図‐6.5に P 漏斗の流下時間と充填率の関係，図‐6.6にテーブルフロー値と充填率の関

係を示す。この結果，充填率は P 漏斗の流下時間の規格値を大幅に上回った場合でも高い

充填性を示しており，P 漏斗の規格値が充填性評価となっていないことが分かった。また，

テーブルフロー値は 340mm を超えると静置下でも高い充填性を示すことが分かり，これ

は，充填性評価を目的とした充填材の流動性管理として，テーブルフロー試験でも可能であ

ることを示唆している。 

 

表‐6.5 粉体 No.1-1の試験結果 

Sample No. 1-1 1-2 1-3 1-4 1-5 1-6 1-7 

粉体 No. 1-1 

水/試料比(％) 18 19 20 21 22 23 24 

流下時間(秒) 60.3 33.1 26.1 19.2 16.8 14.7 13.7 

テーブルフロー値(mm) 298 322 338 347 353 366 364 

粘度(mPa・s) 16700 7675 5038 2250 1798 1075 765 

充填率(%) 
静置下 27.8 34.2 69.0 80.8 82.0 83.9 88.0 

振動下 71.8 77.3 82.8 84.7 88.1 90.4 90.9 

 

 

 

図‐6.2 水/粉体比と P漏斗の流下時間との関係 
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図‐6.3 水/粉体比と塑性粘度の関係 

 

 

図‐6.4 水/粉体比とテーブルフロー値との関係 

 

 

図‐6.5 P漏斗の流下時間と充填率の関係 
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図‐6.6 テーブルフロー値と充填率の関係 

 

一般に，充填材は粘度と降伏値を有するビンガム体でモデル化される。このビンガム体

は管内を流動する際には図‐6.7に示すように栓流（Plugflow）となり，その流れは以下

の式で示される。 

 

        [1] 

 

 

図‐6.7 管内を流れるビンガム体の栓流モデル 

 

この式中の栓流半径（r0）が，管径（r)を上回った場合には流動しなくなる。本研究に

おいてはポーラスなアスファルト母体の内部空隙構造を，仮想細管として考えた。つま

り，アスファルト母体に充填材を流し込んだ際，注入口の高さで与えられる流動圧力と充

填材の降伏値で決まる栓流半径が，仮想細管の管径を上回った場合に流動が止まり，それ
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以上の充填が行われなくなると仮定した。この仮定によれば充填性に影響を与える要因は

降伏値となり，塑性粘度は充填に要する時間を支配する要因となる 16）。したがって，充填

性を管理するための試験方法はテーブルフロー試験の方が P 漏斗試験よりも妥当性が高い

と考えられる。 

 

6.3 各種流動性試験 

6.3.1 実験概要 

 超高強度タイプの充填材においては，充填性の評価としてテーブルフロー試験が最も適

していることが分かった。ここでは，普通タイプの充填材を用いて，水/粉体比を変えるこ

とにより流動性を変化させ，テーブルフロー試験及び P 漏斗の流下時間に加え，各種の流

動性試験を行いその結果より試験方法の比較評価を行った。 

 

6.3.2 充填材の種類と配合 

 表‐6.6に実験に使用した充填材の粉体構成を示す。この充填材はポリカルボン酸系高性

能 AE 減水剤を 0.06%添加した普通タイプのもので，一般的に広く用いられている。この粉

体に対して水/粉体比を 34.0%～50.0%の範囲で 4%刻みとして実験を行った。充填材の練り

混ぜは 1300rpm の高速ハンドミキサーで 2 分間行った。 

 

表‐6.6 粉体 No.2の粉体構成 

粉体 No. 普通ポルトランドセメント 炭酸カルシウム 化学混和剤 減水剤 

No.1-2 64.7 32.74 2.6 0.06 

(wt%) 

 

6.3.3 評価方法 

流動性試験は塑性粘度が支配的要因となる流動性評価の P 漏斗，J14 漏斗，JA 漏斗試験

を行った。また漏斗とは異なる試験方法として降伏値が支配的となる流動性評価のテーブ

ルフロー試験を円柱コーンの高さを変えて行った。また，B 型粘度計にて塑性粘度を測定し

た。J14漏斗，JA 漏斗およびテーブルフローの試験方法を以下に示す。 

・J14漏斗：充填モルタルの流動性試験方法 (案) JSCE-F 541 に従い，J14ロートを用い，

規格量となる約 630mL の流下時間をストップウォッチにて測定する 17)。 

・JA 漏斗：PC グラウトの流動性試験方法 (案) JSCE-F 531 に従い，JA ロートを用い，

規格量となる約 1000mL の流下時間をストップウォッチにて測定する 18)。 

・テーブルフロー：JASS15 M-103 セルフレべリング材の品質基準に従い，内径 50mm×高

さ 100mm の円柱コーン(内容積約 200mL)，内径 50mm×高さ 51mm の円柱コーン(内容

積約 100mL)に充填材を充填し，円柱を引き上げ横の広がりを測定する。 
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6.3.4 試験結果 

表‐6.7 に試験結果を示す。また，図‐6.8 に水/粉体比と各種漏斗の流下時間との関係，

図‐6.9に水/粉体比とテーブルフロー値の関係，図‐6.10に水/粉体比と塑性粘度の関係を

示す。これらの結果，テーブルフロー値はいずれも水/粉体比の増大に伴い，直線的に増大

し高い寄与率となった。一方，漏斗の流下時間はいずれの方法においても 42%以上の領域

では流下時間の減少が微減となる傾向が認められ寄与率も低くなっている。これらより，い

ずれの試験結果も前試験と同じ傾向となり，漏斗試験は塑性粘度を測定しており，それらよ

りも充填性を適切に評価するには，テーブルフロー試験の方が適していると考えられる。ま

た，テーブルフロー試験では内径 50mm×高さ 100mm の円柱コーンを使用した方が，差が

大きく，よりセンシティブに性能を評価できると考えられる。 

 

表‐6.7 粉体 No.1-2の試験結果 

Sample No. 1-8 1-9 1-10 1-11 1-12 

粉体 No. 1-2 

水/試料比(%) 34 38 42 46 50 

流下時間(秒) 

P ロート 36.6 16.7 11.8 9.9 9.3 

J14ロート 3.7 2.8 2.5 2.3 2.2 

JA ロート ‐ 37.2 19.1 15.6 13.3 

テーブルフロー値

(mm) 

φ50×51mm 141 179 206 220 245 

φ50×100mm 182 252 300 356 392 

粘度(mPa・s) 6635 3420 2462 1740 1338 

 

 

図‐6.8 水/粉体比と各種漏斗の流下時間との関係 
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図‐6.9 水/粉体比とテーブルフロー値の関係 

 

図‐6.10 水/粉体比と塑性粘度の関係 

 

 

6.4 各種充填材の流動性試験と充填性の関係 

6.4.1 実験概要 

高強度タイプの充填性の評価と同様に普通タイプの各種流動性試験においてもテーブル

フロー試験が充填性の評価に適していると考えられた。ここでは，各種の充填材を用いて水

/粉体比を変えることにより流動性を変化させ，P 漏斗試験とテーブルフロー試験を実施す

ると共に，アスファルト母材への充填性を評価し，その関係について検討を行った。 
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6.4.2 充填材の種類と配合 

表‐6.8 に実験に使用した充填材の粉体構成を示す。使用した充填材の粉体は，表‐6.6

に示す普通タイプ（粉体 No.1-2）と，硬化時間が異なる同様の減水剤を 0.06%添加した早

強タイプ（粉体 No.1-3）と 0.06%添加した超速硬タイプ（粉体 No.1-4），さらに普通タイ

プの減水剤添加量が 0%（粉体 No.1-5）と 0.1%（粉体 No.1-6）の合計 5 種類とした。こ

れらの粉体に対して水/粉体比を 38.0%～50.0%の範囲で 4%刻みとして実験を行った。充填

材の練り混ぜは 1300rpm のハイスピードハンドミキサーで 2 分間行った。 

 

表‐6.8 粉体 No.1-3～1-6 の粉体構成 

粉体 No. 

普通 

ポルトランド 

セメント 

早強 

ポルトランド 

セメント 

超速硬 

セメント 

炭酸 

カルシ 

ウム 

化学 

混和剤 

凝結 

遅延剤 
減水剤 

No.1-3 0 64.7 0 32.74 2.6 0 0.06 

No.1-4 0 0 64.7 32.74 2.6 0.3 0.06 

No.1-5 64.7 0 0 32.74 2.6 0 0 

No.1-6 64.7 0 0 32.74 2.6 0 0.1 

(wt%) 

 

6.4.3 評価方法 

 流動性試験は，実際に測定されている P 漏斗による流下時間と，各種流動性試験の結果

から流動性評価に適していると考えた内径 50mm×高さ 100mmの円柱コーンを使用したテ

ーブルフロー試験を行った。アスファルト母体への充填は前述と同様の空隙率の母体を使

用し，同様の方法で充填率を測定した。 

 

6.4.4 試験結果 

表‐6.9 に試験結果を示す。本試験の結果も同様に同一粉体配合では水/粉体比が高くな

るにつれ P 漏斗の流下時間は早くなり，テーブルフロー値は大きくなることが分かる。充

填率では，静置下において Sample No.1-13，1-21，1-22，では，P 漏斗の流下時間は規格

値内ではあるが，アスファルト母体への充填率が 20%以下と低く，表層からほとんど充填

していないことが分かる。振動下では，充填率は改善されるものの，Sample No.1-13，1-

14，1-21，1-22 では，P 漏斗の流下時間は同様に規格値内ではあるが，アスファルト母体

への充填率は 80%以下となり，これは振動付与が条件の実現場においても充填不足により

舗装性能が得られない可能性があると考えられる。 

充填率は，水/粉体比による降伏値と塑性粘度の変化に依存することは明らかである。こ

こで，低い充填率である Sample No.1-22 を基準として考えた場合，高い充填率を得るため

には水/粉体比を 8%増加させて 50%とした Sample No.1-24 とするか，もしくは同一の水/

粉体比で減水剤を 0.1%添加した Sample No.1-26とする必要がある。P 漏斗の流下時間は，

Sample No.1-24，Sample No.1-26 ともに 2.4 秒早くなっており，流下時間を変化させる効
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果は同様であったことが分かる。一方，テーブルフロー値は Sample No.1-24 が 78mm，

Sample No.1-26 が 113mm 大きくなっており，減水剤を添加したほうが，テーブルフロー

値を変化させる効果が大きいことが分かる。ゆえに，水/粉体比は P 漏斗の流下時間である

塑性粘度を変化させる手段として有効に働き，減水剤は塑性粘度とともにテーブルフロー

値である降伏値の変化にも有効に働くと言える。 

 

表‐6.9 粉体 No.1-2～1-6 の試験結果 

Sample No. 1-9 1-10 1-11 1-12 1-13 1-14 1-15 1-16 1-17 1-18 

粉体 No. 1-2 1-3 1-4 

水/試料比(%) 38 42 46 50 38 42 46 50 38 42 

流下時間 

(秒) 
16.7 11.8 9.9 9.3 13.6 11.7 10.4 9.8 12.5 10.3 

テーブルフロー値 

(mm) 
182 252 300 356 392 270 321 340 285 349 

粘度 

(mPa・s) 
6635 3420 2462 1740 1338 3200 2200 1278 1103 600 

充填率(％) 
静置下 29.0 64.7 73.9 82.2 19.9 22.9 61.0 78.9 51.6 86.8 

振動下 68.4 88.3 98.4 96.6 59.7 65.3 93.0 93.4 77.3 91.2 

Sample No. 1-19 1-20 1-21 1-22 1-23 1-24 1-25 1-26 1-27 1-28 

粉体 No. 1-4 1-5 1-6 

水/試料比(%) 46 50 38 42 46 50 38 42 46 50 

流下時間 

(秒) 
9.5 8.9 14.0 12.2 10.5 9.8 10.7 9.8 9.3 8.9 

テーブルフロー値 

(mm) 
375 401 237 251 282 329 322 364 394 419 

粘度 

(mPa・s) 
464 355 3600 3125 2538 1725 1820 1645 1023 419 

充填率(%) 
静置下 91.5 93.6 12.6 10.8 35.0 54.1 79.3 84.0 88.1 91.1 

振動下 95.6 97.0 36.1 45.2 81.2 88.2 82.8 87.0 91.6 96.7 

 

また，流動性の評価方法と充填性の相関性を明確にするため，Sample No.1-9～1-28 を同

時に比較した。図‐6.11 に P 漏斗の流下時間とアスファルト母体への充填率の関係，図‐

6.12にテーブルフロー値とアスファルト母体への充填率を示す。 

図‐6.11 から P 漏斗の流下時間と充填率の関係は，単項式と多項式とも高い寄与率から

相関性が認められ，多項式のほうがさらに高い相関性が認められる。図‐6.12 からテーブ

ルフロー値と充填率の関係は，単項式と多項式ともさらに高い寄与率となり，同様に多項式

のほうがさらに高い相関性が認められる。特に静置下では，寄与率が 0.9233と非常に高い。

近似式では，単項式より多項式のほうがどちらも高い相関性が導き出せ，流動性評価では，

P 漏斗の流下時間よりもテーブルフロー値のほうが高い相関性が導き出せた。 

また，P 漏斗の流下時間による流動性評価では，目標とする静置下での充填率 70%以上
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とするには 10 秒以下としても低い充填率があるため評価が難しく，振動下での充填率 80%

以上とするには，11 秒以下とすれば満足することができる。一方，テーブルフロー値によ

る流動性評価では，静置下での充填率 70%以上とするには 340mm 以上とし，振動下での

充填率 80%以上とするには，290mm 以上とすれば目標とする充填率を満足することができ

る。すなわち，テーブルフロー値による流動性評価が充填率を評価するには適しているとい

える。 

 

図‐6.11 P 漏斗の流下時間とアスファルト母体への充填率の関係 

 

 

図‐6.12 テーブルフロー値とアスファルト母体への充填率 
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 さらに，高強度タイプの Sample No.1-1～1-7 を追加して，全ての試験結果を同時に比較

した場合の P 漏斗の流下時間とアスファルト母体への充填率の関係を図‐6.13 に，テーブ

ルフロー値とアスファルト母体への充填率を図‐6.14に示す。 

 

 

図‐6.13 P 漏斗の流下時間とアスファルト母体への充填率の関係 

(Sample No.1～28) 

 

 

図‐6.14 テーブルフロー値とアスファルト母体への充填率の関係 

(Sample No.1～28) 
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図‐6.13での P 漏斗の流下時間と充填率の関係は，図‐6.11と比べ単項式，多項式とも

に極端に低い寄与率となり相関性は認められなくなった。一方，図‐6.14 でのテーブルフ

ロー値と充填率の関係は，粉体構成や水量の全く異なる配合を取り入れたにも関わらず単

項式，多項式ともに高い寄与率を維持しており，図‐6.12 と同様に相関性が認められた。

近似式では，単項式より多項式のほうがどちらも高い相関性が導き出せ，流動性評価では，

テーブルフロー値のみ相関性が導き出せた。 

また，P 漏斗の流下時間による流動性評価では，測定値が分散しており，相関性が認めら

れないため，充填率を評価する目標値を定めることは難しい。一方，テーブルフロー値によ

る流動性評価では，静置下での充填率 70%以上とするには前結果と同様に 340mm 以上と

し，振動下での充填率 80%以上とするには，300mm 以上とすれば目標とする充填率を満足

することができる。すなわち，前結果と同様にテーブルフロー値による流動性評価が充填性

を評価するには適しているといえる。 

 今回，充填性の確認で用いた半たわみ性舗装用充填材は，NEXCO をはじめとする各機関

で交通開放時間により区別している普通タイプ，早強タイプ，超速硬タイプの規格を満足す

るため，普通ポルトランドセメント，早強ポルトランドセメント，超速硬セメントを使用し

た充填材と，これらの流動性を変化させるために水/粉体比を変化させた充填材，流動性に

最も影響する高性能 AE 減水剤であるポリカルボン酸系減水剤添加の有無と添加量を変化

させた充填材，超微粒子無機系混和材のベアリング効果とポリカルボン酸系減水剤添加に

より減水させ流動性を付与した水/粉体比が全く異なる充填材である。これは，充填に必要

な流動性において，流動性の性能や性質に影響を与えるセメントの種類，水/粉体比，減水

剤，配合設計の違いが反映されており，異なる全ての要素が含まれている。ゆえに，これら

の流動性の性能や性質の異なる充填材を使用したにも関わらず，最終的に高い相関性を示

したテーブルフロー値と充填率の相関性を表した図‐6.14 の多項式は信頼性が高いと考え

られ，次式に示す。 

 

静置下の場合 

Y1＝－0.0018X2+1.6801X－290.53 式［2.1］ 

X：テーブルフロー値(mm) 

Y1：静置下の充填率(%) 

 

振動下の場合 

Y2＝－0.0021X2+1.64X－223.44 式［2.2］ 

X：テーブルフロー値(mm) 

Y2：振動下の充填率(%) 
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この多項式により，配合設計や材料検討において，テーブルフロー値の測定からポーラス

アスファルト母体への充填率を推測することが可能となる。 

今回使用したポーラスアスファルト母体は，NEXCO の配合設計をもとに表‐6.3，6.4に

示す配合で行っており，空隙率は 24%であり，今回の評価に限定されたものである。実際

の現場では，使用する骨材や配合設計が異なる。そのため，空隙率や空隙径が異なり，施工

も加味すると統一は難しい。空隙率や空隙径が大きくなれば今回の評価結果を反映させる

ことは可能だが，小さくなった場合は確認が必要となる。しかし，道路会社による半たわみ

性舗装用のポーラスアスファルト混合物の空隙率の設計は，NEXCO の規格である 21～

25%の中間である 23～24%となるよう行われているため，評価結果は，概ね反映できると

考えられる。 

 

 以上のことより，今回の試験においてもP漏斗の流下時間による塑性粘度の評価よりも，

テーブルフロー試験による降伏値の評価の方が充填性を的確に評価していると考えられる。

今回の実験範囲内ではあるが，テーブルフロー値が静置下であれば 340mm，振動下であれ

ば 300mm 以上で十分な充填性を示すものと推察される。また，式［2.1］，［2.2］により，

テーブルフロー値の評価結果から，静置下もしくは振動下における充填率を推測できると

考えられる。 

 

6.5 まとめ 

１)半たわみ性舗装用充填材の充填性を評価するため各種流動性試験を用いて検討した。そ

の結果，従来用いられている P 漏斗をはじめ漏斗による流下時間では充填性を判断する

のは難しく，テーブルフロー値の方がより的確に判断でき，特に内径 50mm×高さ

100mm の円柱コーンの評価が最も的確に判断できる可能性が高いことが分かった。 

2)充填性を向上させる手段として，水/粉体比の増加よりも減水剤の添加が，より効果的に

働くことが分かり，これは充填性の向上にもつながる。 

3)今回の実験範囲内ではあるが，静置下であればテーブルフロー値 340mm 以上，振動下

であればテーブルフロー値 300mm 以上で十分な充填性を示すものと推察される。実際

の現場における充填不良を低減させるためにも，テーブルフロー値の明確な範囲を示す

ことや低空隙率での確認が今後の課題である。 
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第 7章  新しい充填性確認試験方法の検討 

7.1 新しい充填性確認試験方法の概要 

半たわみ性舗装用充填材の配合設計において充填性は，P 漏斗の流下時間で評価するとと

もに，実際のポーラスアスファルト混合物で実母体を作成し，これに充填材を流し込み，充

填率で評価する方法がとられている。しかし，最も確実な評価としているポーラスアスファ

ルト母体への充填率評価では，ポーラスアスファルト母体を構成する骨材の粒度範囲や配

合，作成方法が統一しておらず 1)，空隙率等に個体差があり，ばらつきも多く，一度充填率

評価に利用したポーラスアスファルト母体は，再利用することが不可能である。 

また，近年では，半たわみ性舗装用充填材の配合設計は，プレミックス化が主流となって

いるため，セメント製品のプレミックス会社が行い，各道路会社に OEM 供給したり，現場

に納入している 2),3),4)。しかしプレミックス会社では，アスファルトをバインダーとしてい

るポーラスアスファルト母体を作成する能力がなく，作成は，アスファルトの知識や作成能

力を有する各道路会社のアスファルト混合物製造工場や技術研究所に委ねている。そのた

め，充填性評価の都度，ポーラスアスファルト母体の作成依頼をする必要があり，これは，

時間的なロスが大きく，同時に限定された評価となってしまう。 

そこでポーラスアスファルト母体を模擬し，実母体に近い空隙率を有し，なおかつ再利用

を可能とした新たな試験装置を考案し，実際のポーラスアスファルト母体と対比させなが

ら充填性の評価を行った。また，第 6 章で検討したように，P 漏斗の流下時間をはじめ，そ

の他の流動性評価方法にて流動性評価を行い，充填性評価の妥当性を検討するとともに理

論づけを行った。 

 

7.2 試験装置の充填性評価の確認実験 

7.2.1 実験概要 

試験装置の充填性評価の確認実験では，第 6 章で用いた充填材の中から汎用的に用いら

れている普通タイプと，水/粉体比が低く，高い強度設定の高強度型普通タイプを用いて，

減水剤の添加や水/粉体比を変化させた場合の，P 漏斗の流下時間およびその他の流動性評

価試験結果と試験装置の充填性の関係や，試験装置と実際のポーラスアスファルト母体へ

の充填性の関係を調べた。 

 

7.2.2 試験装置‐1 

ポーラスアスファルト混合物の空隙を模した簡易的な試験装置を考えるうえで重要なこ

とは，空隙の均一性と簡単な再現である。よって，同一径の球体を組み合わせて立体構造と

し，その空隙がポーラスアスファルト混合物の空隙を模擬できないか検討を行い，金属の結

晶構造を利用することとした。金属原子は結晶中で規則正しく配列しており，配列は繰り返

し単位となる単位格子が存在する。単位格子の中で六方細密構造は，図‐7.1に示すように，

一層で 1 個の原子に 6 個の原子が接し，図‐7.2に示す層を乗せた構造の繰り返しで正六角
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柱となる。図‐7.3 に六方細密構造を示す。ポーラスアスファルト混合物の空隙率は概ね

24%であり，六方細密構造では原子の充填率が必ず 74%となり，近似の空隙率 26%を常に

再現することが可能となる 5),6),7)。 

しかし，球体を利用して正六角柱の構造を再現することは難しい。六方細密構造は図‐

7.4に示すように 3 個の球体の上に１つの球体が乗る形となっているため，図‐7.5に示す

ように正三角錐にすることで再現性が向上し，簡易性が付与できると考え，正三角錐容器に

同一径の球体を充填する装置を考案した。図‐7.6に構造を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図‐7.1 六方細密構造の 1層目   図‐7.2 六方細密構造の 2層目 

 

 

 

 

 

 

 

図‐7.3 六方細密充填構造 1    図‐7.4 六方細密充填構造 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図‐7.5 六方細密充填の正三角錐構造 
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図‐7.6 正三角錐容器に充填した場合の六方細密充填構造 

 

考案した試験装置を写真‐7.1に示す。これは，繰り返しの試験が可能で，常に同一条件

となる簡易的な充填性の確認装置となっている。試験装置は上面が取り外し可能な 1 辺約

150mm のアクリル製正三角錐に直径 6mm，11mm の鋼製球体をそれぞれ六方最密充填と

したものである。1 辺を 150mm としたのは，充填高さが約 122mm となり，半たわみ性舗

装の最大厚みと考えられる 100mm に対応するためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真‐7.1 試験装置 

  

実験は上面中央に設けた内径 10mm の注入口から充填材を徐々に注入し，注入量より充填

率を求めた。図‐7.7，7.8，7.9，7.10に試験装置の寸法を示し，表‐7.1に試験装置概要

を示す。 

この試験装置は正三角錐で構成されているため，球体を詰めた際に，その球体は六方最密

充填の配置となる。六方最密充填となった場合，壁面を除いてその空隙率は三角錐体積の

26%となる。これは半たわみ性舗装用の母体であるポーラスアスアスファルト合材の空隙率

（約 24%）とほぼ同程度の値である。しかし，壁面の空隙率は，26%よりも高く母体との差

が大きいため，上面スポンジパッキンを設置して水平への充填を抑制するとともに，中央に

10mm の注入口を設けることで，充填率に及ぼす影響を少なくした。 

上 面 

側 面 

ゴムパッキン 

スポンジパッキン 

注入口 
鋼製球体 

アクリル三角錐容器 

アクリル蓋 
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 また，試験装置に用いる鋼球の直径を 6mm と 11mm の 2 水準とし，それぞれの試験装

置内の層を 23 層と 12 層とした。 

 

  

 

  図‐7.7 鋼球径 6ｍｍ試験装置(側面) 

 

 

図‐7.8 鋼球径 6ｍｍ試験装置(上面) 
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図‐7.9 鋼球径 11ｍｍ試験装置(側面) 

 

 

 

図‐7.10 鋼球径 11ｍｍ試験装置(上面) 
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表‐7.1 試験装置の概要 

項目 鋼球径 6mm 装置 鋼球径 11mm 装置 

鋼球径(mm) 6.0±0.1 11.0±0.1 

鋼球層数(層) 23  12  

鋼球数(個) 2300  364  

鋼球体積(mL) 0.11 0.7 

総鋼球体積(mL) 253.00 253.68 

装置内容量(mL) 398 

総空隙量(mL) 144.3 145 

 

 

 前述のように，充填材は塑性粘度と降伏値を有するビンガム体でモデル化される。このビ

ンガム体は管内を流動する際には栓流となり，その流れは前述のように以下の式［1］およ

び図‐7.11で示される。 

 

P

l
r

f






2
0  式［1］ 

 

 

図‐7.11 管内を流れるビンガム体の栓流モデル 

 

この式中の栓流半径（ 0r ）が，管半径（ r）を上回った場合には流動しなくなる。第 6 章

と同様にポーラスなアスファルト合材の内部構造を，球の充填構造でモデル化し，その隙間

を仮想細管として考えた 8）。つまり，この試験装置に充填材を流し込んだ際，注入口の高さ

で与えられる流動圧力と充填材の降伏値で決まる栓流半径が，仮想細管の管半径を上回っ

た場合に流動が止まり，それ以上の充填が行われなくなると仮定した。 
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また，充填材は振動下においては見かけ上降伏値が小さくなり，それに伴い栓流半径も小

さくなる。今回，鋼球の大きさを変えたのは，空隙径を変化させることにより栓流半径の違

いを反映させることを意図したもので，鋼球径が大きい条件を振動下における充填と想定

した。 

 

7.2.3 充填材の種類と配合 

 充填材の種類は，第 6 章における実際のポーラスアスファルト母体の充填性評価から，

セメントの種類による充填性への影響は少ないと考え，普通ポルトランドセメントを使用

した粉体構成の充填材とした。表‐7.2に，実験で使用した充填材用粉体の構成を示す。 

粉体 No.2-1 は，汎用的に用いられる普通ポルトランドセメントを使用した普通タイプで

高性能 AE 減水剤を添加しない粉体構成とした。この粉体 No.2-1 を使用し，水/粉体比を

42，46，50，54%に変化させた 4 種類の充填材を作成した。これは，流動性を支配する一

つである塑性粘度を変化させるために用い，水/粉体比により塑性粘度が変化した場合の充

填性への影響を確認するためである。 

粉体 No.2-2 は，粉体 No.1 に高性能 AE 減水剤であるポリカルボン酸系減水剤を 0.06%

添加した粉体構成とした。この粉体 No.2-2 を使用し，水/粉体比を 46%とした 1 種類の充

填材を作成した。これは，流動性を支配するもう一つである降伏値を変化させるために用い，

粉体 No.1 と同一の水/粉体比が 46%としたとき塑性粘度の変化よりも降伏値の変化を大き

くし，その時の充填性への影響を確認するためである。 

粉体 No.2-3 は，普通ポルトランドセメントを用いているが，粉体構成が全く異なる高強

度型とした。この粉体 No.2-3 を使用し，水/粉体比を 18～24%の範囲で，1%刻みで変化さ

せた 4 種類の充填材を作成した。これは，粉体構成に違いによる充填性への影響を確認す

るためである。 

このような考えのもと，普通ポルトランドセメントを用いたほぼ同一の粉体構成の 6 種

類の充填材と普通ポルトランドセメントを用いているが全く粉体構成や水/粉体比の異なる

7 種類の充填材の合計 13 種類を用いた。充填材の練り混ぜは 1300rpm のハイスピードハ

ンドミキサーで 2 分間行った。 

 

表‐7.2 半たわみ性舗装用充填材粉体の成分構成 

粉体 No. 
普通 

ポルトランドセメント 

超微粒子 

無機混和材 

炭酸 

カルシウム 
珪砂 

化学 

混和剤 
減水剤 

No.2-1 64.7 0 32.8 0 2.6 0 

No.2-2 64.7 0 32.74 0 2.6 0.06 

No.2-3 49.8 10.0 0 39.8 0.3 0.2 

(wt%) 
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7.2.4 評価方法 

流動性は第 6 章と同様に，塑性粘度が支配的要因となる流動性評価の P 漏斗の流下時間

による評価と，漏斗とは異なる試験方法として降伏値が支配的となる流動性評価のテーブ

ルフロー値による評価を行った 9)。それぞれの試験方法を以下に示す。 

・P 漏斗の流下時間：JSCE-F 521 に準拠。P 漏斗を用い，規格量となる 1725mL の流下時

間をストップウォッチにて測定する 10）。 

・テーブルフロー値：JASS 15 M-103 に準拠。内径 50mm，高さ 100mm の円柱コーンに

充填材を充填し，円柱を引き上げ横の広がりを測定する 11)。 

実母体への充填も第 6 章と同様の母体であり，縦 150mm×横 150mm×高さ 50mm，空隙

率約 24%，最大粒径 20mm のポーラスアスファルト混合物を用いて，下面と側面を漏出し

ないようシールし，上面から充填材を流し込み，重量変化により充填率を求めた。 

充填率は静置下と振動下で測定した。まず，実母体の上全面から充填材を徐々に散布して

いき，母体の内部への浸透が終わった時点（静置下）で余剰な充填材を排除して充填率を求

めた。その後，振動台の上で 50Hz の振動を 10 秒間与えながら徐々に充填材を散布してい

き，更なる浸透が終わった時点（振動下）で同様に充填率を求めた。半たわみ性舗装の性能

を有するために必要な充填材の充填率を考慮し，静置下では 70%以上，振動下では 80%以

上を目標値とした 12)。 

装置への充填は，まず，鋼球を正三角錐容器に六方細密充填にして詰め，スポンジパッキ

ンとゴムパッキンを乗せ，フタをネジで締めてから，装置上面が水平となるように装置を固

定する。次に，充填材を上面のφ10mm 穴から徐々に浸透させ，装置の内部への浸透が終わ

った時点で余剰な充填材を排除して充填率を求めた。写真‐7.2に浸透状況を示す。 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

写真‐7.2 鋼球径 11mmにおける充填材の浸透状況 
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7.2.5 試験結果 

表‐7.3 に粉体 No.2-1，2-2 の試験結果，表‐7.4 に粉体 No.2-3 の試験結果を示す。ま

た，前試験結果である P 漏斗の流下時間やテーブルフロー値と試験装置充填率との相関性

を判断するため，表‐7.3に示す普通タイプの粉体構成である粉体 No.2-1，2-2 における P

漏斗の流下時間と試験装置充填率の関係を図‐7.12，表‐7.4に示す高強度タイプの粉体構

成である粉体 No.2-3 における P 漏斗の流下時間と試験装置充填率の関係を図‐7.13，表‐

7.3 と表‐7.4 を同時に考えた粉体 No.2-1，2-2，2-3 における P 漏斗の流下時間と試験装

置充填率の関係を図‐7.14，表‐7.3に示す普通タイプの粉体構成である粉体 No.2-1，2-2

におけるテーブルフロー値と試験装置充填率の関係を図‐7.15，表‐7.4に示す高強度タイ

プの粉体構成である粉体 No.2-3 におけるテーブルフロー値と試験装置充填率の関係を図‐

7.16，表‐7.3と表‐7.4を同時に考えた粉体 No.2-1，2-2，2-3 におけるテーブルフロー値

と試験装置充填率の関係を図‐7.17に示す。その結果，以下の事が分かった。 

 

表‐7.3 粉体 No.2-1，2-2の流動性評価試験結果と充填率 

Sample No. 2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 

粉体 No. 2-1 2-2 

水/試料比(%) 42 46 50 54 46 

減水剤使用量(%) 0 0 0 0 0.06 

P 漏斗の流下時間(秒) 12.2 10.5 9.8 8.8 9.9 

テーブルフロー値(mm) 251 282 329 344 356 

実母体の 

充填率(%) 

静置下 10.8 35.06 54.1 69.9 73.9 

振動下 45.2 81.2 88.2 93.0 98.4 

試験装置の 

充填率(%) 

剛球径

6mm 
2.4 4.7 17.7 60.2 64.9 

剛球径

11mm 
12.6 64.6 81.0 89.2 96.9 

 

表‐7.4 粉体 No.2-3の流動性評価試験結果と充填率 

Sample No. 2-6 2-7 2-8 2-9 2-10 2-11 2-12 

粉体 No. 2-3 

水/試料比(%) 18 19 20 21 22 23 24 

P 漏斗の流下時間(秒) 60.3 33.1 26.1 19.2 16.8 14.7 13.7 

テーブルフロー値(mm) 298 322 338 347 353 366 364 

実母体の 

充填率(%) 

静置下 27.8 34.2 69.0 80.8 82.0 83.9 88.0 

振動下 71.8 77.3 82.8 84.7 88.1 90.4 90.9 

試験装置の 

充填率(%) 

剛球径

6mm 
2.9 12.3 20.9 40.2 47.2 58.8 85.0 

剛球径

11mm 
48.0 76.4 95.3 98.1 95.3 98.6 95.3 
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図‐7.12 粉体 No.2-1，2-2 における P漏斗の流下時間と試験装置充填率の関係 

 

 

図‐7.13 粉体 No.2-3における P漏斗の流下時間と試験装置充填率の関係 
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図‐7.14 粉体 No.2-1，2-2，2-3における P漏斗の流下時間と試験装置充填率の関係 

 

 

図‐7.15 粉体 No.2-1，2-2 におけるテーブルフロー値と試験装置充填率の関係 
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図‐7.16 粉体 No.2-3におけるテーブルフロー値と試験装置充填率の関係 

 

 

図‐7.17 粉体 No.2-1，2-2，2-3におけるテーブルフロー値と試験装置充填率の関係 
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 図‐7.12 から粉体 No.2-1，2-2 における P 漏斗の流下時間と試験装置充填率の関係は，

鋼球径 11mm では単項式，多項式ともに高い寄与率から相関性が認められた。しかし，6mm

では低い寄与率となり相関性は低下した。図‐7.13 から粉体 No.2-3 における P 漏斗の流

下時間と試験装置充填率の関係は，鋼球径 6mm，11mm において単項式，多項式ともに高

い寄与率から相関性が認められた。しかし，図‐7.14から粉体 No.2-1，2-2，2-3 における

P 漏斗の流下時間と試験装置充填率の関係は，鋼球径 6mm，11mm のどちらも単項式，多

項式ともに低い寄与率となり相関性が認めらなくなった。これは，粉体 No.2-1 と粉体 No.2-

2，もしくは粉体 No.2-3 のように同じ粉体構成であれば，水/粉体比の変化や高性能 AE 減

水剤の添加による流動性変化を P 漏斗の流下時間で評価した場合は，装置充填率を反映す

るが，粉体 No.2-1，2-2 や粉体 No.2-3 のようにまったく異なる粉体構成を交えて，流動性

変化を P 漏斗の流下時間で評価した場合は，装置充填率を反映することは難しいと考えら

れる。 

 一方，図‐7.15 から粉体 No.2-1，2-2 におけるテーブルフロー値と試験装置充填率の関

係は，鋼球径 6mm，11mm において単項式，多項式ともに高い寄与率から相関性が認めら

れた。図‐7.16から粉体 No.2-3 におけるテーブルフロー値と試験装置充填率の関係は，同

様に鋼球径 6mm，11mm において単項式，多項式ともに高い寄与率から相関性が認められ

た。また，図‐7.17から粉体 No.2-1，2-2，2-3 におけるテーブルフロー値と試験装置充填

率の関係は，鋼球径 6mm，11mm において単項式，多項式ともに高い寄与率から相関性が

認められた。これは，水/粉体比の変化や高性能 AE 減水剤の添加による流動性変化をテー

ブルフロー値で評価した場合や，粉体 No.2-1，2-2 や粉体 No.2-3 のようにまったく異なる

粉体構成を交えて，流動性変化をテーブルフロー値で評価した場合でも，同様に装置充填率

を反映すると考えられる。ゆえに，第 6 章で評価した実際のポーラスアスファルト母体の

充填性評価結果と同様に，塑性粘度が支配的となる P 漏斗の流下時間による流動性評価よ

り，降伏値が支配的となるテーブルフロー値による流動性評価のほうが，水/粉体比や高性

能 AE 減水剤，粉体構成により流動性の性質を大きく変化させた場合でも，装置の充填率を

反映しており，充填性を評価するのに適している。 

 第 6 章では，空隙率 24%で厚み 50mm の実際のポーラスアスファルト母体において，静

置下で目標の 70%以上を満足するためにはテーブルフロー値を 340mm 以上，振動下で目

標の 80%以上を満足するためにはテーブルフロー値を 300mm 以上としており，寄与率が

高い図‐7.17 の多項式を用いて，テーブルフロー値から装置の目標とする充填率を求める

ことができる。鋼球径 6mm，11mm，2 種類の多項式を式［3.1］，［3.2］に示す。 

 

鋼球径 6mm の場合 

Y3＝0.01X2－5.5511X＋770.73 式［3.1］ 

X：テーブルフロー値(mm) 

Y3：鋼球径 6mm の充填率(%) 
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鋼球径 11mm の場合 

Y4＝－0.0042X2+3.2998X－549.29 式［3.2］ 

X：テーブルフロー値(mm) 

Y4：鋼球径 11mm の充填率(%) 

 

 この 2 種類の式に第 6 章で提示した静置下における実際のポーラスアスファルト母体の

目標充填率である 70%以上が得られるテーブルフロー値の目標値である 340mm と振動下

における実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率である 80%以上が得られるテーブ

ルフロー値の目標値である 300mm を X に代入して導き出される静置下と振動下を想定し

た装置の目標充填率を表‐7.5に示す。 

 

表‐7.5 テーブルフロー値からの装置の目標充填率 

項目 静置下 振動下 

鋼球径 6mm 39.355% 5.4% 

鋼球径 11mm 87.122% 80.65% 

 

鋼球径 6mm では，振動下で約 5%以上，静置下で約 39%以上となり，鋼球径 11mm で

は，振動下で約 81%以上，静置下で約 87%以上となった。鋼球径 6mm は，振動下で非常

に小さい目標充填率となった。これは，もともと静置下を想定しており，振動下の目標値で

あるテーブルフロー値が 300mm では，充填性を評価することができないと考えられる。ま

た，鋼球径 11mm は，振動下を想定しているが，どちらでも充填性を評価することは可能

と考えられる。ゆえに，装置の充填率が，鋼球径 6mm では，充填率が 39%以上であれば静

置下のポーラスアスファルト母体に 70%以上充填され，また，鋼球径 11mm では，充填率

が 81%以上であれば振動下のポーラスアスファルト母体に 80%以上充填され，充填率が

87%以上であれば静置下のポーラスアスファルト母体に 70%以上充填されることとなる。 

また，試験装置充填率と実際のポーラスアスファルト母体充填率の相関性を判断するた

め，表‐7.3に示す普通タイプの粉体構成である粉体 No.2-1，2-2 における試験装置充填率

と静置下のポーラスアスファルト母体充填率の関係を図‐7.18，表‐7.4に示す高強度タイ

プの粉体構成である粉体 No.2-3 における試験装置充填率と静置下のポーラスアスファルト

母体充填率の関係を図‐7.19，表‐7.3 と 7.4 を同時に考えた粉体 No.2-1，2-2，2-3 にお

ける試験装置充填率と静置下のポーラスアスファルト母体充填率の関係を図‐7.20，表‐

7.3に示す普通タイプの粉体構成である粉体 No.2-1，2-2 における試験装置充填率と振動下

のポーラスアスファルト母体充填率の関係を図‐7.21，表‐7.4に示す高強度タイプの粉体

構成である粉体 No.2-3 における試験装置充填率と振動下のポーラスアスファルト母体充填

率の関係を図‐7.22，表‐7.3 と 7.4 を同時に考えた粉体 No.2-1，2-2，2-3 における試験

装置充填率と振動下のポーラスアスファルト母体充填率の関係を図‐7.23 に示す。その結

果，以下の事が分かった。 
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図‐7.18 粉体 No.2-1，2-2における装置充填率と 

静置下のポーラスアスファルト母体充填率の関係 

 

 

図‐7.19 粉体 No.2-3における装置充填率と 

静置下のポーラスアスファルト母体充填率の関係 
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図‐7.20 粉体 No.2-1，2-2，2-3における装置充填率と 

静置下ポーラスアスファルト母体充填率の関係 

 

 

図‐7.21 粉体 No.2-1，2-2における装置充填率と 

振動下のポーラスアスファルト母体充填率の関係 
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図‐7.22 粉体 No.2-3における装置充填率と 

振動下のポーラスアスファルト母体充填率の関係 

 

 

図‐7.23 粉体 No.2-1，2-2，2-3における装置充填率と 

振動下のポーラスアスファルト母体充填率の関係 
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図‐7.18 から粉体 No.2-1，2-2 における装置充填率と静置下のポーラスアスファルト母

体充填率の関係は，鋼球径 6mm，11mm において単項式，多項式ともに高い寄与率から相

関性が認められた。特に鋼球径 11mm の多項式では R2＝0.9902 と非常に高くなっている。

図‐7.19 から粉体 No.2-3 における装置充填率と静置下のポーラスアスファルト母体充填

率の関係は，同様に鋼球径 6mm，11mm において単項式，多項式ともに高い寄与率から相

関性が認められた。また，図‐7.20から粉体 No.2-1，2-2，2-3 における装置充填率と静置

下のポーラスアスファルト母体充填率の関係は，鋼球径 6mm，11mm において単項式，多

項式ともに高い寄与率から相関性が認められた。特に鋼球径 11mm の多項式では R2＝

0.9609 と非常に高くなっている。これは，水/粉体比の変化や高性能 AE 減水剤の添加によ

る流動性変化を装置充填性で評価した場合や，粉体 No.2-1，2-2 や粉体 No.2-3 のようにま

ったく異なる粉体構成を交えて，流動性変化を装置充填性で評価した場合でも，同様に充填

率を反映すると考えられる。 

図‐7.21 から粉体 No.2-1，2-2 における装置充填率と振動下のポーラスアスファルト母

体充填率の関係は，鋼球径 6mm，11mm において単項式，多項式ともに高い寄与率から相

関性が認められた。特に鋼球径 11mm の多項式では R2＝0.9975 と非常に高くなっている。

図‐7.22 から粉体 No.2-3 における装置充填率と振動下のポーラスアスファルト母体充填

率の関係は，同様に鋼球径 6mm，11mm において単項式，多項式ともに高い寄与率から相

関性が認められた。特に鋼球径 11mm の多項式では R2＝0.9944 と非常に高くなっている。

また，図‐7.23から粉体 No.2-1，2-2，2-3 における装置充填率と振動下のポーラスアスフ

ァルト母体充填率の関係は，鋼球径 11mm において単項式，多項式ともに高い寄与率から

相関性が認められた。しかし，鋼球径 6mm において多項式では高い寄与率だが，単項式で

は寄与率が低下している。これは，鋼球径 6mm を静置下による実際のポーラスアスファル

ト母体の充填を想定しており寄与率が低くなっていると考えられる。単項式での評価では

鋼球径 6mm において相関性が低くなるが，多項式の評価においては，水/粉体比の変化や

高性能 AE 減水剤の添加による流動性変化を装置充填性で評価した場合や，粉体 No.2-1，

2-2 や粉体 No.2-3 のようにまったく異なる粉体構成を交えて，流動性変化を装置充填性で

評価した場合でも，同様に充填率を反映すると考えられる。 

図‐7.20，7.23から装置の充填率と実際のポーラスアスファルト母体の充填率の関係は，

最も高い寄与率から式［4.1］，［4.2］，［4.3］，［4.4］に示す多項式で表すことができる。 

 

静置下における鋼球径 6mm の場合 

Y5＝0.013X2－0.4207X－5.8292 式［4.1］ 

X：静置下のポーラスアスファルト母体の充填率(%) 

Y5：鋼球径 6mm の充填率(%) 
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静置下における鋼球径 11mm の場合 

Y6＝－0.0187X2+2.8657X－13.22 式［4.2］ 

X：静置下のポーラスアスファルト母体の充填率(%) 

Y5：鋼球径 11mm の充填率(%) 

 

振動下における鋼球径 6mm の場合 

Y7＝0.0552X2－6.4175X－178.68 式［4.3］ 

X：振動下のポーラスアスファルト母体の充填率(%) 

Y7：鋼球径 6mm の充填率(%) 

 

振動下における鋼球径 11mm の場合 

Y8＝－0.0094X2+3.086X－109.98 式［4.4］ 

X：振動下のポーラスアスファルト母体の充填率(%) 

Y8：鋼球径 11mm の充填率(%) 

 

 この 4 種類の式に実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率である静置下の 70%と

振動下の 80%を代入して導き出される，装置の鋼球径 6mm と 11mm における目標充填率

を表‐7.6に示す。 

 

表‐7.6 実際の母体目標充填率からの装置の目標充填率 

項目 静置下 振動下 

鋼球径 6mm 41.2902% 18.56% 

鋼球径 11mm 95.745% 76.74% 

 

 鋼球径 6mm では，実際のポーラスアスファルト母体に静置下において目標値である 70%

以上の充填率を得るには，約 41%以上の充填率が必要となり，振動下において目標値であ

る 80%以上の充填率を得るには，約 19%以上の充填率が必要となる。鋼球径 11mm では，

実際のポーラスアスファルト母体に静置下において目標値である 70%以上の充填率を得る

には，約 96%以上の充填率が必要となり，振動下において目標値である 80%以上の充填率

を得るには，約 77%以上の充填率が必要となる。鋼球径 6mm は，振動下で低い目標充填率

となった。これは，もともと静置下を想定しており，振動下における充填率 80%以下の評

価をするのは難しいと考えられる。また，鋼球径 11mm は，静置下で 100%近い目標充填率

となった。これも同様に，もともと振動下を想定しており，静置下における充填率 70%以

上の評価をするのは難しいと考えられる。 

 ゆえに，装置の充填率が，鋼球径 6mm では，充填率が 41%以上であれば静置下のポーラ

スアスファルト母体に 70%以上充填され，また，鋼球径 11mm では，充填率が 77%以上で

あれば振動下のポーラスアスファルト母体に 80%以上充填されることとなる。この装置の
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目標充填率の値は，前述のテーブルフロー値と装置の目標充填率の関係から導き出した値

と近似している。これは，テーブルフロー値による評価と目標値が実際のポーラスアスファ

ルト母体への充填性と鋼球径 6mm と 11mm の装置の充填性を的確に評価し，鋼球径 6mm

の装置による充填性の評価と目標充填率が静置下における実際のポーラスアスファルト母

体の充填性を的確に評価し，鋼球径 11mm の装置による充填性の評価と目標充填率が，振

動下における実際のポーラスアスファルト母体の充填性を的確に評価していると考えられ

る。 

これらの結果から，最終的に目標とする装置の充填率は，静置下の実際のポーラスアスフ

ァルト母体を想定した場合は，鋼球径 6mm において 40%以上，振動下の実際のポーラス

アスファルト母体を想定した場合は，鋼球径 11mm において 80%となる。 

また，テーブルフロー値から鋼球径 6mm の装置の充填率を導く式［3.1］，テーブルフロ

ー値から鋼球径 11mm の装置の充填率を導く式［3.2］，鋼球径 6mm の装置の充填率から

静置下における実際のポーラスアスファルト母体の充填率を導く式［4.1］，鋼球径 11mm の

装置の充填率から振動下における実際のポーラスアスファルト母体の充填率を導く式［4.4］

は，信頼性が高いと考えられる。 

  

以上より充填性を確認するための試験装置は，実母体の充填率の傾向を大凡再現してい

るものと思われる。 

今回は実験数が少ないため，最適な鋼球径の検討を含め，今後さらにデータの蓄積を行い，

より適切な回帰式を含め，精度の高い相関関係について検討を進め，充填性評価の新たな手

法について提案していく予定である。 

 

7.2.6 まとめ 

半たわみ性舗装用充填材の充填性を評価するため，実際のポーラスアスファルト母体を

模擬し，鋼球径 6mmと 11mmの球体を正三角錐容器に六方細密充填させた装置を考案し，

各種流動性試験や実際のポーラスアスファルト母体の充填性から検討した結果，以下のこ

とが分かった。 

1)従来用いられている P 漏斗による流下時間では，鋼球径 6mm と 11mm の装置の充填性

を判断するのは難しく，内径 50mm×高さ 100mm の円柱コーンによるテーブルフロー

値の方がより的確に判断できる可能性が高いことが分かった。 

2)鋼球径 6mm と 11mm の装置は，実際のポーラスアスファルト母体の充填率との相関性

が認められ，充填性の評価が可能であると判断できた。なかでも鋼球径 6mm の装置

は，静置下における実際のポーラスアスファルト母体の充填性を評価し，鋼球径 11mm

の装置は，振動下における実際のポーラスアスファルト母体の充填性を評価しているこ

とが分かった。 

3)今回の実験範囲内ではあるが，静置下における実際のポーラスアスファルト母体の目標充
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填率 70%以上を得るには，鋼球径 6mm の装置において 40%以上，振動下における実際

のポーラスアスファルト母体の目標充填率 80%以上を得るには，鋼球径 11mm の装置に

おいて 80%以上の充填率であれば十分な充填性を示すものと推察される。今後は，デー

タの蓄積を行い，導きだした値の信頼性を向上させるとともに，最適な試験装置の確立を

行っていきたい。 
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7.3 試験装置の充填性評価と理論充填率 

7.3.1 実験概要 

 半たわみ性舗装用充填材の充填性を評価する新しい試験装置が，実際のポーラスアスフ

ァルト母体の充填性を評価できる可能性を示した。また，充填性を評価するための流動性評

価は，塑性粘度が支配的となる P 漏斗の流下時間より降伏値が支配的となるテーブルフロ

ー値の評価が，試験装置や実際のポーラスアスファルト母体の充填性を適切に評価してい

る可能性を示した。しかし，実験に使用した充填材は，半たわみ性舗装用に粉体構成を調整

した充填性を重視した市販品を基本としたものであり，水/粉体比や高性能 AE 減水剤によ

り流動性を変化させて実験を行っているが，基本的な粉体構成の考え方は同一である。ゆえ

に， 粉体構成に市販品の基本である充填性の要素を取り入れず，目標とした P 漏斗の流下

時間とテーブルフロー値の組み合わせから，実験用に新たな充填材を作成して，この充填材

を試験装置や実際のポーラスアスファルト母体へ浸透させて流動性評価と充填性の相関性

を評価した。さらに，充填材が有する降伏値をもとにした考えから，試験装置の理論充填率

を理論式によって推測し，実際の試験装置やポーラスアスファルト母体の充填率と比較し

て検証した。 

 

7.3.2 試験装置‐2 

 前実験では，鋼球径 6mm と 11mm の球体を使用した試験装置を用いて行っている。鋼

球径 6mm と 11mm の球体を比較した場合，実際のポーラスアスファルト母体の充填性と

の相関性は，鋼球径 11mm の球径のほうが高くなっており，振動下の目標充填率が表‐7.5

と表‐7.6 に示すように約 80%と実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率である

80%を概ね再現していた。しかし，静置下における実際のポーラスアスファルト母体の目標

充填率である 70%以上を得るためには，鋼球径 11mm において表‐7.5に示すように 95%

以上となり評価の範囲が狭くなる。また，鋼球径 6mm は，静置下の充填性評価を想定し鋼

球径 11mm よりも空隙径を小さくしているため，振動下の充填率は表‐7.5 に示すように

非常に低くなり評価が難しく，表‐7.5 と表‐7.6 に示すように目標充填率が約 40%とな

り，静置下の充填性評価は可能であるが，実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率で

ある 70%との差が大きい。そのため今回の実験で使用する鋼球径は，高い相関性を有する

11mm と，静置下の充填性評価をさらに向上させるため 6mm と 11mm の中間を目標充填

率として，6mmと 11mmの中間の空隙径が形成できる 9mmの 2種類として，鋼球径 11mm

は 12 層とし鋼球径 9mm は 15 層とした。正三角錐容器では，上面の注入口に内径φ10mm

×長さ 50mm の円柱パイプを接続させ，3 か所に空気口を設けた。そのほかは，前実験と

同様の装置である。表‐7.7 に試験装置の概要，図‐7.24 に鋼球径 11mm の試験装置の寸

法を示す。 
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表‐7.7 試験装置の概要 

項目 鋼球径 9mm 装置 鋼球径 11mm 装置 

鋼球径(mm) 9.0±0.1 11.0±0.1 

鋼球層数(層) 15  12  

鋼球数(個) 680  364  

鋼球体積(mL) 0.38 0.7 

総鋼球体積(mL) 258.4 253.68 

装置内容量(mL) 398 

総空隙量(mL) 139.6 145 

 

 

 

図‐7.24 鋼球径 11ｍｍ試験装置(側面) 

 

 

7.3.3 実際のポーラスアスファルト母体の充填性の確認実験 

7.3.3.1 実験概要 

実際のポーラスアスファルト母体の充填性の確認実験では，目標とする P 漏斗の流下時

間とテーブルフロー値を有する充填材を調整し，この充填材を実際のポーラスアスファル

ト母体に浸透させ，P 漏斗の流下時間やテーブルフロー値と実際のポーラスアスファルト母

体の充填性の関係を調べた。 
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7.3.3.2 充填材の種類と配合 

充填材の粉体構成を普通ポルトランドセメントと流動性を調整する増粘剤とし，さらに

液体の高性能 AE 減水剤と水/粉体比により流動性を調整して，P 漏斗の流下時間とテーブ

ルフロー値を任意にコントロールした充填材を作成した。テーブルフロー値では，200～

400mm の範囲とし，200～225，225~275，275～325，325～375，375～425ｍｍにグルー

プ分けを行い(以下 200，250，300，350，400 とする)，Ｐ漏斗流下時間では 7 秒～19 秒の

範囲とし，7～9，9～11，11～13，13～15，15～17，17～19 秒とグループ分けを行い（以

下 8，10，12，14，16，18 とする），それぞれを組み合わせた充填材とした。表‐7.8に使

用した材料，表‐7.9に配合の組み合わせ，表‐7.10に充填材の構成を示す。 

練り混ぜにはハンドミキサーを使用し，1 バッチあたりの練り混ぜ量を約 5kg とした。 

手順は，水と高性能 AE 減水剤を練り混ぜ容器に投入し，その後粉体を投入し 60 秒間練り

混ぜを行った。 

 

表‐7.8 使用材料 

種類 材料名 成分名他 

セメント 普通ポルトランドセメント 密度 3.16g/cm3 

増粘剤 粉体増粘剤 ヒドロキシプロピルメチルセルロース 

減水剤 液体高性能 AE 減水剤 ポリカルボン酸エーテル化合物 

 

表‐7.9 P漏斗の流下時間とテーブルフロー値の組み合わせ配合 

項目 
P 漏斗の流下時間(秒) 

8 10 12 14 16 18 

テーブルフロー値 

(mm) 

200 － － 

〇 

Sample 

No.3-1 

〇 

Sample 

No.3-2 

〇 

Sample 

No.3-3 

〇 

Sample 

No.3-4 

250 － 

〇 

Sample 

No.3-5 

〇 

Sample 

No.3-6 

〇 

Sample 

No.3-7 

〇 

Sample 

No.3-8 

－ 

300 

〇 

Sample 

No.3-9 

〇 

Sample 

No.3-10 

〇 

Sample 

No.3-11 

〇 

Sample 

No.3-12 

－ － 

350 

〇 

Sample 

No.3-13 

〇 

Sample 

No.3-14 

〇 

Sample 

No.3-15 

－ － － 

400 

〇 

Sample 

No.3-16 

〇 

Sample 

No.3-17 

〇 

Sample 

No.3-18 

－ － － 
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表‐7.10 充填材の構成 

Sample No. 3-1 3-2 3-3 3-4 3-5 3-6 

水/セメント比(%) 61.3 51.5 51.5 51.5 51.5 72.4 

増粘剤/セメント比(%) 0.19 0.09 0.12 0.14 － 0.10 

減水剤/セメント比(%) － － － － － － 

Sample No. 3-7 3-8 3-9 3-10 3-11 3-12 

水/セメント比(%) 72.6 66.8 92.3 85.4 66.7 72.6 

増粘剤/セメント比(%) 0.34 0.40 0.15 0.22 0.07 0.31 

減水剤/セメント比(%) 0.21 0.20 0.22 0.22 － 0.17 

Sample No. 3-13 3-14 3-15 3-16 3-17 3-18 

水/セメント比(%) 85.4 61.3 85.2 85.2 85.2 72.6 

増粘剤/セメント比(%) 0.15 － － － － 0.28 

減水剤/セメント比(%) 0.22 － 0.11 0.07 － 0.20 

 

 

7.3.3.3 評価方法 

 前実験と同様に，P 漏斗の流下時間を JSCE-F 521 に準拠して測定し，テーブルフロー値

を JASS 15 M-103 に準拠し内径 50mm，高さ 100mm の円柱コーンにて測定した。また，

充填材の充填率は，同様のポーラスアスファルト母体を使用して，静置下と振動下において

同様の方法で測定した。 

 

7.3.3.4 試験結果 

 表‐7.11に P 漏斗の流下時間とテーブルフロー値と実際のポーラスアスファルト母体の

充填率を示す。また，図‐7.25に静置下における P 漏斗の流下時間と実際のポーラスアス

ファルト母体の充填率の関係，図‐7.26に振動下における P 漏斗の流下時間と実際のポー

ラスアスファルト母体の充填率の関係，図‐7.27 に静置下におけるテーブルフロー値と実

際のポーラスアスファルト母体の充填率の関係，図‐7.28 に振動下におけるテーブルフロ

ー値と実際のポーラスアスファルト母体の充填率の関係を示す。 
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表‐7.11 充填材の流動性評価試験と実際のポーラスアスファルト母体の充填率 

Sample No. 3-1 3-2 3-3 3-4 3-5 3-6 

Ｐ漏斗の流下時間（秒） 17.08 14.67 12.85 16.21 15.81 10.91 

テーブルフロー値（mm） 200 200 210 210 235 250 

実母体充填率(%) 
静置下 25.46 27.87 41.74 20.53 67.47 47.86 

振動下 33.96 39.12 56.53 27.79 73.06 63.83 

Sample No. 3-7 3-8 3-9 3-10 3-11 3-12 

Ｐ漏斗の流下時間（秒） 11.22 13.79 11.08 10.03 13.32 8.86 

テーブルフロー値（mm） 250 270 290 300 300 320 

実母体充填率(%) 
静置下 52.13 66.24 57.32 80.8 77.96 84.52 

振動下 64.97 75.18 69.58 87.3 86.95 93.93 

Sample No. 3-13 3-14 3-15 3-16 3-17 3-18 

Ｐ漏斗の流下時間（秒） 8.91 11.37 9.27 12.09 9.22 8.65 

テーブルフロー値（mm） 350 360 365 395 410 420 

実母体充填率(%) 
静置下 83.6 79.8 85.1 75.11 94.24 85.7 

振動下 90.02 87.17 88.1 78.98 99.91 87.8 

 

 

 

図‐7.25 静置下における P漏斗の流下時間と 

実際のポーラスアスファルト母体の充填率の関係 
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図‐7.26 振動下における P漏斗の流下時間と 

実際のポーラスアスファルト母体の充填率の関係 

 

 

図‐7.27 静置下におけるテーブルフロー値と 

実際のポーラスアスファルト母体の充填率の関係 
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図‐7.28 振動下におけるテーブルフロー値と 

実際のポーラスアスファルト母体の充填率の関係 

 

 表‐7.11，図‐7.25，7.26から，P 漏斗の流下時間が規格内であっても，静置下において

目標とする充填率 70%以下，振動下において目標とする充填率 80％以下の充填材が多数存

在している。また，第 6 章で示したテーブルフロー値の範囲は，静置下において目標とする

充填率 70%以上とするためには 340mm 以上，振動下において目標とする充填率 80%以上

とするためには 300mm 以上としている。表‐7.11，図‐7.27，7.28 から，テーブルフロ

ー値が 340mm 以上であれば，静置下において目標とする充填率 70%以上，テーブルフロ

ー値が 300mm 以上であれば，振動下において目標とする充填率 80%以上となっている。 

 図‐7.25，7.27 の近似単項式と多項式による寄与率から，静置下における P 漏斗の流下

時間とテーブルフロー値の充填率の相関性を比較すると，テーブルフロー値が高くなり高

い相関性となっている。また，図‐7.26，7.28 の近似単項式と多項式による寄与率から，

振動下における P 漏斗の流下時間とテーブルフロー値の充填率の相関性を比較すると，静

置下と同様にテーブルフロー値が高くなり高い相関性となっている。 

 以上より，前述と同様に塑性粘度が支配的となる P 漏斗の流下時間より降伏値が支配的

となるテーブルフロー値による流動性評価が，実際のポーラスアスファルト母体への充填

性を的確に評価できると考えられる。また，今回作成した充填材においてもテーブルフロー

値が静置下において 340mm 以上，振動下において 300mm 以上とした範囲は，概ね信頼で

きると考えられる。 
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7.3.4 試験装置の充填性の確認実験 

7.3.4.1 実験概要 

試験装置の充填性の確認実験では，目標とする P 漏斗の流下時間とテーブルフロー値を

有する充填材を，図‐7.24 に示す鋼球径 9mm と 11mm の試験装置に浸透させて，実際の

ポーラスアスファルト母体の充填率との関係を調べた。 

 

7.3.4.2 充填材の種類と配合 

充填材は，粉体構成を普通ポルトランドセメントと流動性を調整する増粘剤とし，さらに

液体の高性能 AE 減水剤と水/粉体比により流動性を調整して，P 漏斗の流下時間とテーブ

ルフロー値を任意にコントロールした前実験と同様の充填材を用いた。 

練り混ぜにはハンドミキサーを使用し，1 バッチあたりの練り混ぜ量を約 5kg とした。 

手順は，水と高性能 AE 減水剤を練り混ぜ容器に投入し，その後粉体を投入し 60 秒間練り

混ぜを行った。 

 

7.3.4.3 評価方法 

 装置への充填は，まず，各鋼球径の球体を正三角錐容器に六方細密充填にして詰め，スポ

ンジパッキンとゴムパッキンを乗せてからフタをネジで締めてから，装置上面が水平とな

るように装置を固定する。次に，充填材を上面のφ10mm の円柱パイプ注入口から徐々に

浸透させ，装置の内部への浸透が終わり，空気口から充填材が吐出した時点で余剰な充填材

を排除して充填率を求めた。 

 

7.3.4.4 試験結果 

 表‐7.12に試験装置への充填率を示す。また，図‐7.29に静置下における実際のポーラ

スアスファルト母体と鋼球径 9mm の試験装置の充填率の関係，図‐7.30 に振動下におけ

る実際のポーラスアスファルト母体と鋼球径 9mm の試験装置の充填率の関係，図‐7.31

に静置下における実際のポーラスアスファルト母体と鋼球径 11mm の試験装置の充填率の

関係，図‐7.32に振動下における実際のポーラスアスファルト母体と鋼球径 11mm の試験

装置の充填率の関係を示す。 
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表‐7.12 充填材の試験装置充填率 

Sample No. 3-1 3-2 3-3 3-4 3-5 3-6 

装置充填率(%) 
9mm 25.96 55.49 42.65 70.50 75.89 82.03 

11mm 68.95 45.94 79.15 56.75 83.47 92.28 

Sample No. 3-7 3-8 3-9 3-10 3-11 3-12 

装置充填率(%) 
9mm 83.50 76.18 80.53 79.98 76.31 71.34 

11mm 86.46 79.16 86.19 98.60 78.97 81.23 

Sample No. 3-13 3-14 3-15 3-16 3-17 3-18 

装置充填率(%) 
9mm 89.50 88.87 99.04 69.72 94.42 92.90 

11mm 90.80 93.47 98.60 74.94 95.59 90.11 

 

 

 

図‐7.29 静置下における実際のポーラスアスファルト母体と 

鋼球径 9mmの試験装置の充填率の関係 
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図‐7.30 振動下における実際のポーラスアスファルト母体と 

鋼球径 9mmの試験装置の充填率の関係 

 

 

図‐7.31 静置下における実際のポーラスアスファルト母体と 

鋼球径 11mmの試験装置の充填率の関係 
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図‐7.32 振動下における実際のポーラスアスファルト母体と 

鋼球径 11mmの試験装置の充填率の関係 

 

 

 図‐7.29，7.30，7.31，7.32 から，静置下と振動下における実際のポーラスアスファル

ト母体の充填率と，鋼球径 9mm と 11mm の試験装置の充填率は，近似単項式の高い寄与

率から相関性が認められ，鋼球径 9mm と 11mm の試験装置が実際のポーラスアスファル

ト母体の充填率を反映していると考えられる。装置の充填率と実際のポーラスアスファル

ト母体の充填率の関係は，式［5.1］，［5.2］，［5.3］，［5.4］に示す単項式で表すことができ

る。 

 

静置下における鋼球径 9mm の場合 

Y9＝0.572X＋38.65 式［5.1］ 

X：静置下のポーラスアスファルト母体の充填率(%) 

Y9：鋼球径 9mm の充填率(%) 

 

振動下における鋼球径 9mm の場合 

Y10＝0.6171X＋30.552 式［5.2］ 

X：静置下のポーラスアスファルト母体の充填率(%) 

Y5：鋼球径 9mm の充填率(%) 
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静置下における鋼球径 11mm の場合 

Y11＝0.455X＋53.103 式［5.3］ 

X：振動下のポーラスアスファルト母体の充填率(%) 

Y11：鋼球径 11mm の充填率(%) 

 

振動下における鋼球径 11mm の場合 

Y12＝0.5152X＋44.933 式［5.4］ 

X：振動下のポーラスアスファルト母体の充填率(%) 

Y12：鋼球径 11mm の充填率(%) 

 

 この 4 種類の式に実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率である静置下の 70%と

振動下の 80%を代入して導き出される，装置の鋼球径 9mm と 11mm における目標充填率

を表‐7.13に示す。 

 

表‐7.13 装置の目標充填率 

項目 静置下 振動下 

鋼球径 9mm 78.655% 79.92% 

鋼球径 11mm 84.953% 86.149% 

 

表‐7.13 から，鋼球径 9mm の試験装置において約 79%以上であれば，静置下における

実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率である 70%以上を得ることができ，鋼球径

9mm の試験装置において同様に約 80%以上であれば，振動下における実際のポーラスアス

ファルト母体の目標充填率である 80%以上を得ることができる。また，鋼球径 11mm の試

験装置において約 85%以上であれば，静置下における実際のポーラスアスファルト母体の

目標充填率である 70%以上を得ることができ，鋼球径 11mm の試験装置において同様に約

86%以上であれば，振動下における実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率である

80%以上を得ることができる。今回の実験では，鋼球径 9mm と 11mm のどちらも，静置

下の実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率 70%を得るために必要な目標充填率と，

振動下の実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率 80%を得るために必要な目標充填

率とほぼ同一となった。これは，今回用いた充填材が，振動により実際のポーラスアスファ

ルト母体の充填率に極端な変化が生じないためであると考えられ，前実験結果と異なると

ころではある。しかし，まったく異なる観点から作成した充填材においても，鋼球径 11mm

の試験装置の目標充填率は前実験結果である目標充填率を概ね再現している。 

 以上より，鋼球径 9mm と 11mm の試験装置は，実際のポーラスアスファルト母体の充

填率を反映している。 
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7.3.5 降伏値による理論充填率の検討 

7.3.5.1 検討概要 

 前述のように充填性の評価は，塑性粘度が支配的となる P 漏斗の流下時間よりも降伏値

が支配的となるテーブルフロー値のほうが適していると実証してきた。ゆえに，充填材の試

験装置への充填率は，内径 50mm×高さ 100mm の円筒コーンを使用したテーブルフロー

値から導けることが可能であると考え，充填率の理論式の検討を行った。 

 

7.3.5.2 テーブルフロー値と降伏値 

 一般的にセメントモルタルの 0 打のテーブルフロー値と降伏値の間には，式[6.1]に示す

関係があることが報告されている。 

 

𝜏𝑓＝
𝜌𝑔𝛼𝑅2𝐻 

√3𝐴2
  式[6.1] 

 

𝜏𝑓  ：降伏値 

ρ  ：モルタルの密度(kg/m3)  

𝑔 ：重力加速度（m/s2） 

𝐴  ：0 打フロー値の半径（m） 

𝑅  ：フローコーンの下面半径（m）  

𝐻  ：フローコーンの高さ（m） 

𝛼     ：フローコーンの形状に関するパラメータ 

 

𝛼＝
1+𝑎+𝑎2

3
         式［6.2］ 

a：フローコーンの下面半径に対する上面半径の比 

 

ここで，フローコーンは内径 50mm の円筒であるため，下面半径 0.025m，上面半径

0.025m となり次のように表される。 

a＝
0.025

0.025
= 1  式[6.3] 

 

よって，α＝１となり，モルタルの降伏値τｆは，式[6.2]と式[6.3]を式[6.1]に代入し，式[6.4]

よりテーブルフロー値から求めることができる。 

 

𝜏𝑓＝
3.536×10−4

𝐴2
𝜌  式[6.4] 
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7.3.5.3 仮想細管理論と充填率理論 

7.3.5.3.1 鋼球間の仮想細管半径 r 理論値 

今回の実験で使用した試験装置は，球体の六方最密充填となっており，試験装置内の球の

状態モデルを図‐7.33に示す。図‐7.33から式［6.5］の関係となり仮想細管の予想半径 r0

は式［6.6］により決定することができる。 

 

𝑟

𝑟+𝑟0
＝ 𝑐𝑜𝑠30°  式［6.5］ 

𝑟0＝
(2√3−3)𝑟

3
     式［6.6］ 

r  : 球の半径(cm) 

𝑟0   : 仮想細管の予想半径(cm) 

 

式［6.6］より，9mm の仮想細管の予想半径は𝑟0=0.0696cm，11mm の仮想細管の予想半径

は𝑟0=0.0851cm となる。 

 

 

図‐7.33  試験装置内の球の状態モデル
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7.3.5.3.2 テーブルフロー値と仮想細管半径 r 実測値 

仮想細管理論よりビンガム流体における栓流半径は式［6.7］で表すことができる。ま

た、今回実験の際には ΔP＝5cm の時に流動停止としたため，流動停止の時は栓流半径と

仮想細管半径が等しくなるためテーブルフロー値から求められる仮想細管半径は，式

［6.8］となる。 

 

𝑟0＝
2𝑙𝜏𝑓

∆𝑃
  式［6.7］ 

 

𝑟実測値＝
2𝑙𝜏𝑓

∆𝑃
  式［6.8］ 

 

ｌ：仮想細管長さ （cm） 

ΔP：圧力差 

 

圧力差ΔＰは式［6.9］で表すことができる。 

 

∆𝑃 = 𝜌𝑔∆𝐻 式［6.9］ 

Δh：高低差 

 

仮想細管のモデルを図‐7.34に示す。図‐7.34のｈを仮想細管高さ、ｌを仮想細管長さと

すると，仮想細管長さｌは式［6.10］で表すことができ，仮想細管高さｈは鋼球径 9mm 試

験装置の場合は h9=11.025cm となり，鋼球径 11mm 試験装置の場合は h11=9.88cm とな

る。 

 

l= 
2√3

9
𝜋ℎ 式［6.10］ 
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図‐7.34 仮想細管のモデル 

 

式［6.8］に式［6.1］式［6.9］式［6.10］をそれぞれ代入し，鋼球径 9mm と 11mm の

仮想細管半径は，式[6.11]，式[6.12]となる。 

 

鋼球径 9mm   𝑟実測値 =
1.923

𝐴2
 式[6.11] 

 

鋼球径 11mm  𝑟実測値 =
1.723

𝐴2
 式[6.12] 

 

7.3.5.3.3 半径比 

鋼球間の仮想細管半径とテーブルフロー値による実測値から導かれる仮想細管半径は，

異なる値となるため両方の半径の比を式[6.13]により半径比αとし，2 種類の鋼球径の半径

比αは式[6.14]，式[6.15]となる。また，半径比αは，テーブルフロー値を変数として図‐

35に示すように変化する。 

 

𝑟
実測値

𝑟
理論値

＝𝛼半径比 式[6.13] 

 

鋼球径 9mm 𝛼半径比 =
27.79

𝐴2
 式[6.14] 

 

鋼球径 11mm  𝛼半径比 =
20.27

𝐴2
 式[6.15] 

l ｈ 



138 

 

 

 

図‐7.35 テーブルフロー値と半径比α 

 

7.3.5.3.4 理論充填率 

充填理論式は∆H理論から導き出した。式[6.13]は式[6.16]とすることができ，仮想細管半

径は，式[6.8]で表すことができるため，両式から式[6.17]となる。 

 

𝑟実測値＝𝛼半径比𝑟理論値 式[6.16] 

 

2𝑙𝜏𝑓

𝜌𝑔∆𝐻
実測

＝𝛼半径比

2𝑙𝜏𝑓

𝜌𝑔∆𝐻
理論

 式[6.17] 

 

∆H理論は試験装置の注入口上部から流動停止時の充填材が充填された層までの高さであ

り，式[6.18]の考えのもと，∆H実測＝5cm から式[6.19]，式[6.20]となる。 

 

∆𝐻理論＝𝛼半径比∆𝐻実測  式[6.18] 

 

鋼球径 9mm ∆𝐻理論 =
138.95

𝐴2
 式[6.19] 

鋼球径 11mm ∆𝐻理論 =
101.35

𝐴2
 式[6.20] 

 

ここで、三角錐充填試験装置の充填試験結果よりテーブルフロー値が 360mm 付近で充

0
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0.8

1
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テーブルフロ－値(mm)

9ｍｍ

11ｍｍ



139 

 

填率が約 100%となるため，係数 β として，鋼球径 11mm では係数 β11＝16.433，鋼球径

9mm では係数 β9＝11.99 の係数をかけて，式[6.21]，式[6.22]として反映させた。 

 

鋼球径 9mm  ∆𝐻理論 =
1666.01

𝐴2
 式[6.21] 

 

鋼球径 11mm ∆𝐻理論 =
1665.48

𝐴2
 式[6.22] 

 

∆H理論は図‐7.35に示す充填のモデルで表すことができ，∆H理論から充填高さが求められ

る。また、実際の充填では上の部分も充填されているので以下のように分けて考えた。下の

部分では，充填高さまで完全にセメントミルクが充填すると仮定し，充填高さまでの鋼球間

の間隙体積分を充填量とした。上の部分では，テーブルフロー値によって様々な形となって

充填されるのが確認できるため、充填高さの上面を底面として高さを充填高さ上面から試

験装置上面までとした三角錐状に充填すると仮定して考え，図‐7.36 に示すオレンジの三

角錐を充填量とした。 

 

図‐7.35 充填のモデル 

 

 

図‐7.36 上部充填概

充填高さ 

∆H理論 
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7.3.5.3.5 9mm試験機の理論充填率 

表‐7.14 に鋼球径 9mm の∆H理論と充填量高さを示す。また表‐7.14 から導いた理論充

填率を表‐7.15に示す。 

表‐7.14 鋼球径 9mmの∆H理論と充填量高さ 

テーブルフロー値(mm) ∆H理論(cm) 充填量高さ(cm) 

200 11.654  0.642  

210 10.106  2.19  

235 7.063  5.233  

250 5.659  6.637  

270 4.138 8.158  

290 2.921  9.375 

300 2.402 9.894  

320 1.506  10.79  

350 0.438  11.858  

360 0.140  12.156  

 

表‐7.15 鋼球径 9mmの装置の実際の充填率と理論充填率 

テーブルフロー(mm) 200 200 210 210 235 250 250 270 290 

9mm 実際(%) 25.96 55.49 42.65 70.50 75.89 82.03 83.50 76.18 80.53 

9mm 理論(%) 1 1 2.32 2.32 14.95 23.45 23.45 36.37 42.85 

テーブルフロー(mm) 300 300 320 350 360 365 395 410 420 

9mm 実際(%) 79.98 76.31 71.34 89.50 88.87 99.04 69.72 94.42 92.90 

9mm 理論(%) 56.28 56.28 87.59 100 100 100 100 100 100 

 

図‐7.36 に鋼球径 9mm の試験装置の充填率と理論充填率を示す。近似曲線を対数

式とした場合，高い寄与率から相関性が認められる。ゆえに理論充填率に対数の係数を

加えると精度が上がる可能性が考えられるため，対数式に理論充填率を代入して新たな

理論充填率を導いた。新たな理論充填率を表‐7.16に示す。 
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図‐7.36 鋼球径 9mmの試験装置の充填率と理論充填率 

 

表‐7.16 鋼球径 9mmの新しい理論充填率 

テーブルフロー(mm) 200 200 210 210 235 250 250 270 290 

9ｍｍ実際(%) 25.96 55.49 42.65 70.50 75.89 82.03 83.50 76.18 80.53 

9mm 理論(%) 1 1 2.32 2.32 14.95 23.45 23.45 36.37 42.85 

9mm 新理論(%) 45.94 45.94 53.57 53.57 70.47 84.63 84.63 78.54 80.02 

テーブルフロー(mm) 300 300 320 350 360 365 395 410 420 

9ｍｍ実際(%) 79.98 76.31 71.34 89.50 88.87 99.04 69.72 94.42 92.90 

9mm 理論(%) 56.28 56.28 87.59 100 100 100 100 100 100 

9mm 新理論(%) 82.50 82.50 86.51 87.71 87.71 87.71 87.71 87.71 87.71 

 

表‐7.16 から鋼球径 9mm の理論充填率と実際の充填率の関係を図‐37 に示す。図‐37

から高い寄与率から相関性が認められる。 

 

y = 0.0907ln(x) + 0.8771

R² = 0.6748
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図‐7.37 鋼球径 9mmの試験装置の充填率と新しい理論充填率 

 

7.3.5.3.6 11mm試験機の理論充填率 

表‐7.17に鋼球径 11mm の∆H理論と充填量高さを示す。また表‐7.16から導いた理論充

填率を表‐7.18に示す。 

 

表‐7.17 鋼球径 11mmの∆H理論と充填量高 

テーブルフロー値(mm) ∆H理論(cm) 充填量高さ(cm) 

200 11.655 0.725 

210 10.106 2.274 

235 7.063 5.317 

250 5.659 6.721 

270 4.138 8.242 

290 2.921 9.459 

300 2.402 9.978 

320 1.506 10.874 

350 0.438 11.942 

360 0.140 12.24 

y = 1.0001x - 0.0113

R² = 0.7009
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表‐7.18 鋼球径 11mmの装置の実際の充填率と理論充填率 

テーブルフロー(mm) 200 200 210 210 235 250 250 270 290 

11mm 実際(%) 68.95 45.94 79.15 56.75 83.47 92.28 86.46 79.16 86.19 

11mm 理論(%) 1 1 3.38 3.38 18.05 23.02 23.02 31.86 42.43 

テーブルフロー(mm) 300 300 320 350 360 365 395 410 420 

11mm 実際(%) 98.60 78.97 81.23 90.80 93.47 98.60 74.94 95.59 90.11 

11mm 理論(%) 42.48 42.48 51.30 81.1 93.02 100 100 100 100 

 

図‐7.38に鋼球径 11mm の試験装置の充填率と理論充填率を示す。近似曲線を対数式と

した場合，高い寄与率から相関性が認められる。ゆえに理論充填率に対数の係数を加えると

精度が上がる可能性が考えられるため，対数式に理論充填率を代入して新たな理論充填率

を導いた。新たな理論充填率を表‐7.19に示す。 

 

 
図‐7.38 鋼球径 11mmの試験装置の充填率と理論充填率 

 

表‐7.19 鋼球径 11mmの新しい理論充填率 

テーブルフロー(mm) 200 200 210 210 235 250 250 270 290 

11ｍｍ実際(%) 68.95 45.94 79.15 56.75 83.47 92.28 86.46 79.16 86.19 

11mm 理論(%) 1 1 3.38 3.38 18.05 23.02 23.02 31.86 42.43 

11mm 新理論(%) 59.70 59.70 68.29 68.29 80.10 81.81 81.81 84.11 86.13 

テーブルフロー(mm) 300 300 320 350 360 365 395 410 420 

11ｍｍ実際(%) 98.60 78.97 81.23 90.80 93.47 98.60 74.94 95.59 90.11 

11mm 理論(%) 42.48 42.48 51.30 81.1 93.02 100 100 100 100 

11mm 新理論(%) 86.13 86.13 87.46 90.69 91.66 92.17 92.17 92.17 92.17 

 

 

y = 0.0705ln(x) + 0.9217
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表‐7.19 から鋼球径 11mm の理論充填率と実際の充填率の関係を図‐39 に示す。図‐37

から高い寄与率から相関性が認められる。 

 

 
図‐7.39 鋼球径 11mmの試験装置の充填率と新しい理論充填率 

 

以上より，テーブルフロー値から導いた理論充填率から試験装置の充填率を概ね表せる

ことがわかった。また図‐7.40に理論充填率とポーラスアスファルト母体の充填率を示す。

図‐7.40 の高い寄与率から理論充填率とポーラスアスファルト母体の充填率には相関性が

認められる。ゆえにテーブルフロー値から導いた試験装置の理論充填率は，実際のポーラス

アスファルト母体の充填率を反映しているとともに，試験装置の充填率が実際のポーラス

アスファルト母体の充填率を反映していると考えられる。 

 

 

図‐7.40 試験装置の理論充填率とポーラスアスファルト母体充填率
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7.4 まとめ 

1)球径 6mm と 11mm の鋼球体を正三角錐容器に詰め，六方細密充填とした新たな充填性

の確認を行う試験装置を考案した。この装置の充填性と各種流動性試験や実際のポーラ

スアスファルト母体の充填性から検討した結果，従来用いられている P 漏斗による流下

時間では，鋼球径 6mm と 11mm の装置の充填性を判断するのは難しく，内径 50mm×高

さ 100mm の円柱コーンによるテーブルフロー値の方がより的確に判断できる。鋼球径

6mm と 11mm の装置は，実際のポーラスアスファルト母体の充填率との相関性が認め

られ，充填性の評価が可能である。なかでも鋼球径 6mm の装置は，静置下における実際

のポーラスアスファルト母体の充填性を評価し，鋼球径 11mm の装置は，振動下におけ

る実際のポーラスアスファルト母体の充填性を評価していることが分かった。また，今回

の実験範囲内ではあるが，静置下における実際のポーラスアスファルト母体の目標充填

率 70%以上を得るには，鋼球径 6mm の装置において 40%以上，振動下における実際の

ポーラスアスファルト母体の目標充填率 80%以上を得るには，鋼球径 11mm の装置にお

いて 80%以上の充填率であれば十分な充填性を示すものと推察される。 

2)P 漏斗の流下時間とテーブルフロー値から実験用に充填材を作成し，鋼球径 9mm と

11mm の試験装置や実際のポーラスアスファルト母体の充填性を評価した結果，同様に

塑性粘度が支配的となる P 漏斗の流下時間より降伏値が支配的となるテーブルフロー値

による流動性評価が，実際のポーラスアスファルト母体への充填性を的確に評価してい

た。また，今回作成した充填材においてもテーブルフロー値が静置下において 340mm 以

上，振動下において 300mm 以上とした範囲は，概ね信頼できると考えられる。静置下と

振動下における実際のポーラスアスファルト母体の充填率と，鋼球径 9mm と 11mm の

試験装置の充填率は，高い寄与率から相関性が認められ，鋼球径 9mm と 11mm の試験

装置が実際のポーラスアスファルト母体の充填率を反映している。 

3)充填材の試験装置への充填率は，テーブルフロー値から導けることが可能であると考え，

充填率の理論式の検討を行った。∆H理論から理論充填率を実際の充填率に近似して導くに

は，導き出した理論充填率にテーブルフロー値 360mm の理論充填率を 100％とした考え

を加え，鋼球径 9mm では∆H理論＝1666.01/A2，鋼球径 11mm では，∆H理論＝1665.48/A2

とし，対数近似式において実際の充填率と相関性が認められることから，この対数近似式

で最終的な理論充填率を導くことができる。ゆえに，降伏値が支配的となるテーブルフロ

ー値から式と係数により理論充填率を導くことで，実際の試験装置への充填率を判断す

ることができ，最終的には実際のポーラスアスファルト混合物への充填率も概ね判断す

ることが可能であり，鋼球径 9mm と 11mm の試験装置が実際のポーラスアスファルト

母体の充填率を反映している。 



146 

 

第 7 章の参考文献 

 

1）東日本高速道路株式会社 中日本高速道路株式会社 西日本高速道路株式会社：2-4-3 半

たわみ性混合物，2-4 混合物の諸基準，2 半たわみ性舗装・設計施工マニュアル，設計要

領 第一集 舗装，pp 参 2‐6(2017.7) 

2）秩父コンクリート工業株式会社：カラースタッフ，カタログ 

3）住友大阪セメント株式会社：ニューファンコート，カタログ 

4）大林道路株式会社：ハイシールパウダー，カタログ 

5）実教出版株式会社：17 金属の結晶構造，増補新訂版サイエンスビュー科学総合資料，

pp52-53(2015.2.28) 

6）化学大辞典編集委員会：六方格子 六方細密パッキング 六方晶系 六方詰込構造，化

学大辞典 9，共立出版株式会社，pp982-983 

7）F.A コットンほか：陰イオンの密なパッキングをもった構造，無機化学(上)，株式会社培

風館，pp45-46(1983.9.10) 

8）丸岡正知ほか：高流動コンクリートの間げき通過時の圧力損失に関する研究，コンクリ

ート工学年次論文集，Vol. 25，No. 1，pp. 959-964(2003) 

9) 小門武ほか：スランプフロー試験によるフレッシュコンクリートの降伏値評価法の研究，

土木学会論文 

10）(公社)土木学会：JSCE-F 521-2013 プレパックドコンクリートの注入モルタルの流動

性試験方法(P 漏斗による方法)，コンクリート標準示方書 基準編 土木学会基準および

関連基準，pp278(2013) 

11）(一社)日本建築学会：JASS 15 M-103，セルフレベリング材の品質基準 付録 付 3，

建築工事標準仕様書・同解説 JASS 15 左官工事，丸善株式会社，pp311-313(2007) 

12）八谷好高ほか：半たわみ性材料を用いた空港アスファルト舗装の補修・補強，国土技術

政策総合研究所資料，No. 39，pp. 6-7(2002) 

 



147 

 

第 8章 総括 

本研究では 

 1.目的や用途の多様化に伴い，研究・開発された新たな化学混和剤と各種の混和材料を組

み合わせ，適切な配合組成を見出すことで，新たな性能を有するグラウトモルタルを開

発し，その適用性を評価した。 

 2.現在のフレッシュ性状の評価方法が充填性を適切に評価しているかについて，半たわみ

性舗装に使用される充填材を用いてレオロジーに基づき検証を行い，適切な評価方法

を提案した。 

 3.充填される母体を模擬した簡易で繰り返し可能な試験装置をレオロジーに基づき考案

し，検証を行うことで，試験装置の適用性を評価して，理論付けを行った。 

 

第 1 章の序論では，モルタルにおける各種要求性能の多様化と，それに伴い関連する混

和材料の開発状況より，現状のモルタルにおける問題点と研究の目的を示している。 

第 2 章では，研究の背景とグラウトモルタルのフレッシュ性状に関する既往の研究につ

いて述べ，本研究の位置づけを示している。 

 第 3 章では，土木分野における多様化した要求性能から既存の技術では達成できない充

填性を必要とする新たなプレミックス型グラウトモルタルの開発を行い，性能評価を行っ

ている。 

比較的大きな空間・空隙への充填では無収縮グラウト材に着目した場合では，「超速硬無

収縮グラウト材」を開発している。これは，難しいとされていた超速硬セメントを使用した

時の初期の無収縮性と風化の影響の最小限化を目標とし配合検討を行い，風化による性状

変化と凝結遅延を起こさず安定した初期膨張性を有する超速硬無収縮グラウト材であるこ

とを実証し，日本下水道協会の「下水道用鋳鉄製マンホールふた」高さ調整部材及び無収縮

流動性モルタルの規格を達成している。 

空間・空隙の大きさや条件が不確定な地下空洞に着目した場合では，「起泡型軽量充填材

料」と「水中不分離型軽量充填材」を開発している。起泡型軽量充填材料では，難しいとさ

れていたプレミックス化による練り混ぜ時の起泡の安定化を目標とし配合検討を行い，安

定した起泡力と起泡保持性を有し，地下空洞に充填可能な流動性を有する起泡型軽量充填

材であることを実証している。「水中不分離型軽量充填材」では，コスト面と安定した単位

容積質量の両立が難しく，練り混ぜ水を利用した軽量化と水中不分離を目標とし配合検討

を行い，高水/試料比と水中不分離性，六価クロム無溶出を両立しノンブリーディング，無

収縮性を有する水中不分離型軽量充填材であることを実証している。 

極小空間・空隙への充填では，今までにはなかった特殊箇所の半たわみ性舗装に着目した

場合，「高流動型半たわみ性舗装用充填材」，「高強度型半たわみ性舗装用充填材」，「急勾配

型半たわみ性舗装用充填材」を開発している。 

「高流動型半たわみ性舗装用充填材」では，低空隙である高機能舗装，舗装厚み 100mm，
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無振動で充填可能な充填材を目標とし配合検討を行い，流動性を損なうことなく材料分離

抵抗性を有する硬化時間が異なる 4 種類の高流動型充填材を開発し，舗装厚み 100mm の

充填評価で適用可能を実証している。「高強度型半たわみ性舗装用充填材」では，コンテナ

ヤード，埠頭，飛行場駐機場への半たわみ性舗装の適用を目標とし配合検討を行い，水/試

料比の低減と分離抵抗性を両立させた充填可能な流動性を有する高強度型充填材を開発し，

塑性変形試験で耐久性を実証している。「急勾配型半たわみ性舗装用充填材」では，勾配を

有する箇所で充填可能な充填材を目標とし配合検討を行い，無振動での充填率が非常に低

く，5 秒の振動付与で充填率が向上する急勾配型充填材を開発している。 

 第 4 章では，セメントを使用するモルタルやアスファルト舗装は環境に与える負荷が大

きく低減が望まれている背景から，セメントを使用した舗装として一般的な半たわみ性舗

装の環境負荷低減を検討し，3 種類の半たわみ性舗装用充填材の開発を行い，性能評価を行

っている。セメントの CO2 原単位に着目した場合では，「低 CO2 型半たわみ性舗装用充填

材」を開発している。セメントの CO2 原単位低減では，高炉スラグ等を利用した技術はあ

るが，半たわみ性舗装用充填材の開放時間の規格があり適用は難しく，充填材の CO2 原単

位低減と硬化の促進を目標とし配合検討を行い，適切な充填性を有し，一般的な充填材と同

等の開放時間が可能であり，CO2 原単位を 39.2～66.7%低減可能な低 CO2 充填材となって

いることを実証している。資源循環に着目した場合では，「資源循環型半たわみ性舗装用充

填材」を開発している。セメントは様々な資源循環技術を取り入れているが，その中でも都

市ゴミの焼却灰を原料としたエコセメント化技術は高い資源循環率を有する。このエコセ

メントを使用した半たわみ性舗装用充填材は存在しないため，エコセメント特有の性質に

合わせた配合検討を行い，適切な充填性を有し，一般的な充填材と同等の開放時間が可能で

あり，高炉スラグにより六価クロムの溶出がない，半たわみ性混合物として曲げ強度が規格

値を達成する資源循環率 12.5～27.5%の資源循環型充填材となっていることを実証してい

る。ヒートアイランド現象に着目した場合では，「保水性舗装用充填材」を開発している。

保水性舗装に用いる充填材は存在しているが，低強度のためセメント中の重金属の溶出防

止が難しく，重金属の無溶出化を目標とし配合検討を行い，安定した早期強度発現性を有し

3 時間で交通開放可能な，六価クロムの溶出がなく，保水性舗装として保水量，温度低減効

果が規格値を達成する保水性舗装用充填材となっており，室内試験で温度低減効果を確認

し，実路において路面温度の低減効果を確認した結果，充填材が保水性舗装用充填材となっ

ていることを実証している。 

前章から開発してきた各種グラウトモルタルは，セメントと混和材料の組み合わせから

成り立っている。混和材料の中でも化学混和剤は，無機系混和材料の使用から生じる流動性

低下等の不具合を補う重要な役割を果たしており，ポリカルボン酸系に代表される化学混

和剤の進化・発展がそれを可能にしている。今後もさらに進化・発展するであろう化学混和

剤を常に評価検討して，新たな要求性能に対応するグラウトモルタルの開発を行うことを

課題とし，土木分野の発展に繋げていきたい。 
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 第 5 章では，半たわみ性舗装の特殊箇所用に開発した充填材である「高流動型 1 時間開

放タイプ」が実際の特殊な現場状況に適用可能かを検討している。特殊箇所として伸縮装置

前後１ｍの高機能舗装に着目して検討を行い，高機能舗装の空隙率 17％，混合物温度 80℃

領域において全浸透し，1 時間で交通解放可能な，橋梁部伸縮装置前後 1m 区間における高

機能舗装用充填材となっていることを実証している。これは，舗装性能向上，作業効率向上，

工期短縮が可能であることを意味している。 

第 6 章では，半たわみ性舗装用充填の流動性評価と充填性評価について検討している。

半たわみ性舗装において充填材の確実な充填は，性能を左右する重要な要因であり，流動性

評価が充填性評価となっているかを検証する必要がある。検討では，各種流動性評価方法と

実際のポーラスアスファルト母体を用いて，半たわみ性舗装用充填材の充填性を評価して

いる。半たわみ性舗装用充填材の流動性評価方法は，NEXCO 等により規格化され，P 漏斗

の流下時間により判断している。しかし，P 漏斗の流下時間による流動性評価が実際の母体

への充填性の評価となっているのか検討し妥当性を検証した結果，P 漏斗をはじめ各種漏斗

による流下時間で充填性を判断するのは難しいことを実証し，的確に充填性が評価できる

他の流動性評価性状試験方法について検討した結果，テーブルフロー値がより的確に判断

できることを実証した。また，充填性を向上させる手段として水/粉体比の増加による流動

性の向上よりも，粉体構成において高性能 AE 減水剤の添加が，より効果的に働くことを実

証した。これは，半たわみ性舗装用充填材をビンガム流体として考え，実際のポーラスアス

ファルト母体の空隙を仮想細管とした場合，流動圧力と充填材の降伏値で決まる栓流半径

が，仮想細管の管径を上回った場合に流動が止まり，それ以上の充填が行われなくなり，充

填性に影響を与える要因は降伏値となるため，充填性を管理する試験方法は，降伏値が支配

的となるテーブルフロー試験の方が，塑性粘度が支配的となる P 漏斗試験よりも妥当性が

高いと考えられる。また，実際のポーラスアスファルト母体への充填を静置下と振動下で行

い，今回の実験範囲内ではあるが，静置下であればテーブルフロー値 340mm 以上，振動下

であればテーブルフロー値 300mm 以上で十分な充填性を示すものと推察される。実際の

現場における充填不良を低減させるためにも，データ数を増やし，テーブルフロー値の明確

な範囲を示すことや低空隙率での確認が今後の課題である。 

第 7 章では，半たわみ性舗装用充填材の充填性の評価に使用する実際のポーラスアスフ

ァルト母体を模擬した試験装置を提案し検討を行っている。実際のポーラスアスファルト

母体は，作成が難しく，均一がなく，繰り返しの使用が難しいため，簡易的な繰り返しの使

用が可能な新たな試験装置が望まれている。そのため，球径 6mm と 11mm の鋼球体を正

三角錐容器に詰め，六方細密充填とした新たな充填性の確認を行う試験装置を考案した。こ

の装置の充填性と各種流動性試験や実際のポーラスアスファルト母体の充填性から検討し

た結果，従来用いられている P 漏斗による流下時間では，鋼球径 6mm と 11mm の装置の

充填性を判断するのは難しく，内径 50mm×高さ 100mm の円柱コーンによるテーブルフロ

ー値の方がより的確に判断できることを実証し，鋼球径 6mm と 11mm の装置は，実際の
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ポーラスアスファルト母体の充填率との相関性が認められ，充填性の評価が可能であるこ

とを実証した。なかでも鋼球径 6mm の装置は，静置下における実際のポーラスアスファル

ト母体の充填性を評価し，鋼球径 11mm の装置は，振動下における実際のポーラスアスフ

ァルト母体の充填性を評価していることが分かった。今回の実験範囲内ではあるが，静置下

における実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率 70%以上を得るには，鋼球径 6mm

の装置において 40%以上，振動下における実際のポーラスアスファルト母体の目標充填率

80%以上を得るには，鋼球径 11mm の装置において 80%以上の充填率であれば十分な充填

性を示すものと推察される。課題として導き出したテーブルフロー値と装置の充填率の回

帰式では，テーブルフロー値が 380mm 付近以上であった場合，充填率を出すことができな

い。そのため，高機能舗装や舗装厚み 100mm に対応した特殊箇所用の充填材の充填率評価

はできない。よって，今後は，データの蓄積を行い，導きだした値の信頼性を向上させると

ともに，最適な試験装置の確立を行っていきたい。 

また，P 漏斗の流下時間とテーブルフロー値から実験用に全く異なる充填材を作成し，鋼

球径 9mm と 11mm の試験装置や実際のポーラスアスファルト母体の充填性を評価した結

果，同様に塑性粘度が支配的となる P 漏斗の流下時間より降伏値が支配的となるテーブル

フロー値による流動性評価が，実際のポーラスアスファルト母体への充填性を的確に評価

していることを実証した。静置下と振動下における実際のポーラスアスファルト母体の充

填率と，鋼球径 9mm と 11mm の試験装置の充填率は，高い寄与率から相関性が認められ，

鋼球径 9mm と 11mm の試験装置が実際のポーラスアスファルト母体の充填率を反映して

いることを実証した。さらに高い相関性を導くためにも，試験装置の改良を行い，最適な球

径や形状を検討していく必要がある。 

充填率の理論式の検討では，充填材の試験装置への充填率は，降伏値に依存するためテー

ブルフロー値から導けることが可能であると考え検討を行った。∆H理論から理論充填率を実

際の充填率に近似して導くには，導き出した理論充填率にテーブルフロー値 360mm の理

論充填率を 100％とした考えを加え，鋼球径 9mm では∆H理論＝1666.01/A2，鋼球径 11mm

では，∆H理論＝1665.48/A2とし，対数近似式において実際の充填率と相関性が認められるこ

とから，この対数近似式をさらに加えて最終的な理論充填率を導くことができる。ゆえに，

降伏値が支配的となるテーブルフロー値から式と係数により理論充填率を導くことで，実

際の試験装置への充填率を判断することができ，最終的には実際のポーラスアスファルト

混合物への充填率も概ね判断することが可能であり，鋼球径 9mm と 11mm の試験装置が

実際のポーラスアスファルト母体の充填率を反映していることを理論づけた。今後は，この

理論を実際の現場に適用できるように正確性を向上させ，充填性の評価方法として充填材

の開発や評価に貢献していきたい。 
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中原大磯所長，徳光克也氏，梶谷明宏氏，弓木宏之氏をはじめ日本道路（株）技術研究所

のみなさま，鈴木徹氏をはじめ大林道路（株）エンジニアリング部のみなさま ，東本崇氏

をはじめ同社技術研究所のみなさま，長島鋳物（株）技術部 井上崇顧問，阿部裕所長をは

じめ同社仙台営業所のみなさま，太平洋セメント（株）セメント事業本部 営業部 福田康

昭氏には，試験体作成，試験の相談から実施，現場施工に至るまで，日頃より有益なご助言

とご協力を頂き感謝の意を表します。 

本研究実験遂行にあたり（株）ADEKA，BASF ジャパン（株），（株）花王，信越化学工

業（株），ライオン・スペシャリティー・ケミカルズ（株）社をはじめ混和材料メーカーに

は，浅識非才な著者の意見を聞いていただき，化学混和剤の開発・改良や細やかなご助言，

様々な材料のご提供を頂きました。ここに謝意を表します。 

秩父コンクリート工業（株）秋元文敏営業本部長をはじめ営業本部のみなさま，松村武文

生産・技術本部長をはじめ生産・技術本部のみなさまには，多大なるご配慮とご理解を頂き

ました。また，同社技術開発部のみなさまには，日々多忙な中，本研究実験のご協力を頂き

ました。本研究遂行にあたり、ご助力を頂きました同社全ての方達にお礼を申し上げます。 

最後に，私事ではありますが温かく見守り，励ましてくれた家族，親戚，友人に心から感

謝します。ありがとう。 

 


